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論文

半導体製造装置企業における

設備投資意思決定プロセスの考察

東壯一郎

＜論文要旨＞

半導体製造装置企業は，技術革新により今後も微細化・集積化が進むという不確実性の下に設備投資を

実施するため， その意思決定には企業の戦略が深く関与･していると考えられる．半導体製造装置企業であ
るA社の事例を基に，戦略的投資決定のフレームワークを用いて設術投資意思決定のプロセスを明らかに

し， 回帰分析による半導体製造装置企業の設備投資モデルを新たな視点として加えて， 半導体製造装置企
業における設備投資意思決定プロセスの提示を試みる． また，管理会計分野で今まで研究されてきた設備
投資の経済性評価技法の問題点を整理したうえで， その方法と凹帰分析による設備投資モデルの相補的利

用法を提示する．

＜キーワード＞

半導体製造装置企業，設備投盗意思決定，戦略的投資，業務的投資

Consideration㎡CapitallnvestmentDecisionMalfm窪Process

inSemicon伽ctorProductionEquipmentCompany

SoicmroHigashi
Abstract

Assemiconductormanufacturingequipmentcompanyimplementcapitalinvestmentundertheuncertaintythattech-

nologyminiaturizationandintegrationwillcontinueduetotechnological innovation,corporatestrategyisdeeplyin-

volvedindecision-making.BasedonthecaseofCompanyA,asemiconductormanufacturingequipmentcompany,I

clarifytheprocessofcapitalinvestmentdecisionmakingusingthefiamewolkofstrategicinvestmentdecision.Then,I

addcapitalinvestmentmodelofsemiconductorproductionequipmentcompanybyregIessionanalysisasnewperspec-

tives,andattempttopresentcapital investmentdecisionmakingprocessofsemiconductormanufacturingequipment

company.AIso,Iwillclarifytheproblemsofeconomicevaluationmethodofcapital investmentintraditionalmanage-

mentaccountingthinking・ Inaddition,Ipresentacomplementaryusagemethodofeconomicevaluationtechniqueof

capitalinvestmentandcapital investmentmodelbyregressionanalysis.
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1・ はじめに

半導体製造装置企業の設備投資は，半導体企業の設備投資計画の動向に大きな影響を受けて

いる．半導体企業の設備投資は，半導体製造装置企業の売上に直結する事はもとより，半導体

製造装置の優劣は半導体企業の成否にも大きな影響を及ぼしている．半導体の製造原価の6割

強'は，半導体製造装置を主とする減価償却費で占めており，その影響の大きさを示している．

また，半導体市場は新しい画期的な製品の登場により， シリコンサイクル2と呼ばれる好不

況の波を周期的に繰り返しながら，その市場は1970年以降, 40年以上にもわたり，現在も継

続して拡大3している． このため半導体製造装置企業は，微細化・集積化に代表される技術革

新が，今後も持続するという不確実性の下に設備投資を実施しており，その意思決定には企業

の戦略が深く関与していると考えられる．

一方，管理会計分野で今まで研究されてきた設備投資意思決定は，設備投資の経済性評価技

法があげられる． この技法は計算合理性に依拠しており， 日本における先行研究ではその技法

の精綴化や手続に関するものが多い．計算合理性を高めることで不確実性を除去し，その意思

決定はより有効になると考えられている．本研究では，企業の戦略が深く関与していると考え

られる半導体製造装置企業における設備投資意思決定のプロセスを明らかにするため，筆者が

勤務していた半導体製造装置企業(A社）の事例を基に，構築した半導体製造装置企業の設備

投資モデルと設備投資の経済性評価技法の相補的利用法の提示を試みる．

2．先行研究のレビューと研究課題

2.1設備投資における経済性評価技法

管理会計分野で今まで研究されてきた設備投資の意思決定において，設備投資毎にプロジェ

クトの収益性を分析するために経済性評価技法が用いられる．経済的側面を分析する収益性分

析により，プロジェクトの採算性を考えるためである．代表的な経済性評価技法としては，回

収期間法(PaybackPeriodMethod:PP法),会計的利益率法(AccountingRateofRetumMethod:

ARR法),正味現在価値法(NetPresentValueMethod:NPV法),内部利益率法(IntemalRateof

RetumMethod:mR法),収益性指数法(ProfitabilitylndexMethod:PI法）等がある（門田, 2001 ;

浜田, 2011等)．設備投資の経済性評価技法では，意思決定の期間が一会計期間を超える長期

にわたるため，貨幣の時間価値を考慮する必要がある． このため，プロジェクトの追加的な費

用および収益ではなく，追加的なキャッシュインフローとキャッシュアウトフローを算定する

必要がある．先述の5つの設備投資の経済性評価技法のうち，一般的に管理会計のテキスト等

では，貨幣の時間価値を考慮する割引キャッシュフロー法(DiscountedCashFIowMethod:DCF

法）のうち,NPV法が最も優れているとされている(Northcott,1998;岡本, 2000;門田2001

等).mR法およびPI法は，利益率を測定するため，加法性が成立しない，規模の異なる相互

排他的な投資プロジェクトについて正しい順位付けができない可能性が指摘されている．

一方， 日本企業では実務上よく利用されている経済性評価技法として, PP法がある. PP法

は，投資額を分子とし，分母に投資から生じる年々のキャッシュインフローを用いて，投資額
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と比べ毎期どれだけの回収額になるかを測定し，回収期間が短いほど安全な投資案とされてい

る. PP法の利点は，計算手続が非常に容易であることから，理解のしやすさ，簡便性があげら

れる. PP法の欠点は，貨幣の時間価値を考慮していないこと， 回収期間を超えたキャッシュ

インフローを考慮していないこと，回収期間の目標数字をいかに設定したらよいかという点に

暖昧さが残ることが指摘されている．貨幣の時間価値を考慮していないという欠点を補完する

ため,Rappaport(1965)では，分母に貨幣の時間価値を考慮した回収額を用いる割引回収期間法
(DiscountedPaybackPeriodMethod:DPP法）を提示している． また上總(2003)では，高度成長
期の日本企業が銀行からの借入金に大きく依存して投資決定を行っていた事実に関連させて，

投資額に利子を加算したものを分子にし，分母は貨幣の時間価値を考慮しない平均回収額を用

いる割増回収期間法(PremiumPaybackPeriodMethod:PPP法）を提示している．

2.2設備投資意思決定における先行研究

資本予算（設備投資予算）に関わる先行研究では，経済性評価技法とマネジメントプロセス

としての資本予算の2つの観点によりレビューを行っている（清水他, 2010).実務ではDCF

法はあまり利用されず, PP法が多用されている理由づけや経済性評価技法が財務業績に及ぼ

す影響などについて研究が蓄積され，マネジメントプロセスとしての資本予算の先行研究は極

めて限定的であると指摘している（清水他, 2010).

堀井(2015)では， 日本・イギリス・アメリカ企業での経済性評価技法の採用状況をレビュー
している． イギリスおよびアメリカ企業では, PP法とNPV法およびmR法を併用しているこ

とを指摘しており， 日本企業ではNPV法およびIRR法はあまり利用せず, PP法を投資評価技

法として利用していることを指摘している． またPP法の合理性について， インタビューを実

施した日本企業の経済性評価技法は，貨幣の時間価値を考慮したDPP法であることから経済

合理性を有していることを明らかにしている． また篠田(2014)では， 日本企業においてNPV

法を利用している場合でも運用上に多様性が見られ，その一つとして将来キャッシュフロー

の予測が困難であることを理由に，将来キャッシュフローの予測期間をあらかじめ一定期間

に限定した正味現在価値法(FiniteNetPresentValueMethod:FNPV法）を提示している． FNPV

法の特徴として, FNPV法を利用している企業はNPV法を利用していると認識していること，

FNPV法は本質的にはDPP法と同様の特徴を有していること，相互排他的な案件の評価では，

FNPV法はDPP法およびNPV法のいずれとも評価の順位付けが一致しない場合があることを

指摘している．

一方， 日本の資本予算のマネジメントプロセスに焦点を当てた研究である山本(1998)では，

製造業への質問表やインタビューから投資プロセスや戦略的投資決定について示唆している．

設備投資の経済性評価技法における計算合理性だけではなく，マネジメントプロセスや組織的

合理性といった異なる尺度と相補的に設備投資の意思決定が実施されていることを指摘してお

り，戦略的投資決定のフレームワークを提示している．

杉山(2002)では， どの企業においても，持続的な競争優位を獲得するために分析に戦略的思

考を取り入れ， なるべく有利なキャッシュフローが得られるように投資決定を行うため，今ま

で研究されてきた資本予算における戦略的視点の欠如を指摘している．先端製造技術やIT投

資などの投溢目的では，正味現在価値や内部利益率などの狭義の財務指標に固執するよりも，

むしろ戦略的視点や無形便益を適切に考慮するアプローチを探求すべきことを指摘している．
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加登・山本(2012)では，設備投資の意思決定に当たっては，経済性計算では考慮されてい

ない数多くの要因があることから十分な検討の必要性があり，企業の将来に関する戦略と無関

連に投資できないことを指摘している． このため，設備投資の経済性計算の結果をどのように

尊重するかにおいても，業界間の横並び意識により追随して設備投資の意思決定を行うのでは

なく，企業ごとに判断が異なるほうが自然であることを指摘している． また浅田(2017)でも，

投資プロジェクトでは経済的な要因だけでなく，戦略的・技術的な優先順位が収益性の優先順

位以上に重視されるため，投資プロジェクトの選択は，経営上の様々な要因が絡んだ結果であ

り，総合的に最善と思われる案が選択されていることを指摘している．

このように先行研究からは，設備投資の意思決定に際し，経済性評価技法における計算合理

性および技法の精綴化だけではなく，企業の戦略と関連して相補的に設備投資の意思決定が実

施されていることも指摘されていることがわかる．

2.3研究課題

今までの研究を拠り所とする管理会計思考では，経済性評価技法をより精綴化させ，計算合

理性を高めることで設備投資に係る不確実性を排除し， より確実な意思決定を行うことを企図

している． この経済性評価技法の問題点には，前提条件として投資に対する将来キヤツシユイ

ンフローを常に見積ることができ，選択できる代替案も常に存在していることがあげられる．

半導体産業は技術革新が現在も持続していることから，継続して設備投資を行う企業行動が

必須とされている．筆者が勤務していた半導体製造装置企業(A社）での設備投資の意思決定

に際しては，技術革新を伴う設備投資から得られる将来キャッシュインフローを見積ること自

体が難しく，仮に見積りができたとしても，その精度は極めて低いものであった． このような

状況では，設備投資に係る代替案は必ず2つ以上あるとは限らず，代替案がなければ経済性評

価技法を用いるまでもなく，意思決定されることになる． また，半導体製造装置企業(A社）

での設備投資意思決定は，微細化・集積化に代表される技術革新を持続して実現するために，

企業の戦略は戦略的投資決定と密接に関連し，平行して実施されていた． このため，計算合理

性を追求し精綴化きれた経済性評価技法が活用されるのは，投資決定プロセスの部分的な局面

にすぎないと考えられる．

半導体企業の設備投資は，半導体製造装置企業の売上になるため，半導体企業の設備投資の

状況を考慮しながら，半導体製造装置企業の設備投資を意思決定することが極めて重要とな

る． このため，半導体企業と半導体製造装置企業の設備投資をそれぞれ個別にみるのではな

く，双方の相互関連を見ることが重要となる．本研究では， まず回帰分析による半導体製造装

置企業の設備投資モデルを構築する．そのうえで，マネジメントプロセスの先行研究において

提示された戦略的投資決定のフレームワークを概観する．企業の戦略が深く関与していると考

えられる半導体製造装置企業における設備投資意思決定のプロセスを明らかにするため，筆者

が勤務していた半導体製造装置企業(A社）において，設備投資意思決定プロセスに関与した

実務経験を事例として整理する．その事例を基に，構築した半導体製造装置企業の設備投資モ

デルと設備投資の経済性評価技法の相補的利用法の提示を試み，半導体製造装置企業における

設備投資意思決定プロセスを考察する．

6
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表1 分析対象とした半導体製造装置企業一覧(1999年度～2014年度）

会社名

円立ハイテクノロジーズ

|饗 会社名 ｜蕊l
| 77351 scREENHD I8036｣
1雨医…■

証券
会社名

}コード

6756 日立国際電気
6857 アドバンテスト

函
耐

旺
手
券
ド

胚券

コード

両雨

会社名

東京精密

ニコン

》
｜
垂
諏

出典:兼粁作成

3． 半導体製造装置企業の設備投資モデルの構築

3.1半導体製造装置企業の設備投資モデルの概要

東(2016a)では， 日本の半導体企業の凋落の要因と設備投資の動向を検証するため，経済産

業省(2010)による実証研究（従属変数は設備投資額，独立変数はキャッシュフロー・設備過剰
感・企業物価指数・景況感・負債比率・長期プライムレート）を基に，独立変数に為替レート

を加え回帰分析を行った．分析期間は1982年度から2012年度で， 日米半導体協定と世界的金

融危機における日本の半導体企業再編がそれぞれ与えた影響を検証するため， 2期間(1982~

2001年度, 2002～2012年度）にわけて回帰分析を行った この結果， 日本の半導体企業は為

替のような外部環境に左右されず，営業キャッシュフローや負債比率のような企業の財務指標

のみを考盧し，継続して設備投資を実施していることを指摘した．

また東(2016b)では，技術的に使用されているものの， 日本において理論的な研究が少ない

半導体産業の景況感の先行指標であるBBレシオ（受注額÷売上額) 4と半導体企業および半

導体製造装置企業の設備投資額との相関関係を検証したこの結果，半導体企業は△1年のラ

グ｝ 半導体製造装置企業は△2年のラグを設定することで． 負の相関関係から正の相関関係に

転換していることから， 半導体製造装置企業の設備投資は，半導体企業の設備投資の動向を見

据え，前倒して実施していることを指摘した．

これらの先行研究を踏まえ，従属変数を設備投資額独立変数をキャッシュフロー（連結営

業キャッシュフロー)， 負債比率およびBBレシオとする半導体製造装置企業の設備投資モデ

ルの構築を試みるため， 回帰モデル（線形回帰）による数量的分析を実施した． なお，独立変

数のBBレシオは， 三輪(2006)で示|唆された機械受注統計の機械分類にある半導体製造装置か

ら作成したBBレシオ （以下，機械受注統計） を選択した．

3.2半導体製造装置企業の設備投資の回帰分析

半導体製造装置企業の設備投資に関する回帰分析を行う． 日経NEEDSより連結財務諸表が

閲覧できる2014年度から1999年度に遡って存続している半導体製造装置企業を対象企業と

し．該当する9社を抽出した（表l).

各独立変数は，従属変数である設備投資額に対して，東(2016b)の結果を基に．△2年のラ

グを設定した．次に，独立変数をできるだけ多く集めるため．独立変数選択基準をF値= 1と

し， ステップワイズ法（変数増減法）を実施した． さらに，独立変数間の多重共線性の影響を

排除するため，各変数間のVIF(VariancelnHationFactor,分散拡大要因）を算出し, 10を超え

たものについては，適宜，従属変数である設備投資額との相関係数が低い独立変数を回帰式よ

り外した． 回帰式は以下のとおりである．

7
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表2半導体製造装置企業の設備投資の回帰分析結果

1由度
､整済

定係数

d/R2

釦叩鏥調自

営業

キヤシュ
フロー

ﾛrⅡ■qﾛ叩DC･けqlDWJhﾛﾛ｡“』ﾔﾛDdd･ﾛDhpq

O”，

BBratio

機械受注統
計

Ⅱ■q7.4. ﾛrⅡqqp ,D･' , ,『p,‘ﾛ…如叶pjIⅡhq

”

切片負債比率

1“10ﾛ6輯■1，叩Q9抑■曲0ｺ ﾛ04叩Dgg…ﾛ9 1E

”

独立変数対象期間

0叫酎q4叩q*91句0 ●トロ叩叩卜qhDDj坐

6‘

ラグ

I･ IF

係数

標碓化係牧
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３
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』
？
営
一
ｂ
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】
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ｎ
ｏ
－
ｊ
Ｆ
Ｄ
小
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〔
Ｕ

１
Ｌ
Ｐ
Ｉ
ｎ
ｕ
ワ
】
〔
Ｕ

２
－
ｊ
３
０
０
４

ｌ
６
０
－
ａ
１
０

１

０
０
リ
ー
０

当
亜
堕
虹
並
”

ｌ
－
９
ｌ
０
－
Ｉ
ｌ
０

１
８
螂

師
Ⅸ

０
ハ
Ⅱ
〕

０
１

1 ．37Ｑ
Ｊ
４
岨

ｑ
唖
１
１

伽
亜
小
Ｕ

釘
１
リ
】

一
切
リ
Ｊ

〆
り
０
１

ハ
リ

／仙の絶対価が2以上の筒所p仙が0.05以下の筒所には網掛けをしている
｜ ' |由度洲繋済決定係数の（ ）は. 1j"意性検定を表示している

兼新作成．

圧ノ I

2

出典

ノ"＝〃0十〃IOCFII+62DR"+63BB1

企業iの／期の設備投資額

企業iの／期のキヤッシユフロー（連結営業キヤツシユフロー）

企業/の/期の負債比率（負債÷自己資本）

’期のBBレシオ（機械受注統計）

定数項, bl ,"2､63, :パラメータ

ﾉ〃

OCFル

DR"

BB/

bo

回帰分析の結果，対象期間において． 自由度調整済決定係数(α力R2)が最も高いものを選択

した（表2)．

3.3半導体製造装置企業の設備投資モデル

本章における回帰分析結果を基に，従属変数を設備投資額独立変数をキャッシュフロー

(連結営業キャッシュフロー)， 負債比率およびBBレシオとする半導体製造装置企業の設備投

資モデル（以下, SPE設備投資モデル）を構築した．

ﾉ"=4.37+9.350CF),_2+40.03DR"_2+7.77ββ,_2 ｡d/R2=0.668(0.003)

： 企業／の／期の設備投資額

： 企業jの／期のキャッシュフロー（連結営業キヤッシユーフロー）

： 企業iの／期の負債比率（負債÷自己資本）

： I期のBBレシオ （機械受注統計）

ﾉ〃

OCFi/

DR"

BBr

SPE設備投資モデルの“/Rユは， 一般的な判断基準である"/R2>0.5を上回っていること

から一定の予測精度を確保しているものと考察される．
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4．設備投資意思決定プロセスの考察

筆者が勤務していた半導体製造装置企業(A社）において設備投資意思決定プロセスに関与
した実務経験を事例として整理する．その事例を基に，戦略的投資決定のフレームワークを用

いて，構築したSPE設備投資モデルを新たな視点として加え，半導体製造装置企業における設

備投資意思決定プロセスを考察する．

4.1戦略的投資決定フレームワークの概要

投資プロジェクトが大規模化し，その影響が組織全体により長期に及ぶことになれば，その

プロジェクトは企業にとって重要なものとなる．投資と戦略との関係性を考えると，投資プロ

ジェクトが具現化しているのは機能別の投資戦略ではなく，企業の全社戦略であり， このよう

な投資決定は戦略的投資決定と呼ばれる．山本(1998)による戦略的投資決定のフレームワー

クでは，認識・展開・選択・統制という単線的な投資決定プロセスは， より戦略的なコンテク

ストにおいて， ストラテジック・プランニング，資本予算システム， トップ・マネジメントの

役割， コンテクストのコントロールの並行する4つのサブプロセスの中での重要なポイントと

なる主要決定要因として働くことを指摘している （図l).計算合理性によって投資決定を点

として捉える管理会計分野で今まで研究されてきた設備投資意思決定アプローチに，複数の人

間による組織という視点と組織において並行する複数のサブプロセスという視点が加味され，

投資決定を複数の線すなわちプロセスとして把握できることを指摘している．

この戦略的投資決定のフレームのうち，認識・展開・選択・統制という4つの局面の投資プ

ロセスは，以下にまとめられる（山本1998:80-84, 113-ll5).

I.認識 ： 組織における機会や問題に対して，資本支出が必要であるという事実を投資プ

ロジェクトとして認識する．

Ⅱ．展開 ： 認識された投資プロジェクトを，需要予測，将来キャッシュフロー等の情報に

より，組織における一定の基準によって評価可能な形に展開する．

Ⅲ選択 ： 展開された投資プロジェクトの代替案を，精綴化された経済性評価技法により

評価し，実行すべき投資プロジェクトを選択する．

Ⅳ、統制 ： 選択した投資プロジェクトはスケジュールと予算に沿っているか，将来の投資

決定にとってどのような学習効果が得られるか等，投資の事後監査を含めた統

制を行う．

組織において必要な投溌機会が認識されると，プロジェクトは全体の戦略との関連で具体的

かつ公式な企画にまとめ上げられていき， トップ・マネジメントにより正式に取捨選択され

る．実行されたプロジェクトは， 当初の計画案についてコントロールされる． このため，意思

決定においてあらかじめ全ての代替案が探知され，それらの経済情報が確実に入手されている

という前提で成立している管理会計分野で今まで研究されてきた設備投資意思決定アプローチ

は，戦略的投資決定の研究においては非現実的であるとしている． また戦略的投資決定のフ

レームのうち， ストラテジック・プランニング，資本予算システム， トップ・マネジメントの

役割， コンテクストのコントロールの並行する4つのサブプロセスは，以下にまとめられる

(山本1998: 134147).

9



管理会計学第27巻第l -5

図l 戦略的投資決定プロセスと投資プロジェクトの局面

出典:山本(1998: 147)

i . ストラテジック・プランニングは, Anthonyのストラテジック・プランニング，マネジ

メントコントロール， オペレーショナル・コントロールからなる計画・統制のフレーム

ワークとの関連性を重視して，ストラテジック・プランニングという用語を使用して

いる．

ii . 資本予算システムは，年次資本予算にプロジェクトが計上されるための手続基準を規

定しており，そのプロセスにおいて，プロジェクトの分析，提案，承認が行われ，管理

会計分野で今まで研究されてきた様々な設備投資の経済性評価技法や手続が含まれて

いる．

iii・ トップ・マネジメントの役割は，資本予算システムによって提出された案件について，

受理するのか却下するのかの決定を行うだけでなく，下位の組織階層であらかじめ選択

された案件に正式に承認を与えることも含まれる．

iv. コンテクストのコントロールは，組織や制度による様々なコントロールを含めている．

4.2半導体製造装置企業(A社）の事例

4.2.1戦略的投資決定のフレームワークの選定理由

多様な戦略的投資決定のフレームワークのうち，山本(1998)による戦略的投資決定のフレー

ムワークを選定した理由は以下のとおりである．設備投資意思決定は今まで研究されてきた経

済性評価アプローチが想定するように情報が瞬間的に処理されるのではなく，様々な情報が流

れていくプロセスとしてとらえる戦略的投資決定のフレームワークにより合理的に説明できる

ことを指摘している． さらに，戦略的投資決定のフレームワークに沿って日本企業における投

資撤退の意思決定事例を実証例として検討している．その中で， ストラテジック・プランニン

グは，組織外部の制度的なコンテクストに影響を受けていることを指摘している．資本予算シ

ステムは，必ずしも計算合理的な解答用意機能を果たしておらず，プロセスは極めて政治的な

ものであることを指摘している． またトップ・マネジメントの役割は，積極的に意思決定を行

うのではなく，組織全体の政治的プロセスに介入することで， より間接的にプロジェクトの誘

導を行うことも指摘している． これらを踏まえて， この戦略的投資決定のフレームワークは，

日本企業の事例についても適用可能であることを明らかにしている． このため， シリコンサイ

クルと呼ばれる4年程度の周期での好不況の循環により，極めて不確実性の高い半導体製造装

置企業の設備投資意思決定にも有用であると考察される．

10
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表3半導体製造装置企業(A社）における設備投資の分類

J| 雛資本予算に

おける分類
企業(A社）における設備投資の分類製造装腫半導体

微細化・鮠附化お上ぴ1シェ′‘,サイズ擁の雌新技術を兇川し、
装i慨"》'1t代（3年へl()年）が変'1 ）り、汎lil性が聯>ろもりj

馴審で1ｩ)ろ半導体企雛脈に湖ｲ1．0)ブ17ジェクトで,矛'るも(ﾉ〕の
汎川性が兇込fオL水平鵬剛が-z､ ‘嬰なもり．）

曲'洋一ぞ'‘(ｳ〕ろ''4禅体企礁祁l&l iIil fl~")-ハ訂ジエク ｜､ "ぞ、

汎川,''1|;が塊』j人上れない；,v）

I<l)雌先端技術に係る投資戦略的投資

既仔技術改藤に係る投資

（汎lil性あり）

耐
．
号

業務的投資

鋤'判柵鮒こ係る“ ３

出典:筆判作成

4.2.2 A社における設備投資および予算の状況

半導体製造装置企業の設備投資は，半導体企業の設備投資計画の動向に大きな影響を受けて

いる．半導体製造装置企業の設備投資は，半導体企業とは異なり，生産ラインの構築ではな

く，半導体企業に販売する半導体製造装置と同等品もしくはう．ロトタイプがその多くを占めて

いる．半導体企業に販売後，半導体製造装置は生産ラインに組み込まれるため，生産ラインを

止めることは余程のことがない限り実施出来ない． このため半導体製造装置企業において，半

導体企業に販売した半導体製造装置の同等品等を使用し，半導体企業でのトラブルを再現さ

せ， その解消方法を確立することが必要となる．

A社において年間の設備投資に係る予算（以下，資本予算）は，年次の期初計画および中期経

営計画作成時に合わせて立案される．半導体企業の設備投資計画（半導体製造装置企業にとっ

ては売上計画）を踏まえ，設備投資プロジェクトを積み上げ，立案・決定される．立案時にお

いて，特定の投仙i投盗の経済性評価技法を用いるかは社内において決定されていないため，机

当者により典なっている仙し，盗本予騨立案の必狐1皿1として､ iif1lilj投礎袖･ l l的と併せて，

投術投盗の芙施に当たり予兄されるその効果については，金細と期|川を明示させている．

年|Ⅲjの衝本予算が選択されると, l会ii･l･期|川における総投rf細のキャップは硴定し，投盗す

るプロジェクトは決定される．

4.2.3 A社における,没備投衝の分類

一般的に街本予算における没｛ili投礎の分如は，新製11 ,1!への投盗，先端製迭技術への投盗，企

業の合併･ i!(収等の戦略的投盗と，取林投洗，既存没1illiの拡張投憐，既存業務と翔似した製1II III ･

市塒への投衡等の業務的投涜の大きく2獅如に分靭される （杉山,2008)． 一方，半導体製造装

il'i企業は邪業の特殊性により， その盗本予卵の内容は大きく3つに分籾されると考えられる．

A社におけるi没術投盗の分知と礎本予算における投怖投盗の分麺を刑|み合わせ蕊理すると。以

下のとおりとなる （表3)．

①雌先端技術に係る投盗は，企業のゴーイングコンサーンにil' li結するため，礎本予算選択時

の計凹に沿って実施され，継続して没{jili投盗を実施する必典がある半導体製迭装il'i企業に

とって微細化・集稔化による技術革新の終泌は，既存投術の坤1強投盗で滞要をまかなえる状況

となり，急速に市場が縮小した2000年代の液尚11I製造装il;i業界の動向と|irl様に，成股の終わり

を示唆している． このため半導体の微細化・雄職化に係る投仙投盗プロジェクトは，半導体製

造装iifi企業におけるストラテジック ・プランニングと考えられる．

1 1
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②既存技術改善に係る投資（汎用性あり） と③既存技術改善に係る投資（汎用性なし）は主
として半導体企業の生産過程における不具合から生じるものあり，半導体企業からの要請も

刻々と変わることから，資本予算展開時と乖離し，実施されることもある．選択された資本予

算は，プロジェクト毎にスケジュールおよび資本予算に沿っているかどうかについて設備投資
が完了するまで注視をしながら，統制されている．

4.2.4A社における設備投資の分類とSPE設備投資モデルとの関連について

SPE設備投資モデルの構築により，戦略的投資と業務的投資を合算した設備投資総額を予見

することも可能となる．半導体産業は製造業である以上，設備投資を増やすことなく，売上高

を増やし続けることは困難であると推察される． このため，予見した設備投資総額を基に資本

予算を立案する際は，表3で示した優先順位により，戦略的投資である①最先端技術に係る投

資業務的投資である②既存技術改善に係る投資（汎用性あり）および③既存技術改善に係る

投資（汎用性なし）の順に割り当てることが考えられる．先述のとおり，企業のゴーイングコ

ンサーンに直結する①簸先端技術に係る投資を，いかに継続して実施することが重要となるた

め，予見した設備投資総額に占める戦略的投資の金額の割合は，業務的投資に比べ総じて高く
なることがわかる．

またA社では，年間の資本予算が選択されると, 1会計期間における総投資額のキャップは

確定し，投資するプロジェクトは決定されている． しかしながら，業務的投資である②既存

技術改善に係る投資（汎用性あり） と③既存技術改善に係る投資（汎用性なし）については，

刻々と変わる半導体企業からの要請により資本予算展開時と乖離するうえ，性々にして戦略的

投資である①最先端技術に係る投資を優先することから，実施されないこともある． このため

A社における設備投資の分類とSPE設備投資モデルとの関連では，業務的投資に比べ，戦略的

投資の方がより密接に関連しているものと考えられる．

4.2.5A社におけるSPE設備投資モデルの有用性

A社の事例から半導体製造装置企業の設備投資は，ストラテジック．プランニングを基に資

本予算は認識される．半導体製造装置企業の売上は，半導体企業の設備投資に直結することか

ら，半導体企業から要請される微細化・集積化およびウェハサイズの世代更新といった最新技

術の動向を，半導体製造装置企業は常に注視する企業行動は必須と考えられる． このため半導

体製造装置企業の設備投資は，半導体企業の設備投資の動向に相互依存することから，構築し

たSPE設備投資モデルを用いて設備投資額を予見し，その金額を提示することは，半導体製造

装置企業のストラテジック・プランニングおよび資本予算の認識において経済性評価を提示す

ることでもあり，設備投資プロジェクトをよりフォーマルなものに発展させるうえで極めて有

用であると考察される． また筆者がA社において設備投資意思決定プロセスに関与した際,技

術革新を伴う設備投資からは，将来得られるキャッシュインフローを見積ること自体難しく，

仮に見積りができたとしても，その精度は極めて低いものであった． このような状況では，設

備投資における代替案もないため，戦略的投資決定のフレームワークの初期段階において，構

築したSPE設備投資モデルにより，設備投資額を提示できることは，設備投資に関わるトッ

プ・マネジメントに対して設備投資意思決定に有用な情報を早期に提供することに繋がる． こ

のため，構築したSPE設備投資モデルは，特に重要性および優先順位の高い①最先端技術に係
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る投資に関し，過剰投資や過少投資の抑止に資するものと考察される．

一方で， 同業他社とは敢えて異なる集中的投資を行うことで，戦略的競争優位なポジション

を得ようとして果敢に設備投資を実施することも考えらえる．市場規模が急拡大している状況

下では，設備投資の意思決定をより速く実施することで競争力格差につながることは否定する

ものではない． しかしながら，半導体市場は現在も拡大しているものの，その伸張は過去に比

べ緩やかとなり， シリコンサイクルと呼ばれる好不況の波は周期的に繰り返されている．近年

でも2001年のITバブルの崩壊や2008年の世界的金融危機等の影響を大きく受けている．特

に日本の半導体企業では，エルピーダメモリが2012年2月27日に会社更生法の適用を申請し

たのに続き，ルネサスエレクトロニクスは経営再建に向けて，政府系ファンドである産業革

新機構などを割当先とする第三者割当増資を2013年9月30日に実施し, 1,500億円の出資を

受け入れた． この結果を踏まえると，積極果敢に設備投資を実施するだけでは，企業は存続で

きないこともまた事実である． このため，半導体企業と半導体製造装置企業のそれぞれを個別

に考察するのではなく，構築したSPE設備投資モデルを基に両者を考察対象として，相互の関

連について考察したうえで，設備投資の意思決定を行うことも有用であると考えられる（東，

2017).

4.2.6A社におけるSPE設備投資モデルと経済性評価技法の関連について

A社の事例では，資本予算立案時において，特定の設備投資の経済性評価技法を用いるかは

社内において決定されていないものの，資本予算立案の必須事項として設備投資額・目的と併

せて，設備投資の実施に当たり予見される効果について，金額と期間を明示させている． この

ことは資本予算立案時に不確実性は高いものの，設備投資額と将来キヤッシュインフローは予

見されていると考えられることから，事実上，設備投資の経済性評価技法のひとつであるPP

法を採用していることと同義と考えられる． この結果, A社において3つに分類した全ての設

備投資プロジェクトについて，予算統制上，疑似的に管理会計分野で今まで研究されてきた設

備投資の経済性計算を実施していることになる．杉山(2002)，加登・山本(2012),浅田(2017)

では，設備投資の意思決定に際し，経済性評価技法における計算合理性および技法の精綴化だ

けではなく，企業の戦略と関連して相補的に設備投資の意思決定が実施されていることを指摘

している． これらの先行研究を踏まえ,A社において3つに分類した設備投資プロジェクト毎

に，構築したSPE設備投資モデルと経済性評価技法の利用法についての考察を行う．

①最先端技術に係る投資については，企業のゴーイングコンサーンに直結するため，構築し

たSPE設備投資モデルを用いて選択された資本予算に沿って，最優先して実施される．②既存

技術改善に係る投資（汎用性あり）および③既存技術改善に係る投資（汎用性なし）について

は，設備投資プロジェクト毎に，企業の戦略と設備投資の経済性評価技法を相補的に検討した

うえで，資本予算は選択される． また，②既存技術改善に係る投資（汎用性あり）および③既

存技術改善に係る投資（汎用性なし）についての相互排他的な投資プロジェクトは，既存技術

に関するものなので，将来キヤッシュインフローは比較的見積もりやすいことから，設備投資

の経済性評価技法を基に決定することも有用と考察される．特に③既存技術改善に係る投資

(汎用性なし）においては，汎用性がないことから，水平展開の必要がないため，将来キャッ

シユインフローの見積もりは， より容易に算定できるものと推察されることから，設備投資の

経済性評価技法を基に決定することは，有用と考えられる．
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また，先述のとおり，選択された資本予算は，プロジェクト毎にスケジュールおよび資本予

算に沿っているか設備投資が完了するまで注視をしながら統制されている.A社では，年間の

資本予算が選択されると， 1会計期間における総投資額のキャップは確定し，場合によっては，

資本予算の枠内において投資するプロジェクトの内容は変更されている. SPE設備投資モデル

により設備投資額を予見することで資本予算を選択することは, l会計期間における総投資額

の目安を提示し，業務的投資を殆ど実施できない場合においてはキャップとして選択すること

も考えられることから，資本予算選択後の統制に寄与することも示唆される．

4.2.7A社における投資撤退のプロセス

半導体産業の特性としてシリコンサイクルと呼ばれる4年程度の期間での好不況の循環が

ある．特に2008年度の世界的な金融危機のような緊急時では，重要性および優先順位の低い

③既存技術改善に係る投資（汎用性なし）は企業業績の悪化により，選択きれた資本予算のプ

ロジェクトを執行できなくなる可能性がある． どのプロジェクトに投資するのではなく， どの

プロジェクトを止めるかの意思決定が必要となる．構築したSPE設備投資モデルを構成する

独立変数の大I隔な変化を注視することで，設備投資額の大l幅な変動を予見することも考えられ

る． このため重要性および優先順位の低い②既存技術改善に係る投資（汎用性あり）および

③既存技術改善に係る投資（汎用性なし）についての相互排他的なプロジェクトの撤退には，

構築したSPE設備投資モデルにより設備投資額全体の減少局面を予見し，設備投資の経済性

評価技法を基に決定することも有用と考えられる．特に③既存技術改善に係る投資（汎用性な

し）においては，汎用性がないことから，水平展開の必要がないため，将来キャッシュインフ

ローの見積もりは， より容易に算定できるものと推察されることから，設備投資の経済性評価

技法を基に決定することは有用と考察される．

4.2.8A社における戦略的投資決定のフレームワーク

A社の事例から半導体製造装置企業の設備投資の状況を明らかにした．続いてその特徴をよ

り明らかにするため， トップ・マネジメントによる意思決定のタイミングに熊点をあて，新た

なフレームワークを提示する．構築したSPE設備投資モデルを用いて選択きれた資本予算に

沿って，競優先して実施される①最先端技術に係る投資と重要性および優先順位の低い②既存

技術改善に係る投資（汎用性あり）および③既存技術改善に係る投資（汎用性なし） とでは，

トップ・マネジメントの意思決定のタイミングは異なるものと考えられる．

①最先端技術に係る投資は，企業のゴーイングコンサーンに直結するため，資本予算選択時

の計画に沿って実施され，継続して設備投資を実施する必要がある．資本予算案は，年間事業

計画および中期経街計画と|司時に検討され，資本予算は資本予算システムを基に展開される．

資本予算の確定にはトップ・マネジメントが関与し選択していることから，展開と選択は同じ

時期に実施されるものと考察される（図2)．

一方，重要性および優先順位の低い②既存技術改善に係る投資（汎用性あり）および③既存

技術改善に係る投資（汎用性なし）のトップ・マネジメントの意思決定のタイミングは，設備

投資プロジェクト毎に，企業の戦略と設備投資の経済性評価技法を相補的に検討したうえで，

資本予算はトップ・マネジメントにより選択されることから，図’と|司じフレームワークにな

るものと考えられる．
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図2①最先端技術に係る投資における戦略的投資決定プロセスと投資プロジェクトの局面

出典:山本(1998: 147)の図表6－1に基づいて華者作成

最優先して実施される①最先端技術に係る投資と重要性および優先順位の低い②既存技術改

善に係る投資（汎用性あり）および③既存技術改善に係る投資（汎用性なし） との， トップ・

マネジメントの意思決定のタイミングの違いは， トップ・マネジメントによる資本予算の選択

に際し，企業の戦略だけでなく，設備投資の経済性評価技法を相補的に利用できるかどうかに

より異なっている．換言すれば，企業の戦略のみに基づき資本予算を選択せざるを得ない設備

投資プロジェクトは，相補的利用法に基づき資本予算を選択できる設備投資プロジェクトに比

べ。 トップ・マネジメントの意思決定のタイミングは， より早期化するものと考察される．

5． おわりに： 貢献産課頴

半導体製造装置企業の設備投資は，半導体企業の設備投資計画の動向に大きな影響を受けて

おり，半導体企業の設備投資は，半導体製造装置企業の売上に直結する事はもとより，半導体

製造装置の優劣は半導体企業の成否にも大きな影響を及ぼしている．半導体の製造原価の6割

強は，半導体製造装置を主とする減価償却費で占められていることからもその影響の大きさを

示している．半導体製造装置企業における設備投資の意思決定には，微細化・集積化に代表さ

れる技術革新が持続的に行われていることから，企業の戦略が深く関与していると考えられ

る．一方，管理会計分野で今まで研究されてきた設備投資意思決定は，設備投資の経済性評価

技法があげられる． この技法は計算合理性に依拠しており， 日本における先行研究ではその技

法の精綴化や手続に関するものが多い．計算合理性を高めることで不確実性を除去し，その意

思決定はより有効になると考えられている． また，経済評価技法が財務業績に及ぼす影響など

についての研究は多く蓄積されているものの，資本予算に関するマネジメントプロセスの先行

研究は極めて限定的である．

本研究では，管理会計分野で今まで研究されてきた設備投資の経済性評価技法を整理し，そ

の問題点を明示した．そのうえで，資本予算に関するマネジメントプロセスの先行研究で示唆

された戦略的投資決定のフレームワークを用いて，筆者が勤務していた半導体製造装置企業

(A社）の事例を基に，設備投資意思決定のプロセスを考察した．その特徴をより明らかにす

るため，回帰分析により櫛築したSPE設備投資モデルを新たな視点として加えて，半導体製造

装置企業における設備投資意思決定プロセスを提示した． さらに， トップ・マネジメントによ

る意思決定のタイミングにも焦点をあて，新たなフレームワークを提示した． この結果，以下
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の5点を明らかにしたことが，本研究の貢献と考えられる．

(1)半導体製造装置企業におけるA社の設備投資の現状を整理し，その設備投資の内容を，
①最先端技術に係る投資，②既存技術改善に係る投資（汎用性あり）および③既存技術改

善に係る投資（汎用性なし）の3つに分類した． この設備投資の重要性および優先順位は，

①最先端技術に係る投資，②既存技術改善に係る投資（汎用性あり)，③既存技術改善に係

る投資（汎用性なし）の順に重要性および優先順位は高いことを指摘した．

(2) 3つに分類した設備投資の内容ごとに，現状分析による戦略的投資決定と，管理会計分野
で今まで研究されてきた設備投資の経済性評価技法による意思決定をどう相補的に用いるべ

きか， またそうすることの有用性を指摘した．

(3)①最先端技術に係る投資は，管理会計分野で今まで研究されてきた設備投資の経済性評価
技法よりも，構築したSPE設備投資モデルを用いた考察が重要である．

(4)②既存技術改善に係る投資（汎用性あり）および③既存技術改善に係る投資（汎用性な

し）は，構築したSPE設備投資モデルによる考察と管理会計分野で今まで研究されてきた設

備投資の経済性評価技法の両者を相補的に利用することの有用性を指摘した．特に，③既存

技術改善に係る投資（汎用性なし）の投資には管理会計分野で今まで研究されてきた設備投

資の経済性評価技法の有用性を指摘した．

(5)企業の戦略のみに基づき資本予算を選択せざるを得ない設備投資プロジェクトは，相補的
利用法に基づき資本予算を選択できる設備投資プロジェクトに比べ， トップ．マネジメント

の意思決定のタイミングは， より早期化することを指摘した．

他方，本研究における今後の研究課題として，以下の2点が考えられる．

(l) トップ・マネジメントの意思決定時点では厳も合理的に意思決定したと考えられること

が，時間の経過とともに必ずしも合理的な意思決定ではない可能性もある． このことを抑制

するためにも，戦略的投資決定のフレームワークにおける統制局面においての事後監査が重

要になるものと推察される．事後監査を計画的に実施し，設備投資プロジェクト毎に検証す

ることにより，知見を蓄積することが可能となる． この蓄積された知見を検証することによ

り，経済性評価技法を拠り所としない戦略的設備投資における投資基準を新たに構築するこ

とも可能となる．戦略的設備投資における投資基準を構築し，戦略性の高低により意思決定

の拠り所となる投資基準を複数設定することは，従前に比べより合理的な意思決定を行う一

助になるものと考察される．戦略的設備投資における投資基準の具体的な内容については，

今後の研究により明らかにしたい．

(2)伝統的な設備投資の経済性評価技法のうち，鮫も利点が多いとされるNPV法によりプロ

ジェクトを選択したとしても，将来の結果は不確実であり， ビジネス．リスクは多数あるた

め，選択したプロジェクトをすべて受動的に管理できるとは限らない．様々な不確実性に対

し，多様な選択肢を評価できるリアル・オプション・アプローチが有用と考えらえる．特に

半導体製造装置企業における①最先端技術への投資においては，設備投資の経済性評価技

法が有用でなく，企業の戦略に基づき意思決定されるが，プロジェクトの進捗に関しては，

段階的にプロジェクトを進行するケースも考えられるため，今後の研究により明らかにし

たい．
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注

1

2

泉谷(2004)p.90,湯之上(2009)pp.59-61.

シリコンサイクルとは，供給不足→価格堅調→設備増強→供給能力向上→供給過剰→投資

抑制→供給能力低下が， 4年程度の周期で発生し，好不況の波を繰り返している．

電子情報技術産業協会ICガイドブック編集委員会(2009)p.242.

BBレシオ(Book-to-BillRatio)は， 「半導体BBレシオ」とも呼ばれるもので，半導体製造装

置業界などで，半導体の需給関係を表す指標として使用される．数値は半導体の出荷（売

上）額(billing)に対する受注額(booking)の割合を示している．数値がlを超えると， 出荷
額よりも受注額のほうが多いことを意味し，半導体業界の業績の先行きが明るいことを示

唆していると考えられる．逆に，数値がlを割れると， 出荷額よりも受注額が少ないこと

を意味し，業績の先行きの悪化が予想される．一般的に，毎月の数値だけでなく， 3カ月移

動平均の数値でトレンドが判断される．

３
４
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論文

サプライチェーンにおけるMFCA情報の共有

一組織間管理会計研究に基づく考察一

関洋平

＜論文要旨＞

MFCA(materialHowcostaccounting)は，資源生産性向上のための環境管理会計手法である．MFCAをサ
プライチェーンで活用することで，単独企業で活用するよりも，効果的にコスト削減や廃棄物削減を行う

ことができる． しかし，サプライチェーンの企業間でMFCA情報を共有することは難しく，課題となって

いる． よって， どのようにサプライチェーンでMFCA情報を共有できるのかについて，検討する必要があ
る．本論文では，上記の研究背景を踏まえて，サプライチェーンでのMFCA情報共有について分析を行

う．組織間管理会計研究においては，組織間の情報共有が盛んに議論されているので，本研究でも組織間

管理会計研究を援用して,MFCA情報の共有について考察する．

＜キーワード＞

MFCA,組織間管理会計，サプライチェーン，情報共有

SharinglnfbrmationofMFCAintheSupplyChain:

AStudyBaSedOntheTheOryOf

Inte碓⑪rgamzationalManagementAccountin窪

YOheiSeki

Abstract

MaterialHowcostaccounting(MFCA)isanenvironmentalmanagementaccountingtoolfbrincreasingresource

efficiency.ByusingMFCAinthesupplychain,wecanmoreerectivelyreducecostsandwaste.HoweveI;sharing

MFCAinfbrmationinthesupplychainisdiificultandl℃quiresmvestigation.ThispaperdiscussesthesharingofMFCA

infonnationinthesupplychain．BecauseseveralsmdieshavediscussedinfOnnationsharingininter-oIganizational

managementaccountingreseaI℃h, inthisstudy,weusethetheoryofinter-oIganizationalmanagementaccounting,

Keywords

MFCA(materialHowcostaccounting),Inter-organizationalmanagementaccounting,Supplychain,Infbnnationshar-
q

mg

Submitted:October26,2017

Accepted:Mayl,2018

ResearchAssociate,FacultyofBusinessAdministra-

tion,DepartmentofBusinessAdministratio,AsiaUni-

versity

2017年10月26日受付

2018年5月 1日受理

亜細亜大学経営学部経営学科助教

19



管理会計学第27巻第1号

1．序論

本論文ではサプライチェーンでのWCA活用を,MFCA情報の共有に焦点を当てて検討す

る． その際には，組織間管理会計研究における情報共有の議論を援用し,MFCA情報共有の課

題を解決することを目指す．以下，本論文で上記の研究を行う背景を示す．

MFCA(materialfiowcostaccounting)は，環境管理会計手法の1つであり，廃棄物を負の製品
として扱い物量ベースで製品と廃棄物に原価を配賦することによって，廃棄物の原価を可視化

する手法である.MFCAを実施することで，原価削減と資源生産性向上を両立させることがで

きる．

上記のような管理会計手法であるMFCAのサプライチェーンでの活用が議論されている．

WCAをサプライチェーンで活用することによって, 1社単独ではなくサプライチェーン全

体での廃棄物の原価が可視化され， より効果的に廃棄物削減（マテリアルロスの削減）の可

能性を見出すことができるとされている（國部・下垣, 2007等). さらに，国際規格である

ISO14052において,MFCAのサプライチェーンにおける活用に関する規格が定められている

(ISO,2017).

しかし,MFCAをサプライチェーンで活用する上では課題もある．特に,MFCAに関連する

ような情報（以下MFCA情報）の企業間での共有が，先行研究において課題として指摘きれて

いる（國部， 2011等)．サプライチェーンでMFCAを活用する際に，企業間でMFCA情報を共

有しなければ，サプライチェーン全体での廃棄物の原価を可視化することは難しい． ざらに，

MFCAによる計算結果に基づいて，企業間で連携して廃棄物削減に取り組む上でも,MFCA'|F

報を共有する必要がある．その一方で，企業間で情報共有を行うのは容易ではない．特に，資

本関係の存在しない企業間では，共有した情報を共有相手に悪用される可能性があるので，情

報共有は困難である（國部・下垣, 2007). よって,MFCA情報共有の課題を解決しなければ，

サプライチェーンでMFCAを効果的に活用することは難しい．

ここで,MFCA情報共有の課題を解決する1つのアプローチとして，組織間管理会計研究の

知見が役立つことが期待される．組織間管理会計研究は，組織の境界を越えた管理会計の活用

を対象とする研究領域である．従来の管理会計研究は組織内での管理会計の活用を実質的な前

提としてきた．組織間での管理会計の活用に視点を拡張することによって，サプライチェーン

の各企業が，それぞれの企業の目標や，サプライチェーン共通の目標を達成するために， どの

ように管理会計を活用できるかを検討することができる．そうであるならば，サプライチェー

ンにおけるMFCAの活用も，組織間管理会計の知見を用いて議論することができるだろう．

そして，組織間管理会計研究の主要な論点の1つとして，組織間での情報共有が議論さ

れている．具体的には，組織間で管理会計情報を共有する上でのプラスの側面(Cooperand

Slagmadlel;1999等）やマイナスの側面（皆川, 2008等）に関する研究が行われている.MFCA

情報を共有する上でも，情報共有による成果というプラス面と，情報を悪用される可能性とい

うマイナス面があることが想定される． よって，組織間管理会計研究における情報共有の議論

を参照することによって,MFCA情報の共有のプラスとマイナスの側面をより詳細に明らかに

し,MFCA情報共有の課題を解決するための示唆を得られることが期待できる．

上記のような研究背景に基づき，本論文ではサプライチェーンでのMFCA活用を,MFCA

情報の共有に焦点を当てて検討する．その際には，組織間管理会計研究における情報共有の議
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論を援用し,MFCA共有の課題を解決することを目指す．つまり，本論文の研究目的は， 「サ
プライチェーンでのMFCA活用における情報共有の課題を，組織間管理会計研究の知見を用

いて解決する」ことである．上記の目的を達成するために，サプライチェーンでのMFCAに関

する先行研究や，組織間管理会計研究の先行研究の文献レビューを行い， レビユーの結果に基

づいて考察を行う． なお，本論文で考察対象とする「サプライチェーン」は，バイヤーとサプ

ライヤーの2社関係に限定する． 2社関係に研究対象を限定する理由は，複数企業によって構

成されるサプライチェーンを研究対象にすると議論が複雑になるためである．そして，考察の

前提としてバイヤーとサプライヤーは共にMFCAを導入していることを想定する．

本論文の構成であるが，第2節「MFCAのサプライチェーンでの活用」では,MFCAのサプ

ライチェーンでの活用について,MFCA情報の共有に焦点を当てて，文献レビューを行う．第

3節「組織間管理会計と情報共有」では，情報共有の議論を中心にして，組織間管理会計研究

の文献レビューを行う．第4節「MFCA情報共有の考察」では，第2節と第3節の先行研究に

基づいて,MFCA情報共有について考察する．第5節「まとめと結論」では，本論文のまとめ

を行い，結論を示す．

2．MFCAのサプライチェーンでの活用

MFCAは，経済産業省(2002)において，以下のように説明される環境管理会計手法である．

MFCAでは，投入された原材料（主原料・補助原料に区別なくすべて，マテリアルと総称する）

を物量で把握し，マテリアルが企業内若しくは製造プロセス内をどのように移動するかを追跡

する． その測定対象として，最終製品（良品）を構成するマテリアルではなく良品を構成しな

いロス（無駄）分に注目し， ロスを発生場所別に投入された材料名と物量で記録し，価値評価

する． そして， このロス分をマテリアルロスと呼び，マテリアルロスを削減することで，環境

負荷を低減しかつコストの削減を同時に達成することを目的とする(p.79).つまり,MFCAは

原材料の物量を追跡し，マテリアルロスに着目して環境負荷削減とコスト削減を両立するため

の管理会計手法である．

具体的なMFCAの計算方法としては，通常の原価計算では製造プロセスに投入された，原材

料等による原価は全て製品に配賦されることになる． しかし,MFCAにおいては，製造による

アウトプットが製品と廃棄物（負の製品）に区分され，それぞれに主に物量比で原価が配賦さ

れる．廃棄物である負の製品に原価を配賦し，マテリアルロスの価値を可視化することで，廃

棄物削減による資源生産性向上および，その結果としての投入材料減少による原価削減に結び

付く．

上記のような管理会計手法であるMFCAは，サプライチェーンでも活用可能である． その

一方で，サプライチェーンでMFCAを活用する上では課題も存在する．本節では，サプライ

チェーンで活用する際に課題となる,MFCA情報の共有に主に焦点を当てて，サプライチェー

ンでのMFCA活用に関する先行研究の文献レビューを行っていく． まずは，サプライチェー

ンでのMFCA活用についての概要を示す．次に,MFCA情報共有の重要性と課題について示

す．その後，共有されるMFCA情報の種類の詳細や,MFCA情報共有の課題に対する解決策

を示す．そして，上記に当てはまらないような，情報共有に関するその他論点も提示する．
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2.1サプライチェーンでのMFCA活用の概要

MFCAは，サプライチェーンで活用することが可能な管理会計手法である.MFCAのサプラ
イチェーンでの活用に関する国際規格であるISO14052においては,MFCAはサプライチェー

ンに適用可能な環境管理会計手法であり，サプライチェーンにおける材料やエネルギーの効率

を高めるための統合的なアプローチに資する(ISO,2017,p.1)とされている．

サプライチェーンでMFCAを活用する具体的な効果として，単独企業でWCAを活用する

よりも，効果的にマテリアルロスの削減が可能となるとされている．たとえば，國部・下垣

(2007)は，マテリアルのロスをより効果的に削減するための取り組みに関して，以下のように
主張している.MFCAの適用範囲を工場単位から企業単位へ，企業単位から企業間へと拡張

し，サプライチェーンを通したマテリアルロスの評価を行い，資源生産性向上におけるネッ
クポイントや課題を明確にした取り組みを図ることが望ましい(p.1109).あるいは,Marotaer

aL(2017)はMFCAをサプライチェーンで導入することによる影響は各々の企業が単独で導入
する場合とは異なり，顕著なロス改善のポテンシャルがある(p.35)と主張している．國部・下

垣(2007)やMarotaaa/. (2017)の主張にあるように,MFCAの範囲を拡張しサプライチェーン
で活用することによって，サプライチェーン全体でのマテリアルロスが可視化され，その削減

に向けた取り組みを行うことが可能になるのである． 中嶌(2009) ・中嶌(2010)・國部(2010) ･

東田(2016)･Schmidt(2015)･Prox(2015)なども，表現に差異はあるもののサプライチェーンで

MFCAを活用することが効果的であるという， ほぼ同様の主張を行っている．そして， 岡田・

國部(2013)がMI℃Aの導入効果を，企業単独で導入する場合とサプライチェーンで導入する
場合で比較した結果，サプライチェーンでMFCAを導入する方が，企業単独の場合よりもロス

率が高くなることを明らかにしている(pp.44-48). このように，サプライチェーンでMFCAを
活用する方が， ロス率が高くなるということは， より多くのマテリアルロスが可視化されてい

るということである．

2.2情報共有の重要性と課題

サプライチェーンでMFCAを活用する際に，バイヤー・サプライヤー間で，何らかのMFCA

情報のやり取りが行われる場合がある．そのため,MFCA情報の共有について，多くの議論が

行われている.MFCA情報の共有に関して，國部(2011)は以下のように主張している.MFCA

は原理的には，一企業内であっても，サプライチェーンであっても，同様の考え方で適用する

ことができる． ただし，サプライチェーンにおいては，企業間の壁があるために情報共有が困

難という問題がある．そして，情報共有の問題を克服すれば,MFCAのサプライチェーンでの

適用は原理的には可能となる．具体的にサプライチェーン上のマテリアルロスの中でも，購入

材料の形状に起因するマテリアルロス，過剰な品質基準によるマテリアルロス，製品の設計方

法に起因するマテリアルロス，生産管理・購買管理上の生産情報の問題に起因するマテリアル

ロスが，バイヤー・サプライヤー間の交渉・コミュニケーション・情報共有によって解決でき

る(pp.76~78).國部(2011)は,MFCAをサプライチェーンで活用するためには情報共有が必要
であると述べた上で，バイヤー・サプライヤー間でのMFCAを活用することによって削減され

るマテリアルロスの種類を示している．たとえば，購入材料の形状に起因するマテリアルロス

として，サプライヤーの生産している部品の形状がバイヤーの生産工程で無駄が多いため，廃

棄物が生じている場合がある． この時，バイヤーとサプライヤーが情報共有を行い，サプライ
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ヤーがバイヤーの生産工程で無駄が生じないような形状の部品を生産することで，購入材料の

形状に起因するマテリアルロスが削減される．

WCA情報を共有することによってマテリアルロス削減に結びつく一方で，國部(2011)も

述べているように，企業の壁を越えてMFCA情報を共有することは困難である．他にも，國

部・下垣(2007)は,MFCAをサプライチェーンに拡張するためには工場間や企業間で情報を共
有する必要があるが，工場間や企業間の壁があるため，いかにその壁を克服するかが課題にな

る(p.1109)と述べている． さらに國部・下垣(2007)は，サプライチェーンで具体的に共有でき
る情報について，サプライチェーン間で共有可能な情報は，共有相手との関係により変化する

と議論している．特に，資本関係のない企業間では経営主体がまったく異なるため，企業の機

密情報の共有化は不可能に近いと主張している．他方，マテリアルの物量情報だけ，あるいは

マテリアルコスト情報（物量値×材料単価）だけは共有できる可能性がある(pp.lllO-llll)と

いう指摘も行っている．上記の議論で言及されているように，特に資本関係が存在しないサプ

ライチェーンにおいては,MFCA情報の共有は難しく，課題となっている．

2.3共有される情報の種類

上記のように,MFCA情報共有の課題が議論されている．そこにおいては，物量情報やコス

ト情報などのように,MFCA情報をさらに細分化して検討している先行研究も存在する．その

ような共有されるMFCA情報の種類に関して, ISO14052において体系化して整理きれている．

ISO14052においては，サプライチェーンにMFCAを導入するために共有される情報の種類を

定義することが重要であると前置きした上で，共有されるMFCA情報を，プロセス情報物理

的（物量）情報，環境影響情報，貨幣情報の4種類に分類している． なお， ここでのプロセス

情報とは，主にサプライチェーン全体でのマテリアルフローのモデルのことである(ISO,2017,

p.4).

上記の分類の内，環境影響情報は狭義のMFCAには含まれない付加的な情報である． たと

えば， 中嶌．伊坪(2015)は，サプライチェーン上でMFCA情報が整備きれれば, LCAにおけ

るインベントリデータベースと連携させることで,CO2換算量が算定できることとなると主張

している(p. 137).逆に解釈すれば,CO2換算量等の環境影響情報を算定するためには,MFCA
をLCA等と連携させる必要があることになる．

2.4情報共有の解決策

MFCA情報共有の課題についての解決策も議論されている． たとえば東田(2006)は株式の

所有割合が低い関係会社へのMFCAの拡張の場合，すべてのMFCA情報を共有することは難

しいと述べている．その上で，貨幣情報は共有せずに，物量情報のみを共有する方法(p.796)

を主張している． また，國部・下垣(2007)は,MFCA情報の共有を行う上での課題として, (1)

｢効率的なMFCA情報の共有化」と(2)「情報共有化への抵抗の払拭と共有する情報の種類の検

討」の2点を指摘している．そして, (1)に関しては,MFCA情報共有化の前に，相手がMFCA

を実施する必要があることや， もっとも重要な情報がマテリアルの物量情報であることを述べ

ている． (2)に関しては，抵抗を乗り越えMFCA情報を共有し，連携した改善に取り組むため

には信頼関係がきわめて重要であることや， コスト情報の共有にこだわらず物量情報の共有に

とどめても十分に効果が出ることを述べている(pp・lll4-lll5). さらに, Prox(2015)はMFCA
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をサプライチェーンへ拡張することについて検討している．特に,MFCA情報の共有に関し

て，物量情報や貨幣情報が，相手パートナーの優位性のために用いられる潜在的可能性がある

ことを述べている．そして，情報共有の程度は，プロジェクトの成功と， コラボレーションを

通じての信頼基盤の形成によって増加するとも述べている(pp.489490).上記のように，東田

(2006)や國部・下垣(2007)は共にMFCA情報のすべてを共有せず，物量情報のみを共有する
ことを指摘している． また，國部・下垣(2007)やProx(2015)ではバイヤー・サプライヤー間の

信頼関係がMFCA情報を共有する上で重要になることも指摘されている．議論をまとめると，

先行研究ではサプライチェーンでMFCAを活用する上で，共有する情報を限定することや信

頼関係の重要性が議論されているが，情報共有の解決策について体系的な議論が行われている

わけではない．

また，直接的にMFCA情報共有を議論しているわけではないが,MFCA情報共有の解決策

に示唆を与える研究も存在する． 中嶌(2009)は， 自社プロセスにおいて正の製品として製造さ

れたものが何らかの理由から自社内で廃棄きれることがあると述べている．そして,MFCAの

範囲を拡張することで， このような製品のマテリアルロスが見える化されると主張している．

具体的には， 自社に起因する理由としては受注見込の見誤りや製品保管上のトラブルで，顧客

との取引に起因する理由としては納入形態と自社の生産形態の食い違いなどで，マテリアルロ

スが発生すると述べている(p.351). ここで述べられているようなマテリアルロスは,MFCAを
サプライチェーンに拡張することで可視化されるものである．その一方で，あくまでも自社内

で発生する廃棄であり,MFCA情報の共有を行わなくとも，対処可能なマテリアルロスでもあ

る．つまり,MFCA情報共有の課題が解決できなかったとしても，サプライチェーンでMFCA

を活用することによって，一部のマテリアルロスが新たに可視化されることになる．

2.5情報共有のその他論点

MFCA情報の共有に関して，その他の議論も行われている．東田(2006)は，サプライチェー

ンにおいて環境保全に取り組む活動であるグリーンサプライチェーンマネジメントに関連し

て,MFCAの議論を行っている．そこでは,MFCAが，全てのマテリアルを対象とする情報の

包括性を有し，企業間での共同改善活動やMFCA情報の共有が可能であることを指摘してい

る．そして,MFCAがこの3点を満たしているため，グリーンサプライチェーンマネジメント

の情報提供システムとして役立つ可能性があると指摘している(pp.795g797).上記のように東

田(2006)は,MFCAが企業間でのMFCA情報の共有などを可能にする性質を有しているため

に， グリーンサプライチェーンマネジメントに役立つ可能性があると述べている．

MFCA情報の共有がマテリアルロスの削減に結び付くのであれば，結果としてCO2排出量

などの，環境負荷削減にも資するはずである． また, ISO14052によるMFCA情報の分類にあ

るように,MFCA自体に環境影響情報を付加することも可能である． よって,MFCA情報の共

有がグリーンサプライチェーンマネジメントに役立つことは十分に期待できる．

2.6情報共有と関連する研究領域

MFCA情報の共有に関して，上記のような先行研究が存在している．そこではMFCA情報

の共有が，サプライチェーンでMFCAを活用する上で重要であると同時に課題であると議論

されている． しかし,MFCA情報共有の課題に対する解決策に関しては，共有する情報を限定
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するアプローチや組織間の信頼関係の重要性などについて言及されているものの，体系的な議

論が行われているとは言えない状況にある．

ここで，管理会計情報の共有に関連する研究領域として，組織間管理会計研究が存在してい

る．その知見をMFCA情報共有の課題の解決のために用いることで，効果的な解決策につい

て体系的な議論を行うことが可能になるのではないだろうか． よって，次節では，情報共有の

議論を中心に，組織間管理会計研究の文献レビューを行っていく．

3．組織間管理会計と情報共有

組織間管理会計研究は，組織の境界を越えた管理会計の活用を対象とする研究領域である．

組織間管理会計研究の論点の1つとして，組織間の情報共有が議論されている．そこでは，組

織間で管理会計情報を中心とした情報を共有することによる，プラス面やマイナス面の効果な

どが明らかにされている．上記のような組織間管理会計研究の情報共有の議論が,WTCA情報

の共有を考察する上で役に立つことが期待される．

しかし，組織間管理会計研究において，情報共有は単独の論点として議論されているわけで

はない．他の組織間管理会計研究の論点と関連した議論も行われている．特に，組織間の情報

共有は，組織間の信頼関係と関連して議論されることが多い． さらに，組織間の信頼関係は，

組織間コントロールと関連して議論されることが多い． よって,MFCA情報の共有を，組織

間管理会計研究を援用して考察するために，情報共有の議論だけを確認するのでは不十分で

ある．

そこで，本論文では，情報共有に関連する議論を整理するために，組織間管理会計研究の論

点の中でも，組織間の「情報共有」・「信頼」・「コントロール」の3点を取り上げる．本節では，

上記の論点に関して，組織間管理会計研究で何が議論されてきたのかを示す．

3.1情報共有

組織間の情報共有に関して, CooperandSlagmulder(1999)は，企業間で連携してコストマネ

ジメントを行っていくためには，情報共有が必要不可欠である (p.106;清水・長谷川訳, 2000:

70） と主張している．同様に，小林(2004)は，共有した情報を用いることによって，関係を構

成する個々の組織に利益をもたらすような取り組みが効果的に進むと考えられるので，組織間

におけるマネジメント ・コントロールにおいて情報共有が重要である(p.6)と述べている．一

方で，情報共有に関して皆川(2008)は，サプライチェーンにおけるパートナー相互間のコスト

情報共有は，サプライチェーン全体の業績向上および各パートナーの持続的成長に対してプラ

スの影響を与えると述べている．その一方で， コスト共有の実施には相当の困難が伴うとも主

張している．そして，サプライチェーンパートナー相互間のコスト情報公開を成功きせるため

には，一定の要件が存在する(p.81)と述べている．上記の先行研究で議論されているように，

情報共有は組織間連携にとって重要である． しかし，情報共有自体が困難であるという側面が

あるため，必ずしも常に組織間で情報共有をすることがプラスに働くわけではない．

このような情報共有のプラスとマイナスの側面に関して，幾つかの実証研究が行われてい
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る．坂口・原口(2004)は，企業間での情報共有に関して質問票調査を行い，大きく以下の2点
を明らかにしている． 1点目として，企業間での情報共有は， 関連する企業に対して何らかの

コスト負担を伴うものである．そして，バイヤーにとってサプライヤーからの情報提供は，協

働や成果配分の実施のために必要である一方で，協働や成果配分を実施してバイヤーが追加

的なコストを負担する事が情報提供の基礎ともなる． 2点目として，企業間における情報共有

は，必ずしも関連する企業のパフォーマンス向上に貢献するものではない．バイヤーがサプラ

イヤーに対して，パートナーシップの戦略パターン（サプライヤーとの協働や成果配分に肯定

的）を採用する場合，サプライヤーに関する情報の把握がバイヤーのパフオーマンス向上に
貢献するが， アームス・レングスの戦略パターン（サプライヤーとの協働や成果配分に否定

的）を採用する場合，逆にバイヤーのパフオーマンス向上を妨げる可能性がある(pp.4-47).

坂口・原口(2004)は，情報共有がコスト負担を伴うことや，組織間の関係性によって情報共有
がプラスにもマイナスにも働くことを実証している．

また,Mahama(2006)は，マネジメント ・コントロールが企業間の協調に与える影響や，企
業間の協調がサプライチェーンにおける業績に与える影響などについて，質問票調査を行って

いる．その結果として企業間の情報共有は，協働問題解決や権力行使の制限に対して正の有意

な影響を与えていることを明らかにした．一方で，情報共有それ自体には，企業の業績への有

意な影響は認められなかった(pp.316~333).Mahama(2006)の調査では，情報共有が問題解決に
結びつくが，必ずしも業績には結びつかないことが示されている．

上記のように，情報共有が組織間の連携のために重要であるが，必ずしも常に情報共有が有

効であるわけでないという，情報共有のプラスとマイナスの側面が実証されている．

3.2信頼

組織間の信頼に関して,CooperandSlagmulder(1999)は，バイヤー・サプライヤー間における
信頼の存在が，高度かつ互恵的な方法で両者の相互作用を可能にすると述べている．そして，

信頼関係は組織間におけるコスト管理の基礎となるものであり， コストを効果的に削減し，そ

れと同時に製品の性能および品質も向上させる (pp.92-94,清水・長谷川訳, 2000:57-58) と
主張している． このように，組織間関係において信頼関係は重要である．

組織間の信頼関係の重要性を実証している研究として，たとえば窪田(2012)がある．窪田は

新製品・新技術の共同開発の提携に関しての質問票調査を行っている．そして,組織間での｢協

働」や「信頼」が組織間成果に対して正の有意な影響を与えることを示している(pp;98-102).

つまり，組織間の信頼関係が重要であるという調査結果である．

そして，情報共有と信頼の関係性について，議論が行われている． Tbmkins(2001)は，信頼

と，組織間関係をコントロールするための情報の関係性は，逆U字型のライフサイクルにな

ると述べている．その理由を以下のように説明している．企業間の関係性の初期には，お互い

のコミットメントのレベルが低くリスクも低いため，信頼と情報の重要性は共に低い状態にあ

る．その後関係性が成熟するにつれて，信頼形成のためには情報が必要であるため，信頼と情

報の必要性は正比例的に上昇する．関係性が成熟しきって信頼のレベルが十分に高まると，関

係性を維持するために必要な情報の程度は減少するため，信頼と情報の必要性の関係は反比例

的になる(pp.169-171)． あるいは，小林(2004)は，以下のように情報共有と信頼の関係性につ
いて説明している．情報の共有と信頼とは密接に関係している．信頼関係が高まれば情報の必
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要性は小さくなるともいわれるが，実際には，あるレベルまで情報の共有が進まなければ信頼

は高まらない(p.8).上記のように, Tbmkins(2001)も小林(2004)も， ある段階までは信頼形成
のためには情報が必要であるが，一定の段階を超えると必要な情報の程度が減少すると述べて

いる．

上記の組織間の情報共有と信頼の関係性について，質問票調査によっても裏付けられてい

る. CaglioandDitillo(2012)は，企業間での管理会計情報のやり取りについて，質問票調査を
行っている．その中で， 関係性の継続期間とやり取りされる情報量の関係について，初期に

は情報量と正の相関があり，後期には負の相関があるという逆U字型の関係を確認している

(pp.63g73).CaglioandDitillo(2012)の調査では信頼という語句は用いられていないものの，情
報量と組織間の関係性の期間が，逆U字型の関係であることが実証されている．そして，組織

間の関係性の初期では信頼の程度が低く，関係性の後期では信頼が高い状態であると想定する

ことは自然である．

3.3コントロール

組織間コントロールに関して，その分類が試みられている．たとえば,VanderMeer-Kooistra

andWsselman(2000)は，取引コスト理論や信頼ベースのアプローチを援用し，組織間コント

ロールを「市場ベース」 ・ 「官僚制ベース」・ 「信頼ベース」の3パターンに分類している．市場

ベースは，市場取引によるコントロールであり，官僚制ベースは，契約のルールなどによっ

て固められた，企業間の階層的な関係によるコントロールであり，信頼ベースは，相互依存

性等に由来する信頼に基づくコントロールである(pp.52-61)としている． このようなVander

MeerKooistraandWsselman(2000)の組織間コントロールの分類に関して窪田(2008)は，先行研

究の組織間コントロールには多様性がみられるが，単純化すると第1の市場・成果ないしアウ

トプットによるコントロール，第2の官僚制（階層）ないし行動・アクシヨンのコントロール，

最後の社会・文化的な，信頼あるいはクランやコミュニティによる統治といったコントロール

である(pp.1450-1451)と述べている．つまり,VanderMeel=KooistraandWsselman(2000)の枠

組みは，窪田(2008)による区分に合致している組織間コントロールの一般的な分類である．

組織間のコントロールと信頼の関係性であるが，先述したようにVanderMeer-Kooistraand

Wsselman(2000)は，信頼関係に基づくコントロールが存在することを指摘している．一方

で， コントロールと信頼が相互補完的な関係であることも議論されている. PoppoandZenger

(2002)は，郵送調査や電話調査の結果として，組織間の契約と関係性ガバナンス（組織間の信

頼などを意味する）が代替関係ではなく相互補完的な関係である(pp.707-J721)ことを示してい

る．上記のように，信頼は組織間コントロールの1つの手段として他の組織間コントロールと

代替的であるようにも見えるが，信頼が契約という他のコントロールの手段と相互補完的であ

るとも議論されている．その点に関して,VosselmanandVanderMeel=Kooistra(2009)は企業間

での信頼とコントロールの関係性について，信頼とコントロールは単に代替的や補完的な関係

であるのではなく，共通の目的に基づいて相互作用していると主張している(pp.267-281).つ

まりは組織間の信頼は，他のコントロール手段の代替となるが，その一方で信頼と他のコント

ロール手段を同時に用いることで補完的にも作用するという，両面の相互作用を有していると

解釈することができる．
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3.4組織間管理会計研究による示唆

本節では，情報共有の論点を中心に，組織間管理会計の先行研究を示してきた．そこでは，

組織間での連携のために，情報共有は重要であるが，情報共有を行うためには負担もあるた

め，常に情報共有をすることが望ましいわけではないことが議論されていた． また，組織間の

情報共有と信頼関係，信頼関係とコントロールはそれぞれ密接に関係して議論されていた．

このような組織間管理会計研究の先行研究は,MFCA情報の共有について考察を深める上

で，様々な示唆を与えることが期待される． よって，次節ではMFCA情報共有について，組織

間管理研究の知見を援用しつつ考察を行っていく．

4．MFCA情報共有の考察

本節では，第2節と第3節で示してきた先行研究を踏まえて,MFCA情報の共有について考

察する． しかし，第2節で示したISO14052におけるMFCA情報の分類からもわかるように，

MFCA情報の中には，複数の情報が含まれている．それらの情報をひとまとめにMFCA情報

として考察を行っても，漫然とした考察しかできない． よって，はじめにMFCA情報を細分化

する． その上で，組織間管理会計研究を援用して，細分化した種類毎に,MFCA情報共有につ

いて検討する．

4.1MFCA情報の細分化

本研究では,MFCA情報を, ｢MFCAのノウハウ」 ・ 「物量情報」 ・ 「マテリアルコスト情報」 ・

｢詳細コスト情報」 ・ 「製造プロセス情報」 ・ 「詳細製造情報」の6種類に分類する. ISO14052に

おけるMFCA情報の分類は，プロセス情報物理的（物量）情報環境影響情報貨幣情報の

4種類であった(ISO,2017,p.4)．本研究でのMFCA情報の内，物量情報はそのまま物理的（物
量）情報に，マテリアルコスト情報と詳細コスト情報は貨幣情報に，製造プロセス情報は，プ

ロセス情報に対応している．貨幣情報をさらに2種類に細分化する理由は,MFCAに関係する

コスト情報が，単に全体の物量費でマテリアルにコストを配分したマテリアルコスト情報（國

部・下垣, 2007: llll) と，個別の原材料や製造工程におけるコストを全て網羅的に含んでい

るような，詳細コスト情報とに区別できるためである． また, ISO14052の分類の中でも環境

影響情報は， 中嶌・伊宏(2015)のLCAの議論からもわかるようにMFCAへの付加的情報であ

り，意識して情報を加えない限り必ずしもMFCAを実施することで把握できる情報ではない．

よって，今回の検討対象には含めないことにする．

そして, ISO14052が言及していない情報として，企業がMFCAを効果的に実施するための

ノウハウも一種のMFCA情報と見なすことができる． ノウハウはMFCAの計算過程で直接的

に入手できる情報ではないが，企業でMFCA実施の経験を積むことで， 自然と効果的な活用方

法に関するノウハウも蓄積されるはずである． また，廃棄物が生じている原因を技術的に追及

するためには，単なるプロセス情報を越えて，詳細な製造技術や製造工程に関する情報も共有

する必要が生じる． よって，製造プロセス情報以外に詳細製造情報もMFCA情報に含めて議

論を行っていく．
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次に， この6種類のMFCA情報を組織間で共有することによるメリットやデメリットをそ

れぞれ整理する.MFCAのノウハウであるが,MFCAを効果的に実施するためのノウハウは，

企業の具体的な製造工程と離れて一般化可能であり,WCA情報の中で唯一直接的な内部情報

ではない．一部の製造工程と厳密に結びついたノウハウに関しては，性質上詳細製造情報に含

むことになる． よって，組織間でMFCAのノウハウを共有しても，共有した情報を悪用される

リスクは少ない．一方で,MFCAのノウハウを共有したとしても，お互いの内部情報が共有き

れるわけではないので，直接的にサプライチェーン特有のマテリアルロス削減に結びつくわけ

ではない． しかし,MFCAのノウハウを組織間で共有すれば，それぞれの組織が今までよりも

効果的にMFCAを活用することが可能になる．その結果として，サプライチェーンのトータ

ルでは，ある程度のマテリアルロス削減に結びつくことが想定される．

物量情報であるが，製造プロセスにおけるマテリアルロスなどの物量情報を共有すること

で，組織間でバイヤーとサプライヤーがお互いの工程のどこでロスが生じているかを把握する

ことが可能になる．その結果としてサプライチェーン全体でのマテリアルロスが可視化きれ，

サプライチェーンに特有のマテリアルロス削減に結び付けることが可能となる．一方で，物量

情報も内部情報の一種であるため，共有した物量情報を悪用される可能性を完全に否定するこ

とはできない． たとえば，市場価格を参考にした材料費の推定値と物量情報を合わせることに

よって，多少なりともバイヤーはサプライヤーのコスト情報を推測できるかもしれない． しか

し，後述するコスト情報などと比較すれば，物量情報から推測できる内部情報は限定的であ

り，物量情報の共有リスクは比較的少ない．実際に，東田(2006)や國部・下垣(2007)でも，物

量情報だけを共有することがアプローチの1つとして主張きれている．

マテリアルコスト情報であるが， コスト情報は重要な内部情報であるので共有するのは難し

い．特にサプライヤーにとっては情報共有することのリスクが大きい．詳細なコスト情報を共

有しないとしても，物量情報と材料単価を共有すれば，具体的な製造工程でのコストをある程

度推測可能である．そして，サプライヤーのコスト情報をバイヤーが把握すれば，それに基づ

いた部品価格の値下げ交渉などを行うことが可能になるためである．一方で，マテリアルコス

ト情報は直接的にマテリアルロスと結びつくような情報ではないので，共有してもサプライ

チェーン特有のマテリアルロスは可視化きれず，直接的なマテリアルロスの削減には結びつか

ない． ただし，生じているマテリアルロスがどの程度のコストであるかを可視化することは，

マテリアルロスを削減する意識を高めることにつながる．特に，バイヤーにおいてサプライ

ヤーが原因で発生しているマテリアルロスのコスト情報を，バイヤーからサプライヤーに開示

することで，サプライヤーがバイヤーでのマテリアルロス削減に協力することを促すことが可

能であると想定される．

詳細コスト情報であるが，重要な内部情報であるので共有するのは難しい．マテリアルコス

ト情報に関して先述したように，特にサプライヤーにとってコスト情報の共有はリスクが大き

い．マテリアルコスト情報に留まらず，詳細なコスト情報であればなおさらである．一方で，

詳細コスト情報も，マテリアルコスト情報と同様に，直接的にマテリアルロスと結びつくよう

な情報ではない．仮にマテリアルロス削減に対する意識を高めるためにコスト情報を共有する

にしても， マテリアルコスト情報を共有すれば十分に削減すべきコストは可視化されるため，

MFCAをサプライチェーンで活用する上で，詳細コスト情報まで共有する意義は薄い．

製造プロセス情報であるが，物量情報と同様に，製造プロセス情報に基づくマテリアルフ

ローの流れを共有することで，組織間でバイヤーとサプライヤーがお互いの工程のどこでロス
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が生じているかを把握することが可能になる．その結果としてサプライチェーンに特有のマテ

リアルロス削減に結び付けることが可能となる．一方で，製造プロセス情報も内部情報の一部

であるため，共有した製造プロセス情報を悪用される可能性を完全に否定することはできな

い． しかし，製造プロセス情報には，詳細製造情報と比較すると具体的な技術や工程に関する

情報は含まれていないので，比較的情報共有のリスクは少ない．

詳細製造情報であるが，重要な内部情報なので，共有することは難しい．バイヤーにとって

もサプライヤーにとっても，詳細製造情報が外部に漏洩した場合，不利益は大きい． また，詳

細製造情報には，具体的な工程や投入材料の情報などが含まれるため，製造情報を共有すると

間接的にコスト情報も推測できる． よって， コスト情報と同様に特にサプライヤーにとっては

共有するリスクが大きい．一方で，詳細製造情報を共有しても直接的にマテリアルロスが削減

されるわけではないが，バイヤーとサプライヤーが一致協力してサプライチェーン全体のマテ

リアルロス削減を目指す上では，詳細製造情報を共有してお互いの製造工程を把握する必要が

ある．

4.2MFCA情報共有と組織間管理会計

MFCAのサプライチェーンでの活用を組織間管理会計と結び付けている先行研究には，関

(2015)や岡田(2015)があるが，そこでは組織間管理会計研究の情報共有に関する論点に焦点は
当てられていない． そこで，第2節と第3節で文献レビユーを行った先行研究を元に,MFCA

情報の共有と組織間管理会計研究の知見を結び付けて考察を行っていく．

まずは，情報共有全般に関する組織間管理会計研究の議論とMFCA研究の議論を整理する．

組織間管理会計研究においては, CooperandSlagmulder(1999)や小林(2004)が情報共有の重要
性を主張している． これは,MFCA情報の共有が効果的であるというMFCAの先行研究と一

致する見解である． また，皆川(2008)などが必ずしも情報共有は望ましいわけではないことを

述べている． これも,MFCA情報の共有が難しいというMFCAの先行研究と一致する見解で

ある． ただし,Mahama(2006)の情報共有は問題解決には結びつくが，業績の向上を導くとは

限らないという主張(pp.314333)には留意する必要がある.MFCAは環境負荷と原価を同時に
低減する可能性のある技法であり,MFCA情報の共有は，問題解決と業績向上の両方を導くこ

とが期待できるためである．

しかし，情報共有と信頼の関係性については，組織間管理会計研究と,MFCAの先行研究で

は異なる内容が議論されていた．組織間管理会計研究では, Tbmkins(2001)も小林(2004)が組

織間の信頼関係のために情報共有が必要であると述べていた．一方で,MFCAの先行研究で

は，國部・下垣(2007)やProx(2015)がMFCA情報共有のためには組織間の信頼関係が重要で

あると述べていた．つまり，組織間でMFCA情報を共有するためには信頼関係が必要である

が，その信頼関係を構築するためにも情報共有が必要となるのである． この見解は必ずしも矛

盾するわけではなく，情報共有と信頼が相互に影響を与えることが想定できるが，少なくとも

MFCA情報共有の考察において，情報共有による信頼関係の構築という側面を無視することは

できない．

上記のような状況では，組織間の関係性に応じて， どこまでのMFCA情報を共有できるか

を意識する必要がある．不用意なMFCA情報の共有はリスクを生じる一方で，可能な限りの

MFCA情報を共有することが，更なる組織間の信頼関係に結びつく可能性が存在するためで
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ある．

また，國部・下垣(2007)において,MFCA情報の共有は組織間の関係性に影響を受けるこ

とが主張されていた(p.lllO).そうであるならば,MFCA情報共有を議論する上で，組織間
の関係性についても細分化して検討すべきである．そこにおいて,VanderMeer-Kooistraand

Wsselman(2000)において述べられていたコントロールの分類が，組織間の関係性を分類する
1つの枠組みとして用いることができるのではないだろうか．

よって，以下では組織間の関係性として，第3節で取り上げたVanderMeelLKooistraand

Wsselman(2000)の組織間コントロールの枠組みを採用し，それぞれのコントロール下におい
て細分化したMFCA情報の内， どれを共有していくことが望ましいのかを検討する．

市場ベースのコントロール下においては，バイヤーとサプライヤーは市場を通して結びつい

ている． よって，バイヤー・サプライヤー間の距離は遠く，サプライチェーンでMTCAは活用

されず,MFCA情報が共有されることはない．

官僚制ベースのコントロール下においては，バイヤーとサプライヤーは契約等で結びついて

いる． よって，市場ベースのコントロールの場合と異なり，バイヤーとサプライヤーの距離は

近い． よって,MFCA情報をバイヤー・サプライヤー間でやり取りすることは可能である． こ

の時,MFCAのノウハウ・物量情報・製造プロセス情報は，共有するリスクが小きいのでバイ

ヤー・サプライヤー間で相互に共有されるべきである． また，必要に応じてバイヤーは自社の

マテリアルコスト情報をサプライヤーに公開して，サプライヤーに対してマテリアルロス削減

の意識付けを行うことが可能である．一方で，詳細製造情報に関しては，官僚制ベースの場合

はバイヤー・サプライヤー間に確かな信頼関係が存在するわけではないので，製造情報を共

有することはリスクが大きくなる． また，確かな信頼関係が存在しないということは，相互

にMFCA情報を共有した上で，各々が自社でマテリアルロスの削減に取り組むことはあって

も，一致協力してサプライチェーン全体のマテリアルロス削減に取り組むことは想定しにく

い． よって，そもそも詳細製造情報を共有してもあまり効果的ではない．

信頼ベースのコントロール下においては，バイヤーとサプライヤーは信頼関係によって結び

ついている． よって，官僚制ベースの場合よりもさらにバイヤーとサプライヤーの距離は近

い． よって，官僚制ベースでも可能な情報共有(W"CAのノウハウ，物量情報製造プロセス

情報，バイヤーからの一方的なマテリアルコスト情報の開示）は当然可能である． さらに，組

織間で信頼関係が存在している状況であれば，共有が困難な情報も共有できる可能性がある．

よって，お互いの詳細製造情報までを共有した上で，一致協力してサプライチェーン全体のマ

テリアルロス削減に取り組むことが望ましい．上記の関係を図示すると，次頁の図表1の通り

である．

図表lにあるように，そもそも市場ベースの場合にはサプライチェーンでMFCAが活用さ

れないので，全ての情報は共有されないことになる．官僚制ベースと信頼ベースの場合は，必

要に応じて可能な範囲のMFCA情報を共有できることになる．

以上，組織間で成立しているコントロール毎に，どこまでのMFCA情報を共有することが可

能であるかを分析してきた． とはいえ，上記の分析結果はあくまでも理想状態である．組織間

の関係性によっては，上記で共有可能であるとされる種類の情報を共有することが難しい場合

もある． しかし，部分的にでも上記のMFCA情報を共有することによって，共有しない場合

よりも効果的にサプライチェーンでのマテリアルロスを削減できる． また，組織間管理会計研

究の先行文献で示したように，一部のMFCA情報を共有することで組織間の信頼関係が構築
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図表l組織間コントロールとWCA情報の共有

出典：筆者作成

され，更なるMFCA情報の共有が可能になる可能性がある．付け加えると， 中嶌(2009)が述

べているように一部のマテリアルロスは,MFCAをサプライチェーンで活用するだけで可視化

きれる可能性もある(p.351).MFCA情報の共有がより効果的なマテリアルロス削減に結び付く
のは勿論であるが，図表2にある全てのMFCA情報を共有できなくとも,MFCAをサプライ

チェーンで活用する効果が完全に無くなるわけではない． よって，上記の分析結果を目指すべ

き理想としつつ，可能な範囲でMFCA情報を共有しつつ,MFCAをサプライチェーンで活用

することを試みるべきである．

5．結論

本論文では,MFCA情報の共有について組織間管理会計研究を援用して考察し,MFCA情報

の共有が成果に結びつくことや,MFCA情報を共有することがリスクにもなり得ることを改

めて示した．そして,wTCAの先行研究で述べられていた内容に反して,MFCAの情報共有

によって組織間の信頼関係が構築される可能性があることを示した．その上で,MFCA情報を

｢MFCAのノウハウ」・「物量情報｣・「マテリアルコスト情報｣・ 「詳細コスト情報｣・「製造プロセ

ス情報」 ・ 「詳細製造情報」の6種類に分類した．そして，組織間コントロールのフレームワー

クに基づいて，組織間の関係性に応じて， どこまでのMFCA情報が共有できるかを示した．

上記の研究成果による本研究の貢献は， 2点存在する. l点目として，サプライチェーンに

おけるMFCA情報共有を体系化し,MFCA情報共有の指針を示した.MFCAの先行研究でも，

MFCA情報共有の課題や解決策について，個別に議論は行われていた． しかし，そのような議

論を整理した上で，個別のMFCA情報の種類毎に情報共有の指針を示したのは，本研究独自の

貢献である.MFCA情報の共有が課題となっている中で，実務において本研究による指針を参

考にすることができるはずである．

2点目として，サプライチェーンにおけるMFCAの活用を考察する上で，組織間管理会計の

知見が役立つことが明らかとなった．本研究の1点目の貢献を導く上で，組織間管理会計研究

の議論が重要な役割を果たしている.MFCA情報共有以外の，サプライチェーンMFCAに関

する考察を行う際にも，組織間管理会計研究の知見が役立つ可能性が期待できる．
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市場ベース 官僚制ベース 信頼ベース

MFCAのノウハウ 共有されない 相互に共有 相互に共有

物量情報 共有されない 相互に共有 相互に共有

マテリアルコスト

情報

共有されない バイヤーから

サプライヤーに公開

バイヤーから

サプライヤーに公開

詳細コスト情報 共有されない 共有は不要 共有は不要

製造プロセス情報 共有されない 相互に共有 相互に共有

詳細製造情報 共有されない 共有は不要 相互に共有
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一方で本論文の限界として，研究対象を両社共にMFCAを導入している2社関係に単純化

している点がある．現実には，バイヤーと1次サプライヤーと2次サプライヤーの3社が相互

に関わって製品を製造している場合や，バイヤーとサプライヤーの取引を商社が仲介する場合

など，サプライチェーンでのMFCA活用に3社以上が関わってくる可能性がある． また，バイ

ヤーのみがMFCAを導入している状況下で，サプライチェーン全体を意識してMFCAを活用

する場合も想定できる． よって，複数の企業によるサプライチェーンや，サプライチェーンの

一部企業のみがMFCAを導入しているような状況に関しても，検討を深める必要がある．
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論文

アメーバ経営システムの運用の継続企業と中止企業の比較

一組織成員に対する心理的な影響メカニズムの多母集団同時分析－

渡辺岳夫

＜論文要旨＞

アメーバ経営システムを導入する企業が近年増加している． しかし， それらの導入企業の中には， 短期
的にその運用を中止ししてしまう企業も少なくない． その中止の原因を解明するためには， アメーバ経営

システムを継続的に運用している企業と比較的短期で中止してしまった企業において， 部門別採算制度の
諸側面がアメーバのパフォーマンスに及ぼす影響メカニズムに相違があるかどうかを明らかにすることは

非常に重要である．本研究において多母集団同時分析を実施した結果， その影響メカニズムは継続企業と
中止企業の間で概ね同様であることが分かった．比較的短期間でアメーバ経営システムを中止してしまう
く．らい運用中に問題が生じていた状況でも， 当該システムは一定の効果をもたらしていたのである．以上
のフアインデイングスにより， その中止原因は，得られた効果を上回る負担感や不満の存在， あるいは効
果の絶対量を抑制する何らかの要因の存在である可能性が高いことが示唆された．

＜キーワード＞

アメーバ経営システム，集約的効力感インタラクション，努力実感性， 因果明瞭性
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Abstract
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1° はじめに

近年， アメーバ経営システム（以下,AMSと略称）は研究者のみならず実務家からも注目を

浴び， 当該システムを導入する企業は2000年代に入ってから急増している. 1996年までの導

入企業数はわずか85社であったが（三矢ほか, 1999: 195), 2002年になると218社と約2.5倍

に急増した（三矢, 2003: 150). それ以降も, 2008年に360社（松井, 2008), 2014年には515

社（上總, 2014:51),そしてAMSのコンサルテーションを主たる業務とする京セラコミュニ

ケーションシステム（株） （以下, KCCSと略称）のウェブサイトによれば, 2017年6月末時

点で724社にまで, AMS導入企業の規模は拡大している．

しかし，その導入きれたAMSが，全ての企業において長期間に渡って継続的に利用され続

けるわけではない．実際に，松井(2008)では, 360社のAMS導入企業のうち3割近くの105

社がAMSの運用を中止したことが報告ざれている．その中止企業105社のうち22社は，清

算倒産，あるいはM&Aや社長の交代といったAMSの運用環境やコアとなる支援者の劇的

な変化を，その中止の原因とする企業群であり,AMSの導入や運用のプロセスにおいて問題

が生起していたかどうかは不明であるが，仮に生起していたとしても少なくとも主因ではない

と推察できる．他方で，残りの80社余りは,AMSの運用に対する推進力不足や社内の混乱・

反対が，その中止の原因とされている． これらの企業群では, AMSの導入・運用のプロセス

において，何らかの理由によって当該システムに対する組織成員の受容が促進きれずに中止に

至ったケースが多く含まれていることが想定される．

AMSの運用を継続している企業と中止した企業について，その目的，成果，負担などに関

する認知の差を分析した最新の研究（窪田ほか, 2015)によれば，継続企業と中止企業の間に

は，帳票記入の手間暇に関して特に大きな差が見られたとされている．すなわち, AMS継続

利用企業と比べて中止企業群においては，その導入に伴う事務処理などの負担感が大きく認知

されていたのである．そして，窪田ほか(2015)は，そういった負担感の増大がAMSに対する

総合的な満足度を低下させており，それがその運用中止の判断に影響を及ぼしているのではな

いかと指摘している．

しかし，興味深いことに，同じく窪田ほか(2015)によれば，中止企業群においても採算意識

は高く，継続企業群と比較してもほとんど差がみられなかったことが報告されている． このこ

とは, AMSの部門別採算制度の側面が, AMS導入後に中止に至るか否かに関わらず，組織成

員の採算意識を高めることに寄与している可能性を示唆している．理論的に解釈すれば，組織

成員に採算意識が醸成されれば，その後の業務活動が改善され，効率化も促されると考えるこ

とができる．実際に，渡辺(2017)は，小集団部門別採算制度の諸特性によって，アメーバ単位

のパフオーマンスが高まることを実証しており，その効果が行動レベルにも及ぶことを明らか

にしている．

ここで生起する研究課題は,AMSの部門別採算制度の諸特性は，果たしてAMS運用継続企

業と中止企業の別なく，採算意識の向上を通じて組織成員のポジティブな行動変革を促してい

るか否かということである． もし中止企業におけるAMSの効果が，可視化不能な意識レベル

でとどまっており，認識可能な行動レベルで発現していないとするならば,AMS導入に伴う

負担感の増大と相まって，それに対する総合的な満足度が低下してしまうのは当然の帰結であ

ろう． この場合，部門別採算制度と行動レベルの効果との間の因果関係を棄損している要因の

36



アメーバ経営システムの運用の継続企業と中止企業の比較

解明， ならびに負担感の認知を軽減するための方策の解明がより大きな意義を有することと
なる．

また仮に，導入後に運用を継続するか中止するかに関わらず,AMS導入企業おいては，部

門別採算制度によってアメーバの行動レベルの効果が一定程度促進されるとするのならば，そ

のことがAMSに対する総合的な満足度につながらない原因の解明が重要となる.AMS中止企

業においては，可視化された効果の増分に対して負担感の増分が上回っているのか，あるいは

総合的な満足度に対してその他の要因が負の影響を及ぼしているのかを解明することが，後の

研究の課題となろう．

以上のように，本研究は，導入されたAMSが運用中止となってしまう原因を解明すること

を目途として,AMSの運用を継続している企業と中止した企業において，部門別採算制度の諸

側面がアメーバという小集団の行動レベルの効果に及ぼす影響メカニズムに相違があるかどう

かを検証することを一義的な研究目的として措定することとする． これにより,AMSを導入

した企業が，短期的にその運用を断念せざるをえなくなることを抑止し，所期の導入目的を完

遂することに資することができるであろう．本稿は，最初にAMSの効果に関する先行研究の

レヴユーを行い，その後にAMSの運用を後に中止する企業と継続的に運用している企業から

実際にデータを収集し，両者におけるAMSが及ぼす影響メカニズムについて定量的な比較分

析を行うこととする．定量的な分析手法を用いる理由としては，本研究がアメーバという集団

レベルの効果に着目していることが挙げられる．当該効果は， アメーバ組織を構成する多くの

組織成員によってもたされる，いわば集団現象である． アメーバの効果に対する影響のパター

ンの存在を実証し，集団現象を解明するためには，定量的な分析手法が有効であろう．

2． AMSの効果を促進するメカニズム

AMSの導入に伴い生じる効果については，意識レベル，行動レベル， ならび財務業績レベ

ルにおいて，その発現が確認きれている．意識レベルについては， コスト意識(Cooper,1995;

MerchantandVanderStede,2007),採算意識（三矢ほか, 1999;三矢, 2003;丸田, 2013;丸田ほ

か, 2017),および経営者意識（稲盛2006; ト, 2016;北居ほか, 2017)の向上， また責任感の

増大（横田・鵜飼， 2010） といった効果が指摘されている． さらに，行動レベルの効果として

は， コスト削減行動（横田・鵜飼， 2010)，水平的・垂直的コミュニケーションの促進（三矢，

2003)，仕事の質・スピードの向上（渡辺, 2017)などが明らかにされてきた．最後に,AMS

の効果が行動レベルにおいて発現し，それが時間当たり採算などの会計指標にも反映されると

ころまで確認した研究としては，数は少ないが，三矢(2003)や丸田(2014)を挙げることがで

きる．

本研究では，上述したように, AMSの部門別採算制度の諸特性がアメーバという組織単位

の行動レベルに影響を及ぼすメカニズムについて，運用継続企業と中止企業との間で比較する

ことを目的としている． したがって，第一に部門別採算制度の特性を抽出し，それらと効果の

間のメカニズムを考察していること，第二に意識レベルだけではなく，行動レベルの効果も考

察していること，そして第三に個人レベルの効果ではなく，組織レベルの効果を分析の対象と

していることといった点を重視し，渡辺(2017)の分析モデルを援用して，上記の研究目的に取
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図l AMSの効果を促進するメカニズムに関する分析モデル

出典:渡辺(2017)より筆者作成

り組むことにする．

渡辺(2017)は，主として組織心理学分野の先行研究を丹念にレヴユーし，その論拠に基づい

て, AMSの部門別採算制度の諸特性がアメーバのパフォーマンスに及ぼす影響メカニズムに

関する分析モデルを構築している（図l参照)．そして, AMS導入企業2社の合計283名から

データを収集し，共分散構造分析を行い，当該分析モデルの適合度指標が豊田(2015)の厳しい

基準値(Gm,AGH≧0.90,Cm≧0.95,RMSEA≦0.05)を概ねクリアすることを明らかにして

いる．すなわち，渡辺(2017)で検証されている分析モデルは,AMSの実践現場から得られた

データと十分にフィットするということができる． まずはこの分析モデルを構成する概念，そ

れから構成概念間の関係について，渡辺(2017)に基づき概観したい．

当該モデルのコアとなる概念は，集約的効力感という心理的な構成概念である． これは，

Bandura (1997:477)によれば， 「集団の成員間で， 自分たちは所与の達成水準を産み出すため

に必要な行動方針を編成し，実行することができると共有された信念」と定義されている．端

的に言えば，集約的効力感とは組織成員各々が抱く 「我々のグループはやればできる」という

信念であり，多くの先行研究において， グループパフォーマンスを促進する効果を有している

ことが確認されている．例えば,Gullyetal. (2002)は，集約的効力感がグループパフォーマン

スに及ぼす影響を実証的に解明した67の研究に対してメタ分析を行い，その効果を明らかに

している．

集約的効力感の効果が概ね確認されているとするならば，必然的にどうすればそれを高める

ことができるのか，つまりその先行要因についての議論が重要となる．実際にこれまで，多く

の先行研究において，集約的効力感の様々な先行要因についての検証がなされてきた．渡辺

(2017)では，心理学領域の先行研究をサーベイしたうえで(MulveyandRibbens, 1999;Gibson,

2003;GibsonandEarlry,2007),特にグループの内外におけるインタラクションに着目している．
その理由は， アメーバ経営の先行研究を傭|厳して見ると，その一次的な行動レベルの効果は組

織成員間のインタラクションを生起させることにあると解釈可能だからである．なお，渡辺

(2017)では,Marksetal. (2001:357)に従い， インタラクションを「共通目標の達成ためにタ

スクの効果的な組織化を目指してメンバー間で行われる相互作用的な行為」と定義している．

ただし,Marksetal. (2001)ではインタラクシヨンを小集団内で生起するものに限定して捉えよ
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うとしているが, AMS研究においては小集団間つまりアメーバ間のインタラクシヨンもまた

非常に重要であるとされていることから，渡辺(2017)では，異なるアメーバに所属している成

員間の相互作用的な行為を含めて捉えることで,Marksetal. (2001)のインタラクシヨン概念を

拡張している．

では，本研究においても，なぜMarksetal. (2001)のインタラクシヨン概念を援用するのか，

その理由は次の通りである．第一に,Marksetal. (2001)では， インタラクシヨンを小集団のパ

フォーマンスを促進する要因として位置づけ，その概念化が行われているが，本研究でもイン

タラクションは，集約的効力感を媒介して，最終的にはアメーバのパフオーマンスを促進する

重要な要因と考えているからである．

第二に,Marksetal. (2001)は,効果的なインタラクシヨンを,転換点(transition)と行動(action)

の2つの要素に分解して捉えようとしているが，それらがAMSにおいて生起するであろうイ

ンタラクション現象を捉える際に整合的であるからである． 「転換点」は効果的なインタラク

ションの前提となる要素であり，小集団のメンバーが，①自分たちの業績目標，②その目標達

成のために日々何をすべきか，③自分たちの作業方針について議論し合っている程度で捉えら

れる． AMSの先行研究においても, AMS実践において朝礼やアメーバ会議などが定期的に開

催されており，時間当たり採算や売上の目標や実績それらに関する課題の有無，課題の解決

策などについて議論が繰り返されており，そのことがアメーバ内・アメーバ間のインタラク

ションの契機となることが早くから指摘されている（谷， 1999)．次に「行動」であるが， こ

れは「転換点」をきっかけとして，実際にインタラクションを行っているかどうかを捉える要

素であり，小集団のメンバー同士および小集団の垣根を越えたメンバー同士が，①タスク関連

の情報を共有するために必要な時間をとっているか，②お互い積極的に学習し合っているか，

③互いに効果的にコミュニケーションをとっているかといった項目で捉えられる．三矢(2003）

は，他のアメーバからの情報の受取りと他のアメーバへの情報提供を水平的インタラクション

として捉えているが， 「行動」という要素は， まさにこの水平的インタラクションに該当する

ものといえよう．

第三に,Marksetal. (2001)のインタラクシヨン概念に内包される能動性・内発性が，集約的

効力感の先行要因としてインタラクションを捉える場合， より適切であると考えられたからで

ある．効力感という概念は， 2000年以降のポジティブ心理学の台頭に伴いl,注目を集めるよ

うになった概念であり，そこにおいては人間行動における能動性，主体性，内発性が重視され

ている.Marksetal.(2001)においても，小集団のパフオーマンスを促進する要因をチーム・プ

ロセスと呼び， これをインタラクションの要素と人間関係の要素に分解しているのだが，チー

ム・プロセスにおいて効果的なインタラクシヨンが生起するためには，組織成員間に信頼関係

が醸成されているか，全体最適を志向するような人間関係が構築できているかが重要であると

考えられている．そこにおいては明らかに，信頼関係や利他性に裏付けられた能動的なインタ

ラクションが想定きれているのである．

さて，以上のようなインタラクシヨンを促進するAMSの特性として，渡辺(2017)では，努

力実感性および因果明瞭性という操作的な概念を設定している.AMSの先行研究によれば，

例えば尾畑(2017)や渡辺(2013)が指摘するように，他のアメーバと連携しなければ成果を上

げることができないような計算構造を構築している場合もあり，その場合には必然的にアメー

バ間のインタラクシヨンが促進されるとされている．そこでは，確かに， インタラクションが

生起する理由を説明することには成功している． しかし，本研究では，上述したように能動的
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なインタラクションの持続に研究関心を置いており， したがって， そのようなインタラクシヨ

ンに影響を及ぼすAMSの会計特性を措定しなければならない． そこで，渡辺(2017)における

次のような概念に着目するのである．すなわち，努力実感性とは, AMSの会計情報上の工夫

(例えば利益情報を重視している点など）によって， またそのタイムリーなフィードバックに

よって，組織成員が傾注した努力を実感できる程度を捉えるものである．次に， 因果明瞭性と

は,AMSの会計情報が素人でも理解できるようなシンプルさを備えていることによって， ま

たアメーバという組織単位が小集団であることによって，組織成員の努力とそれによって得ら

れた成果との間の因果関係が，組織成員に明瞭に理解できる程度を捉えるものである．渡辺

(2017)では， 自分たちの仕事上の努力には意義があるのだという実感（努力実感性）が高まっ
たり， どうすれば成果を高めることができるのかという因果関係が良く理解されている（因果

明瞭性）からこそ，成果を高めよう，あるいは努力に見合う成果を得ようとして， 自律的・能

動的にインタラクションを生起させるようになると解釈している．

渡辺(2017)では，以上の分析モデルを検証した結果,AMSの諸特性は組織におけるインタ

ラクションを活性化させ，そのインタラクションを通じて組織成員の集約的効力感が促進さ

れ，最終的にアメーバのパフォーマンスが向上することを明らかにしている．そこで，本研究

は，当該分析モデルを援用して,AMSの運用を継続している企業と中止した企業とでは,AMS

の特性がアメーバのパフォーマンスに及ぼす影響メカニズムが相違するかどうかを実証するこ

とにする2． なお，図lにおいて点線で示されているパス，すなわち，努力実感性が高まると

集約的効力感が促進されるというパス2-1と， 因果明瞭性が高まると集約的効力感が促進され

るというパス2－2については，渡辺(2017)では統計的に有意な正の因果関係が確認されなかっ

たが，本研究では探索的な意味も込めて分析に含めることにする．

3． AMSの運用中止企業と継続企業

3.1運用中止企業:A社

管理会計システムについての失敗ケースの報告は，非常に少ないのが現状である. AMSに

ついていえば， 日経ベンチャー(2007)においてわずかに一例が報告されているのみである．管

理会計システムはコンサルティング会社の重要なプロダクトであることが多いため，その協力

を得て研究者が失敗ケースにアプローチすることは非常に難しい． また，失敗ケースは余程の

ことがない限り公表されることはないので，研究者は特別なチャネルがなければ，その存在を

認知することすらできない．

そのような状況のなか，本研究では,KCCSの指導を受けてAMSを導入したけれども，運

用指導終了後3年も経たずしてその運用を中止するに至った企業（以下, A社と称する）か

ら, AMS運用中における組織成員の認知に関するデータを収集することができた．電気機器

メーカーであるA社は， 2016年3月期の売上高（連結）が約600億円，従業員（連結）が約

2,200名の中堅企業である．創業以来一貫して自動車用部品の製造・販売を主たる事業として

展開しているが，近年は家電製品関連の電子機器事業が売上高に占める割合も増えつつある．

同社は，早くから高品質の追及を基本方針とし, 1990年代初頭にはデミング賞, 2000年代初

頭にはTPM優秀賞第1類を受賞している．
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A社は，従業員一人ひとりが課題を見つけて，それをオープンに話し合い，協力して解決し

ていく組織風土づくり，経営者意識や収益意識を持った人材の育成，および環境変化への対応

力の高い組織能力の構築を実現することを目指して， 2008年からAMSの導入を検討し始め

た． そして, 2010年の前半，正式にKCCSからAMS導入の指導を受け， 同年の後半から翌

2011年の半ばまでの間にAMSの運用の指導を受けた．そして，それ以降はAMSを自立的に

運用し始めたが，既存の慣れている標準原価管理システムとの不整合，時間当たり採算表を利

用した管理に対するマネジメント層の不満，多大な管理工数に対する現場の不満，およびAMS

の運用開始後に導入したERPシステムとの不整合といった要因から, 2014年3月にAMSの運

用の中止が決定きれることとなってしまった．

A社から分析モデルの検証に必要なデータを収集したのは， 2011年8月から2012年2月に

かけてであり，運用指導が終わり， 自立的な運用が開始された後であったデータ収集とほぼ

同時期に, A社のAMS運営責任者や現場の管理者に対して数度のヒアリング調査を実施した

が3，上述したような不満が頻繁に表明されており，運用中止の原因が萌芽していた時期と判

断することができる．

3.2運用継続企業：西精工

次に現時点で運用を継続している2社について言及したい．最初のl社は西精工株式会社で

ある． 同社は，資本金3,000万円，売上高約43億円（平成27年度)，社員数239名（平成27

年4月時点）の中小企業であり，主に自動車，家電・弱電，住宅設備機械，建設機械，および

ゲーム機向けに，ナットを中心としたファインパーツを製造・販売している．優良企業として

有名であり，例えば, 2013年「第3回日本でいちばん大切にしたい会社大賞｣, 2014年「第47

回グッドカンパニー大賞優秀企業賞｣, 2017年「ホワイト企業大賞」など，様々な賞の受賞歴

がある．

同社がAMSの導入を決定した背景には，厳しい経営環境の中で継続的に原価の低減，品質

の向上， あるいは受注の拡大を実現するために，従業員一人ひとりが経営者意識を持つことが

大事であるという意識の高まりがあった. AMSを導入することで，業務活動の結果を「見え

る化」し，採算意識を促進することが必要だと考えられたのである． 同社が,AMSの導入を

検討し始めたのは2008年1月であり， 2008年10月から4ケ月ほどの導入指導時期，そして

2009年2月から半年ほどの運用指導時期を経て，それから現在に至るまで自立的な運用をし続

けている．

西精工からデータを収集したのは2013年12月であるが， 同時期に実施したヒアリング調査

から， 同社におけるAMSの運用が成功裏に行われていることを推察することができた4. ま

た，西精工については，円滑にAMSの運用が継続されていることや（渡辺, 2016),経営理念

の浸透度が非常に高く,AMSを効果的な運用を支えていることなども明らかにされている（渡

辺, 2014).

3.3運用継続企業:B社

AMS運用継続企業の2社目は，資本金3億円，売上高約252億円（平成27年度),社員数456

名（平成28年度2月時点)の運送事業を営んでいるB社である． 同社には大きな親会社が存在

していたため，それへの依存心や親会社の意思決定への介入の多さから，社内に危機感の欠如，
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無力感の醸成，責任感の欠如といった問題が生起していた．そういった問題は，経費のみが管

理対象であり，低減しても貢献感が得られないとか，採算の結果のフィードバックがなされる

のが翌月末と非常に遅いといった管理システムの影響を受け， さらに悪化しつつあった．以上

のような問題を解消するために,B社では, 2011年10月にAMSの導入を決定し, 2012年5月

にかけてその導入の準備をして，同年6月から運用を開始した． B社についてのデータ収集時

期は, 2016年12月1日から同年12月16日までであった．導入後の2013年度から3年連続で

営業利益率は向上していることから,AMSも一定の効果を発揮していることが推察された．

3.4 リサーチサイトの選定理由

本研究では，上述したようにAMSの運用継続企業として西精工とB社を選定し,AMSの運

用を中止した企業としてA社を選定した．その理由は下記の通りである．

まず，西精工についてであるが，同社では数回のヒアリング調査を通じて，組織成員がAMS

に対してポジティブな認知をしていることを看取することができ，単なる惰性によりAMSの

運用を継続しているのではなく, AMSの効果性の高さを認知したうえで，それを継続してい

ることが推察きれた．そのため，西精工をAMSの継続企業として措定することに，一定の合

理性があると考えられた．

次に, AMSの中止企業としてA社を選定しているが，同社に対しては, AMS導入直後を含

め，運用期間中も経時的にヒアリング調査を実施してきた関係から,AMSに対する強いレジ

スタンスの存在を本研究者は認識することができた．つまり, AMSの運用の中止がトップの

交代やM&Aに起因するものではなく，運用期間中に生じた様々な組織上の問題によるもので

あることを容易に推察することができたのである．以上の理由から，西精工の対極に位置する

企業として， 中止企業のA社を継続企業の西精工の比較対象に位置づけたのである．

最後に, AMSの継続企業としてB社を加えた理由について述べたい. B社の場合は， 同社

が積極的にAMSを導入したというよりはむしろ，親会社によるAMSの導入に伴い，いわば

消極的に導入したという経緯があった．親会社の意向を踏まえて導入した以上， たとえAMS

の運営に対してネガティブな反応が組織内に多発したとしても，容易に運用を中止することは

できないであろう． もちろん,AMSに対して組織成員の多くが効果性を認識している可能性

もあるが, B社に対するヒアリング調査はいまだ十分ではな<,それについては推測の域をで

ない． したがって,AMSの運用から効果を享受していることが看取された西精工と，その逆

にAMSの運用に対して高いレジスタンスが生じていたA社のように，運用中の効果性が明確

ではないB社を，前二者の中間の状態に存する可能性があると考え，探索的な意味も含めてリ

サーチサイトの一つとして選定することとした．

4．本研究の調査設計

4.1サンブルサイズとサンプルの特性

調査対象はプロフイットセンターのアメーバに属する社員であり，サンプルサイズは西精工

が169名, A社が144名，そしてB社が96名であった．前二者については，本社や工場を直
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表l サンプルの特性

接訪問し，質問票を配布し留め置き，個人ごとに質問票を封入・厳封したうえで郵便により返

送していただいた. B社については，質問票を社員個人宛にメールで送付し，個人ごとにメー

ルにて返信していただいた．

表lに示した通り，西精工は調査対象が全員正社員なのに対して,A社とB社は非正規の社

員を含んでいる． また，勤続年数について，西精工とA社の間(r=4.30,p<0.01),西精工と

B社の間（'=-1.73,p<0.1), およびA社とB社の間(r=6.02,p<0.01)に統計的に有意な
差が認められた． したがって，後の分析においてはこれらの相違に留意し，それによる影響を

統制する必要があるであろう．

4.2測定尺度

本研究で用いた測定尺度は，基本的に渡辺(2017)と同様である．努力実感性については，迅

速な成果のフィードバックが行われていると認知し，成果に対して傾注した努力を実感できて

いる程度と定義し7項目で測定し， 因果明瞭性については，努力と成果の因果関係を明瞭に理

解している程度と定義し3項目で測定した．次に， インタラクシヨンについては,Mathieuetal.

(2006)を参考にして, 10項目で測定した．第三に集約的効力感については，製造業における自

己管理的チームを対象として集約的効力感を測定しているLittleandMadigan(1997)を参考に，

4項目の質問項目で測定した．以上までの尺度には「l全くそうではない～5全くそうである」

というスケールを用いた．最後に， アメーバのパフォーマンスについてはCampionetal. (1993)

を参考にして， メンバーの作業の質やスピードなど行動レベルの効果に関する8項目につい

て，現在所属しているアメーバが過去の平均をどの程度上回っていると思うかで測定した．

なお，本研究では，全ての尺度に関するデータは単一の回答者から得られたものである．そ

のため，尺度間の関係が過度に強調されてしまうコモン・メソッド・バイアスが生じる可能性

がある．そこで， この問題に事後的に対処するために，ハーマンの単一因子検定を実施した

(PodasakoffandOIgan,1986).具体的には，全観測変数を対象にして探索的因子分析（主因子

法， 回転なし）を行った．分析の結果，固有値1以上の4つの因子が抽出され，その4つの因

子による累積寄与率は63.19％であった． また，最も大きい固有値を有する第1因子の寄与率

は44.48％であり， 50％に満たなかったため，本研究におけるコモン・メソッド・バイアスの

問題は深刻ではないと判断した．
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雇用形態（人） 勤続年数（年） 年齢（歳）

正社員 非正社員 平均 SD 平均 SD

西精工 169 0 15．95 11． 10 39.30 11．49

A社 114 30 11．00 8．90 33.81 9．50

B社 81 15 18．27 9．26 46.54 7． 11
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表2尺度の基本統計量，信頼性係数，およびME

平均値標準偏差 α CR AVE質問項目尺度

3. 741

3.460

3499

3．743

3641

3．834

0.886

0.977

0.950

0．892 0．891 0580

0.934

0.900

0.892

会社が提供してくれる時間当たり採算や売上の実綱数字は， とても信頼できる

時間当たり採算や売上の実績数字は‘欲しい時にタイミングよく伝運される

時間当たり採算や売上の実績数字をチェックすることで．ふだん見過ごしていた仕

努力雲感性鯉欝愚離護鰯掌…と‘ 菖分…努力を夷塵することができ
る

時間当たり採算や売上の実綱数字は． 自分たちの仕事の結果をよく反映している

時間当たり採算や売上の実綱数字が良くなると，会社への貢献が実感できる

時間当たり採算や売上の計画数字を達成するために． 自分たちがすべきことはよく
理解している

時間当たり採算が良くなるので， なるべく売上を増やしたり．経賀を減らしたりし
ようと思う

4.208

4.066

0.743

0，672 0．700 0．585

0．876
因果明瞭性

0.914

0969

0．936

0．940

1．079

0．941 0．940 0.613

1.021

0.947

1 .010

0.972

0.830

3.438

3.413

3.665

3.619

3.320

3418

3.460

3.269

3.235

3.817

私のアメーバのメンバーは． お互い積極的に学習し合う

私のアメーバのメンバーは， 自分たちの作業方針について認鏡し合う

私のアメーバのメンバーは，互いに効果的にコミュニケーションをとる

私のアメーバのメンバーは， 自分たち全員にとって何がベストかを考えて行動する

売上・経費・利益に関する実繍数字を見て． 自分たちの仕事の良し悪しについてよ
く話し合う

私のアメーバのメンバーは，他のアメーバの人たちと．仕事に関する摘報を共有す
るために必要な時間をつくる

私のアメーバのメンバーは，他のアメーバの人たちと，開放的で信頼し合うような
零囲気づくりをする

私のアメーバのメンバーは，他のアメーバの人たちと，会社全体の目標達成のため
に日々何をすべきかについて躯鏑する

私のアメーバのメンバーは．他のアメーバの人たちと． お互い稲極的に学習し合う

他のアメーバとの意見交換は， 自分のアメーバにおける改善に大いに参考になるこ
とが多い

インタ

ラクション

3.653

3. 462

3.668

3.440

0.796

0848

0．828 0．842 0.553

0.833

0.856

私が所属するアメーバは． より良い仕事の仕方を考案することができる

私が所属するアメーバは， 自分たちの能力を最大限活用できるように自己管理をす

蕊約的効力感誌総¥夢ﾒｰバ,談.仕事上困縫な状態になっても億分…蕊り趣える二
とができる

私が所属するアメーバは．時間を無駄にせずに．効率的に仕事をすることができる

3.494

3.325

3.499

3.015

3.482

3763

3． 675

0.826

0,866

0.838

0.907 0．900 0．898 0.560

0.849

0.877

0.931

メンバーの個々の作業の質

メンバーの仕事に関する満足度

メンバーが仕事をするスピード

バ秀と二Z,ス全体的な生瘻陸
利益に対する意識

原価に対する意識

顧客や社内の他の部門に， より良いサービスや製品を提供しようとする意識

4.3尺度の妥当性と信頼性

構成概念（測定尺度）の妥当性を収束的妥当性と弁別的妥当性から判断した． まず，収束的

妥当性から述べる．上記の測定尺度の32項目が分析モデルにおいて想定した通りの5因子構

造となるかを検証するために，最尤法による確認的因子分析を行った．その結果，各種適合度

指標はGHが0.82,AGHが0.79,CFIが0.89,RMSEAが0.072であり,Hairetal. (2010)の基準

値(Gm,AGH,Cm≧0.90,RMSEA≦0.70)をクリアできなかった． そこで，各尺度の因子構

造を明らかにするために探索的因子分析（最尤法，プロマックス回転）を試行した．

最初に，努力実感性7項目と因果明瞭性3項目の計10項目について分析を行った．その結
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表3各尺度のAVE,尺度間相関係数，およびその二乗値

(注l) aは努力実感性, bは因果明瞭性， cはインタラクション, dは集約的効力感， eはGPのAVEで
ある．

(注2) aからeの右上半分の数字はピアソンの積率相関係数であり，左下半分の数字は尺度間相関の二
乗である．

果，事前に想定した通り， 2因子の構造が確認された． しかし，著しく因子負荷量が低い（0.4

未満）項目1つ，および複数の因子にまたがって高い負荷(0.4以上）を示した項目1つを削

除した．その結果，努力実感性の因子は6つの項目，因果明瞭性の因子は2つの項目から構成

されることとなった．次に， インタラクション，集約的効力感およびアメーバのグループパ

フォーマンスの尺度については，いずれも想定した通り1因子構造が確認された． しかし， グ

ループパフォーマンスについては，著しく因子負荷量が低い（0.4未満）項目を1つ削除した

ため， 7つの項目から構成されることとなった．

以上のような処理を施した後に，再度確認的因子分析を行ったところ,GHが0.86,AGHが

0.83,Cmが0.93,RMSEAは0.065となり, CHとRMSEAについては基準をクリアすることが

分かった． さらに，各尺度についてAVE(AverageVarianceExtracted)を算出したところ，いず

れの尺度についても表2の通り, FOmellandLacMr(1978)の基準値(AVE≧0.50)を満たしてい

ることが分かった．以上の確認的因子分析およびAVEの値に基づき，利用する測定尺度は概

ね一次元性を有しており，収束的妥当性が確認できたと判断することができる．

次に，尺度の信頼性についてであるが，表2のとおり， クロンバックのαについては，因果

明瞭性の値が若干Nunnally(1978)の基準値を下回ったが(α≧0.70),それ以外の尺度はすべて

基準を満たしていた． また,CR(CompositeReliability)については， インタラクションの値が基

準をオーバーしたが，それ以外はNunallyandBemstein(1994)の基準値をクリアしており(0.70

≦CR≦0.90),概ね測定尺度の信頼性は確認できたといえよう．

最後に，尺度間の相違性を検討するため，各尺度のAVEと尺度間相関の二乗を比較して弁

別的妥当性を検証した．その結果，表3のとおり， aからeの各尺度の剛Eが尺度間相関の平

方の値を上回っており，全ての尺度について弁別的妥当性が確認されたといえよう(Hairetal.,

2010).
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努力実感性 因果明瞭性
インタ 集約的 グループ

効力感ラクション パフォーマンス

努力実感性 a0.580 0．652 0.624 0．495 0.499

因果明瞭性 0.425 b0．585 0.522 0.396 0.430

インタラクション 0.389 0.272 c0．613 0.713 0.617

集約的効力感 0.245 0. 157 0.508 d0.553 0.687

グループパフォーマンス 0.249 0. 185 0.381 0.504 e0.560
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図2共分散構造分析の結果

(注l)Xp<0．01
(注2）円の上の数字はR2であり，誤差項と共分散の表記は割愛している．

(注3)統制変数の値は，左から順にインタラクシヨン，集約的効力感， グループパフォーマンスへのパ

スの標準化係数である．

5．分析結果

5.1統合データに基づく共分散構造分析の結果

図lに示した分析モデルが， まずは西精工,A社， ならびにB社の全サンプルを統合した

データとフィットするかどうかを共分散構造分析によって検証した．その結果，適合度指標は

Gmが0.80,AGHが0.77,CHが0.88,RMSEAが0.083であり,Hairetal. (2010)の基準値(GH,

AGH,CFI≧0.90,RMSEA≦0.70)をクリアできなかった．

そこで,適合度指標の改善のためにアイテムパーセリング(小包化）を実施した．川端(2009：

40）によれば， アイテムパーセリングとは「複数の観測変数についてオブザベーシヨンごとに

和や平均を算出し，新たな観測変数を作成すること」と定義されている．星野ら(2005)によ

れば， これを実施することで，次のようなメリットが得られるとされている．すなわち，個々

の観測変数を投入するより信頼性が向上すること，正規性を仮定している解析には有利である

こと， およびモデルサイズを小さくすることができ， 自由度が減少し推定が安定することであ

る． アイテムパーセリングには複数の方法が提唱されているが（清水・山本， 2007)， ここで

CoffmanandMacCallum(2005)に従い領域再現法を利用した5． その結果，努力実感性の6つの

観測変数は3つ， インタラクションの10の観測変数は5つ，集約的効力感の4つの観測変数

は2つ，そしてグループパフオーマンス7つの観測変数は3つに， それぞれ小包化きれること

となった．

小包化した観測変数を利用して，再度，構造方程式モデリングによる分析を行ったところ，

GHは0.92,AGHが0.88,CHが0.96,RMSEAが0.067であった.AGmの値が若干低いが，概

ね十分なモデルの適合度を確認することができた．当該モデルの分析結果は，図2のとおりで

ある． なお，調査対象企業ごとに有意な差が確認きれた雇用形態と勤続年， ならびにアメーバ

リーダーであるか否かといった要因を統制変数として投入している．
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表4各モデルの適合度指標

GFI AGFI CFI RMSEA AIC

831.731

831.304

862.756

866.028

0.043

0.043

0.045

0.046

0.943

0.943

0.933

0.933

0.808

0.806

0.796

0.796

0.861

0.859

0.846

0.847

等値制約を課さないモデル

共分散に等値制約を課すモデル

パス係数に等値制約を課すモデル

共分散とパス係数に等値制約を課すモデル

図2によれば，パスl-1,パス3,およびパス4について，統計的に有意な強い正の影響を

およぼしていることが分かる．すなわち,AMSの会計情報上の最大の特徴である時間当たり

採算などの情報が相対的にタイムリーに提供され，組織成員が傾注した自己の努力を実感する

ことができるものであれば，当該成員はまずはアメーバ内あるいはアメーバ間においてインタ

ラクションを生起きせる可能性が高いのである．そして，そういった組織成員間の相互作用的

な行為を経て集約的効力感が促進され，その結果アメーバのパフォーマンスが向上するのであ

る．以上のように,AMSの特性が， インタラクションを介して，集約的効力感やアメーバの

パフオーマンスに間接的な影響を及ぼしているというメカニズムについては，渡辺(2017)の結

果とほぼ同じである．相違点は，因果明瞭性からインタラクションヘのパスl-2について，統

計的に有意な正の関係が確認されなかったことである．

5.2多母集団同時分析の結果

本研究の目的は， 冒頭に言及したように, AMSの運用継続企業と中止企業において，部門

別採算制度の諸側面がアメーバという小集団の行動レベルの効果に及ぼす影響メカニズムに相

違があるかどうかを検証することである．図2において，運用継続企業である西精工とB社，

および中止企業であるB社のデータを統合したうえで， まずはその影響メカニズムを確認し

たが，研究目的の完遂のためには，当該メカニズムが西精工, B社，およびA社のそれぞれ

において当てはまるのかどうかを検証しなければならない．そのため，多母集団同時分析を

行った．

最初に，西精工, B社，およびA社のそれぞれ社員群の間におけるモデルの等質性を検討す

るために，群問で等値制約を課さないモデル，群間で共分散のみに等値制約を課すモデル，群

間でパス係数にのみ等値制約を課すモデル，そして群問で共分散とパス係数双方に等値制約を

課すモデルを作成し，モデルの適合度の比較を行った．表4によれば，等値制約を課さないモ

デルが，他の何らかの等値制約を課したモデルよりも，ごくわずかではあるがよりデータとの

適合性が高いと判断された． したがって，本研究では等値制約を課さないモデルを採用するこ

とになるが，当該モデルについての分析結果は図3のとおりである．

分析結果は，統合データに基づく共分散構造分析の結果とほぼ同様であり，西精工, A社，

およびB社の全てについて，パスl-1,パス3,およびパス4が統計的に有意な正の関係にあ

ることを示している． また，それぞれのパス係数の値の大きさも，大きな相違は見られない．

しかし，パス2－2について，すなわち因果明瞭性から集約的効力感への影響経路については，

A社においてのみ統計的に有意な正の影響が確認された．等値制約を課さないモデルが採用さ

れた場合，西精工,A社，およびB社の間で，各潜在変数が他の潜在変数に及ぼす影響が等し
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図3多母集団同時分析の結果
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(注l)※※p<0.01,Xp<0.1
(注2）円の上の数字はR2であり，誤差項と共分散の表記は割愛している．

(注3)統制変数の値は，左から順にインタラクシヨン，集約的効力感グループパフオーマンスへのパ

スの標準化係数である．

(注4)パス係数が3段に渡り示されているが，上段の値が西精工， 中段がB社，下段がA社である．

表5標準化係数の企業間比較

西精工-A社 西精工一B社 A社-B社

1．714

1．427

0．467
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－1．869
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1．467

0．787

-0.374

1．299

0．980

2．244※

0．656

1.017

0．884

0．064

－1．928

－0．957

(注)Xp<0.05

いということを意味することにはならないのである．そこで，西精工,A社，およびB社間で

標準化係数に有意な差があるかを検定することとした．標準化係数の差異を標準正規分布に変

換した時の値が絶対値で1.96以上であれば，比較した企業間の標準化係数には5%水準で有意

な差があるといえる．表5によれば，西精工とA社の間でパス4に有意な差があることが分

かった． ただし，その他の全てのパスについては，各企業間で統計的に有意な差は認められな

かった．パス2－2については，図3によればA社についてのみに統計的に有意な影響が確認さ

れていたが，各社の標準化係数の間には有意な差は存在しないことが分かった．

また，努力実感性と因果明瞭性というAMSの特性が， インタラクションおよび集約的効力
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表6努力実感性と因果明瞭性の間接効果の推定結果

90％信頼区間

標準化間接効果 標準誤差 下限 上限

0.497

0.119

0.352※※※

0．019

0．212

－0．067

0.093

0．063
インタラクション→集約的効力感

西精工
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0．191

0.408※※※
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0.096

0.096

0．246

－0．123
インタラクション→集約的効力感→GP

0.647

0.195
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0.070

0.283

-0.047

0.106

0.073
インﾀﾗｸｼｮﾝ→集約的効力感

A社
0.438※※※

0．176

0.633

0.339

0．116

0．107

0.246

-0.036
インタラクション→集約的効力感－･GP
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0.272

0.433※※

－0．116
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-0.395

0.202

0.199
インタラクション→集約的効力感

B社
0．362※

-0.095

0．686

0．352

0．022

－0．393

0.214

0.227
インタラクション→集約的効力感→GP

(注l)※※※p<0.01,※※p<0.05,Xp<0.1
(注2)上段の値が努力実感性の間接効果の推定値であり，下段の値が因果明瞭性の間接効果の推定値で

ある．

感を介してグループパフォーマンスに及ぼす間接効果を， ブートストラップ法（標本数1000,

信頼区間10％）によって企業ごとに評価した(ShroutandBolgel;2002).その結果，表6のとお

り， 因果明瞭性は3社ともに有意な間接効果を及ぼしていなかったしかし，努力実感性につ

いては， インタラクションを介して集約的効力感に対して，およびインタラクションと集約的

効力感を介してグループパフォーマンスに対して，いずれも統計的に有意な正の間接的な影響

を及ぼしていることが確認された．

6．分析結果の考察

本研究は，多大な時間や費用を要して導入されたAMSが，企業によってはなぜ運用中止と

なってしまうのかということを問題意識に措定したうえで,AMS運用継続企業と中止企業と

の間で，部門別採算制度の諸側面がアメーバのパフォーマンスに及ぼす影響メカニズムを比較

し，相違の有無を確認するという研究課題を設定していた．前節の分析結果を受け，当該課題

に対して一定のアンサーが得られたかどうかについて解釈していきたい．

第一に，図3の多母集団同時分析の結果，運用継続企業である西精工およびB社と，中止企

業であるA社の間で,AMSのパフォーマンスへの影響メカニズムは概ね等しいことが分かっ

た． まずはいずれの企業においても, AMSの一次的な効果として，その特性の一つである努

力実感性がインタラクションに対して強い正の影響を及ぼしていることが確認された（西精

工=0.63, B社=0.60,A社=0.72).つまり，会計指標を通じて傾注した努力を実感できてい
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たり， フィードバックがタイムリーに提供されていると認知しているほど， アメーバ内外でイ
ンタラクションが引き起こされているのである. AMSの運用を継続している企業でも，それ

を後に中止することになり，その原因を既に内包していた企業でも，会計指標が組織成員の仕

事の結果を適切に反映し，それを即座に提供するからこそ，見過ごされていた仕事上の課題に

気づいたり，強化すべき取り組みを意識することができ，そしてその課題を解決したり， より

一層仕事のレベルを上げるうえで，他者の意見や考えを聴取する必要性が生じ，それが組織成

員問のインタラクションを生起させると考えることができる．

また,AMSの二次的・三次的な効果についても，西精工,B社，およびA社との間で大きな

相違がないことが分かった．すなわちインタラクションが集約的効力感に対して強い正の影響

を及ぼし（西精工=0.56,B社=0.72,A社=0.63),そして集約的効力感がグループパフォー

マンスに対して非常に強い正の影響を及ぼしていたのである（西精工＝0.78, B社=0.82, A

社=0.81).

しかし，表5に示した通り，標準化係数の企業間比較の結果，集約的効力感からグループパ

フオーマンスへのパス4について，西精工とA社の間で相違があることが分かったパス4に

ついては，いずれの企業においても，統計的に有意な強い正の関係が確認されているが，相対

的にA社の方が，西精工よりも強い影響を及ぼしていたのである．西精工と同様にAMS継続

企業であるB社については，パス4についてA社との間に有意な差が確認されていないこと

を踏まえると，西精工とA社の間に差がみられた理由が，継続企業固有のコンテクストによる

ものなのか，それとも中止企業固有のコンテクストによるものなのかを， ここでは判断するこ

とはできない． とはいえ,A社の場合，データ収集の時点から約2年後にAMSの運用を中止

しているが， ヒアリング調査などを通じて既にそのデータ収集の時点で，中止の原因と考えら

れるAMSに対する各種の不満が噴き出していた．そういった状況下においても，集約的効力

感が促進きれた場合には， よりグループパフォーマンスを促進することが示唆されたことは興

味深い発見事項であると言えよう．

以上のように，集約的効力感からグループパフォーマンスに対する影響について，継続企業

の西精工と中止企業のA社との間で相違が確認きれたわけである． しかし，その影響の相対的

な強さに相違がみられたということであり，いずれの企業においても強い正の影響が確認され

ている． また，努力実感性の集約的効力感およびグループパフォーマンスに対する間接的効果

を評価したところ, AMS継続企業である西精工およびB社， そして中止企業であるA社いず

れについても，表6の通り統計的に有意な正の影響を及ぼしており，かつ影響の強さもほぼ同

じであった． このことから,AMSの特性がグループパフォーマンスに及ぼす影響メカニズム

は，全体としてみれば,AMSを継続している企業（西精工とB社） とそれを結果として中止

した企業(A社）の間で，ほぼ同様であると結論づけることができよう． このことは,AMSの

運用を取り巻く状況が良好であっても，後に中止につながるほどの不満が高まっている状況で

あっても, AMSは一定の効果をもたらすということであり, AMSには運用状況の良否に関わ

らず普遍的な効果があることが示唆される．
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7．今後の課題

以上の考察の結果を受け，一つの疑問が生じることになる．すなわち, AMSの運用を中止

した企業においても,AMSが一定の効果を発揮していたとするのならば，なぜその後の中止に

つながってしまったのであろうかということである. AMSの運用によって一定程度グループ

パフォーマンスが向上したとしても，それ以上にAMSの運用に伴う負担感や不満が大きかっ

たのかもしれない. AMS継続企業と中止企業はいずれも，同じKCCSのコンサルテーション

を受けており，実際の帳票記入の手続きの内容について大差はないと考えられるが，それに対

する負担感の認知に差がでるということは，導入プロセスにおいて行動的・組織的要因に対す

る配慮不足が影響している可能性もあろう. ShieldsandYbung(1989),ArgynsandKaplan(1994),

谷・窪田(2010)などによれば，新システムの導入プロセスにおいては， トップマネジメントの

支援，十分な資源の提供，継続的な教育などの行動的・組織的要因に対する適切な対処が必要

だとされている．

中止に至る原因としては， グループパフォーマンスの向上が何らかの要因によって抑制さ

れ，向上してはいても全体としては低位にとどまっており，そのことがAMSに対する総合的

な満足度を低いものとなっていた可能性も指摘できる．例えば, AMSの運用においては，部

門別採算制度の充実とともに，経営理念の浸透が非常に重要であることが示唆されている（三

矢， 2003;稲盛， 2006;澤邉, 2010;潮, 2013;近藤・三矢, 2017).AMSを中止したA社におい

ては， この経営理念の浸透が十分になされておらず，そのことが結果として部門別採算制度の

効果を低位にとどめてしまったのかもしれない．

しかし，以上の解釈は現時点では推測の域をでない．それらは今後解明されるべき，重要な

研究課題であると言えよう． なぜなら， もし負担感が効果を上回ることがAMSの運用停止に

つながる重要な要因だとすれば，負担感を軽減するための諸策の充実が,AMSの運用を継続

するためには非常に重要であるということになるからである． また，向上の程度を抑制する何

らかの要因が存在するとするならば，その要因を特定したうえで，それに対する対策を充実さ

せることが,AMSを継続して運用していくうえで，非常に重要であるからである．以上のよ

うな後続すべき研究課題を設定することができるのは,AMSの部門別採算制度に関する特性

が, AMS運用継続企業でも中止企業においても一定程度の効果を生起せしめることができて

いるということを，本研究が解明したからこそである．その意味で，本研究のファインデイン

グスはAMS研究において高い貢献をなすものと思量する．
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注

’ ポジティブ心理学とは，人間のポジティブな部分をより伸ばすことを目指し， まずは人間

のもつ長所や強みを明らかにしたうえで，そのポジティブな機能を促進する方策を科学的・

応用的アプローチによって解明しようとするものである(SnyderandLopez,2007).

2管理会計の領域では,AMSに限らず，例えばActivity-BasedCosting(ABC)やBalancedScore

Cardなどの研究領域においても，その導入を促進する要因や阻害する要因についての研究が

欧米のみならず日本でも行われている(Cobbetal.1993;FosterandSwenson,1997;Kasumen,

2002;Kmmwiede,1998;乙政, 2005;Shields, 1995;谷, 2004).特に, ABCについては，多数

の先行研究が存在しており，その中でも，例えばMalmi(1997)では,ABCが導入後に中止

に至るプロセスと，それに影響を与えた要因を詳細に考察している．それによれば,ABC

を中止に至らしめる要因として, ABC導入に伴う負担感の増大，組織内における政治的な

行動，そして最後に組織文化が挙げられている． しかし，そういった要因が，管理会計シ

ステムの失敗や運用中止に影響を与えるとしても，管理会計システムによる組織心理に対

する「影響の与え方」にも影響を及ぼしているのかどうか，及ぼしているとするとどのよ

うな影響を及ぼしているのかについては，いまだ十分に解明されているとはいえない．

3 ヒアリング調査の実施記録は次の通りである． （ ）内はヒアリングの時間を示している．

2011年8月23日(lh)電子機器事業部製造部長A氏, 2011年8月23日(0.5h)自動車部品事

業部製造課長B氏, 2011年8月23日(2h)執行役員経営管理本部本部長C氏, 2012年1月

23日(1h)C氏, 2012年1月23日(1h)経営管理課課長D氏, 2012年1月24日(2h)B氏，

2012年2月24日(lh)A氏, 2012年2月24日(lh)B氏, 2012年2月24日(4h)課長・係

長・班長クラス6名．

4ヒアリング調査の実施記録は次の通りである．いずれもインタビュイーは同社の経営管理

課長のA氏であった. 2013年2月27日(2.5h),2013年7月30日(2h),2013年12月16日

(2h),2014年5月8日(3.5h),2015年10月30日(3h).

5領域再現法とは，探索的因子分析の結果の因子負荷量から，特定の因子への因子負荷量が

（最大の項目十最小の項目） （2番目に大きい項目十2番目に小さい項目） （3番目に大きい

項目十3番目に小さい項目） という組み合わせで下位尺度を構成していく方法である．
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主観的業績評価と組織業績との関係性

一環境不確実性と業績指標の多様性の調整効果一

桝谷奎太

＜論文要旨＞

本研究の目的は， 主観的業績評価の純効用が高まる状況を解明することである． 具体的には，主観的業績評価の純効用
を規定する要因として，環境不確実性と業績指標の多様性に着目する． また，主観的業績評価の純効用を測る尺度として
組織業績を選定する．そのうえで，主観的業績評価が組織業績におよぼす影響に対する環境不確実性と業績指標の多様性
の調整効果を検証することで．主観的業績評価の純効用が高まる状況を解明する．実証分析の結果，主観的業績評価は，
環境不確実性が高く，業紙指標の多様性が低い状況で組織業績（財務業績，市場業績）を高めることが明らかになった．
この結果は，特定の状況において，主観的業績評価と業績指標の多様性が，補完的というよりも代替的に機能することを
示している． また，本研究の分析結果は，主観的業績評価と業績指標の多様性は， 目標整合性の向上やリスクの低減をも
たらす点で役割が重複するものの，競争環境の不確実性によって，適合的なアプローチが異なることを示している．

＜キーワード＞

主観的業績評価，環境不確実性，業績指標の多様性，組織業績，調整効果
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tmsstudyfbCusesonenvirOnmentaluncertaintyandperfbnnancemeasurediversityassimationalfactorsthatwilldeterminenet-benefits
ofSPE・ThisstudyalsoselectsorganizationalperfOnnanceasthevariable,whichmeasuresnet-benentsofSPE・Onthiscondition,this
smdyexaminesthemoderatingeffectsofenvironmentaluncertaintyandperfbnnancemeasurediversityontherelationshipbetWeenSPE
andOrganizationalperfonnance.TheresultsshowthatSPEenhancesoIganizationalperfbnnance(6nancialandmarketperfonnanCe)
underhigherenvironmentaluncertaintyalongwithlowerperfonnancemeasu1℃diversity・Theresultsdemonstratethatthe1℃lationship
betweenSPEandperfbnnancemeasuIediversityunderspecifiedsituationsmaybesubstimtingeachother,ratherthanmutuallycomple-
mentaly・ Inaddition,theI℃sultsrevealthatsuitableapproachofperfbnnanceevaluation(SPEorperfonnancemeasuIEdiversity)diHers
byenvironmentaluncertaintyalthoughtheoverlappingrolesofthesetwoapproachesexistsastheyaimtoachievegoalcongruenceand
Iisk1℃duction・

Keywords

SubjectivePerformanceEvaluation,EnvimnmentalUncertainty,PerfonnanceMeasureDiversity,OIganizationalPerfbnnance,Modelt.
atingEffects

Submitted:May23,2017

Accepted:Mayl,2018

DoctoralSmdent,GraduateSchoolofBusinessand

CommeI℃e,KeioUniversity

Reseal℃hFellowshipfbrYOungScientists,JapanSoci-

etyfOrthePromotionofScience

2017年5月23日受付

2018年5月1日受理

慶應義塾大学大学院商学研究科後期博士課程

日本学術振興会特別研究員

57



管理会計学第27巻第1号

1． はじめに

本研究の目的は，主観的業績評価の純効用が高まる状況を解明することである．管理会計領

域の業績評価に関する研究では，単年度の収益や費用，投資利益率などの財務指標のみに基づ

く業績評価が，顧客満足や品質革新的な新製品の開発などを犠牲にした意思決定を行うイン

センテイブをマネジャーに提供する問題が古くから示されてきた(JohnsonandKaplan,1987).

また，競争環境の急激な変化などのマネジャーにとって管理不能な要因の影響によって，定量

的な業績指標がマネジャーの行動や努力の成果を正確に写し出ざなくなり，マネジャーの評価

が悪化するリスクが高まる問題が示されてきた(Bol,2008).

こうした問題を解決する手段の1つとして着目され展開してきたのが，主観的業績評価に関

する研究である．主観的業績評価は，公式や算式によってではなく，評価者の主観的な判断に

基づき，組織や個人の業績を評価する方法を意味する（梶原， 2005)．評価者は業績評価に主

観性を含めることで，マネジャーにとって管理不能な要因の影響を取り除いたり，将来の業

績向上に貢献する重要行動に報いたりすることができる．つまり，主観的業績評価には， リ

スク低減や目標整合性の向上などの効用がある(Bakeretal., 1994;Bol,2008;Gibbsetal.,2004;

HoppeandMoers,2011). ただし，主観的業績評価は，評価者の主観的な裁量や判断を特徴とす
るため，その利用には，評価バイアスや約束破り， えこひいき，評価基準の不確実性などの副

作用が伴うことがある(Bol,2008;Ittneretal.,2003a;Luftetal.,2016;Moers,2005;Prendergastand

Tbpel, 1993).結果として，マネジャーは， 自身の行動や努力と評価との関係の正確な予測が困
難になるため，業績評価によるインセンテイブの効果は低まる．

以上のように，主観的業績評価には効用だけでなく副作用が伴うために，それがあらゆる状

況で効果的であるわけではない点に先行研究のコンセンサスは得られている(Bakeretal., 1994;

Bol,2008;Gibbsetal.,2004).重要なのは，主観的業績評価が効果的であるかどうかではな<,

効用から副作用を差し引いた純効用がどのような状況で高まるかを解明することである．

そこで本研究では，主観的業績評価の純効用が高まる（あるいは低まる）状況に関する要因

として，環境不確実性と業績指標の多様性に着目する．環境不確実性は，競争環境の予測不能

性や動態性を意味し，業績指標の多様性は，財務のみならず非財務の広範な業績指標の利用を

意味する． これらは，主観的業績評価の利用や効果との相互関係が想定きれてきた重要な要因

である(Gibbsetal.,2004;HoppeandMoers,2011;Ittneretal.,2003a;KaplanandNorton,1996).例
えば，環境不確実性が高まるほど，管理不能な要因によってエージェントの評価が悪化するリ

スクを低めたり，環境変化に適応的な行動を促したりするために，主観的業績評価の利用が

高まる関係が想定されている(BolandSmith,2011;Gibbsetal.,2004;HoppeandMoers,2011)． ま

た，業績指標の多様性については，それが主観的業績評価と補完的に機能するのか，それとも

代替的に機能するのかについて対立的な議論がある(Ittneretal.,2003a;KaplanandNorton, 1996;

Luhetal.,2016;Moers,2005).いずれの要因についても，主観的業績評価の利用や効果との相

互関係についてはコンセンサスが得られておらず， さらなる調査が求められている．

また本研究では，主観的業績評価の純効用を測る尺度として組織業績を選定する．主観的業

績評価の効果を検証した研究は少ない． また，効果を検証している研究でも，動機づけや公

平感などに対する影響を検証するに留まっている(Bellavanceetal.,2013;ChengandCoyte,2014;

Moers,2005).それらの尺度は，主観的業績評価の広範な役割や影響を解明するのに適当だが，
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企業経営における主観的業績評価の重要性を理解するのに十分とは言えない．組織業績に対す

る影響の検証が，大局的な観点からの主観的業績評価の効果の解明に貢献する．

以上の研究目的・背景のもと，本研究では，主観的業績評価が組織業績におよぼす影響に対

する環境不確実性と業績指標の多様性の調整効果について，経済学の理論に基づき予測し経験

的に検証するl.分析には，郵送質問票調査により収集したデータとアーカイバルデータを用

いる． なお本研究では，郵送質問票調査の回答者として経営企画部長を選定し，企業の主要な

事業単位の状況やその責任者（事業部長など）の評価方法などについて尋ねている． こうした

データセットとの関係で，本研究では企業の主要事業単位の責任者をエージェントとして認識

し，企業単位の組織業績に重大な影響をおよぼすエージェントの行動や努力を適当な方向に強

く誘導することで，組織業績が高まる関係を想定し議論を進める． また，主観的業績評価には

いくつかの種類があるが(Bol,2008;Gibbseta1.,2004),本研究ではそのなかでも，裁量的調整

を主に想定し議論を進める．裁量的調整は,環境変化やマネジャーの説明など事前に明記され

た業績指標以外の要因を考慮に入れ，業績を主観的に評価する方法を意味する．

最後に，本研究の必要性や意義について説明する．梶原(2005)は, BSC(BalancedScorecal･d)

やEVA,成果連動報酬制度など，定量性や客観性を強調する業績評価制度への改革が， 日本企

業の競争力を低める危険性があると警鐘を鳴らしている．梶原(2005)が主張するように，定量

性・客観性を強調する業績指標に基づき，マネジャーの業績をシステマティックに評価するこ

とは，企業や事業の将来の成長に繋がる行動を阻害したり，人材育成・配置を歪めたりする危

険性がある．対して， 日本企業で伝統的に機能してきたとされる主観的業績評価(梶原， 2005）

は，将来の業績に影響をおよぼす行動や努力の柔軟な評価を意図する(Bol,2008;Ederhofi2010;

Gibbseta1.,2004). したがって，その効果の経験的な検証は，企業経営における主観的業績評
価の重要性の再考を促す点で必要性や意義がある． また，主観的業績評価には効用だけでなく

副作用が伴うことを考慮に入れると，組織業績におよぼす影響の検証が，主観的業績評価の重

要性を大局的な観点から理解することを可能にする．本研究では，短期的な財務業績のみなら

ず，将来の業績向上に対する主観的業績評価の貢献可能性をも検討するために，財務業績に加

え市場業績におよぼす影響を検証する．

本研究は次のように構成される． 2節では，先行研究の文献レビューを行い， 3つの仮説を

構築する． 3節では，分析に用いるデータと変数の測定について説明する． 4節では，分析結

果と考察を示す．最後に5節で，本研究の貢献，限界，および将来の研究課題を示す．

2．文献レビューと仮説構築

2.1主観的業績評価の効用と副作用

主観的業績評価には様々な効用がある．本研究では，先行研究(Bol,2008,2011;Gibbsetal.,

2004;HoppeandMoers,2011)を参考に，その効用を2つに整理する．

1つは，プリンシパルとエージェントとの目標整合性の向上である．定量的な業績指標を利

用しても，エージェントの行動や努力のすべてを正確に評価することは困難である． また，定

量的な業績指標，特に財務指標はエージェントの行動や努力が将来の業績におよぼす影響を正

確に写し出さないため，将来の業績向上をもたらす行動や努力を促すことが困難である． この
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ように，定量的な業績指標は生来的に不完全であるため(Hopwood,1972), こうした指標のみに

基づく業績評価には，特定の指標のみを重視し他の重要行動を無視するといった歪んだインセ

ンテイブをエージェントに提供する問題がある(HoImstromandMilgrom, 1991). この問題に対

し，プリンシパルは業績評価に主観性を含め，評価に利用する業績指標やその重みづけを公式

化する段階では十分に明らかになっておらず，事後的に明らかになる情報を柔軟に利用するこ

とで，エージェントの行動や努力を包括的に評価できる．エージェントは，プリンシパルの期

待や優先順位を予測し，プリンシパルの利得を最大化する行動をとるよう動機づけられるため

(Bol,2008), インセンテイブの歪みの問題は解決し， 目標整合性は向上する．
もう1つは，エージェントが負担するリスクの低減である．定量的な業績指標は，急激な環

境変化などの管理不能な要因によって測定値が変動する点でも不完全である．そうした不完全

性によって，エージェントの評価が悪化するリスクは高まる． これはエージェントにとって，

自身の行動や努力と評価との関係の正確な予測が困難になることを意味する．結果として，定

量的な業績指標によるインセンテイブの効果は低まる． ここで，プリンシパルは業績評価に主

観性を含め，エージェントにとって管理不能な要因の影響を取り除くことで，エージェントの

評価が悪化するリスクを低めることができる．結果として，業績評価によるインセンテイブの

効果は保持される．

こうした効用がある一方で，主観的業績評価には様々な副作用が伴う． より具体的には，業

績を主観的に評価するには，エージェントの行動や努力に関する追加的情報の獲得が欠かせな

いが，プリンシパルはそうした情報を獲得するために，時間や注意，資源などを投入する必要

がある(Bol,2008,2011). また，主観的業績評価には，評価バイアスや約束破り， えこひいき，
評価基準の不確実性などの副作用が伴う可能性がある(Bol,2008;Ittneretal.,2003a;Luftetal.,

2016;Moers,2005;PrendergastandTbpel,1993).エージェントは， 自身の行動や努力と評価との
関係を正確に予測できなくなるため，業績評価によるインセンテイブの効果は低まる．

以上のように，主観的業績評価には効用と副作用の両方が伴う．そのため，主観的業績評

価があらゆる状況で効果的であるわけではない点に先行研究のコンセンサスは得られている

(Bakeretal.,1994;Bol,2008;Gibbsetal.,2004).重要なのは，主観的業績評価が効果的であるか

どうかではなく，効用から副作用を差し引いた純効用が高まる状況を解明することである．

そこで以降では，主観的業績評価の純効用を規定することが想定される要因として，環境不

確実性と業績指標の多様性に着目する．そのうえで，主観的業績評価が組織業績におよぼす影

響に対するそれらの要因の調整効果についての仮説を構築する．

2.2環境不確実性の調整効果

経済学の理論に依拠した先行研究のいくつかは，主観的業績評価の利用を規定する要因とし

て，環境不確実性や部門間の相互依存性などのエージェントにとって管理不能な要因に着目し

検証している(BolandSmith,2011;Gibbsetal.,2004;HoppeandMoers,2011;Woods,2012). これ

らの先行研究は，管理不能な要因によってエージェントの評価が悪化するリスクを低めたり，

環境変化に適応的な行動を促したりするために，主観的業績評価の利用が高まる関係を想定

している．例えばGibbsetal.(2004)は，統計的に有意な分析結果を得られなかったものの，次

の2つの関係を想定した. lつは，エージェントにとって管理不能な要因が定量的な業績指標

に影響をおよぼすほど，主観的業績評価の利用が高まる関係である． もう1つは，環境不確
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実性が高まるほど，主観的業績評価の利用が高まる関係である. BolandSmith(2011)やWoods

(2012)は，管理不能な要因の影響によって悪化するエージェントの評価が，動機づけや公平感
の保持を目的として，主観的に上方修正されることを実証的に確認している．

経済学の理論に依拠すると，不確実な競争環境において，プリンシパルは業績評価に主観性

を含めることで，環境変化に適応的な行動をエージェントに促したり，エージェントが負担す

るリスクを低めたりすることができる．結果として，業績評価によるインセンテイブの効果は

高まり，エージェントはプリンシパルの利得を最大化するために行動・努力するよう動機づけ

られる．主観的業績評価には副作用が伴うものの，環境不確実性が高まるほど，その純効用が

高まる関係を想定できる2．そこで，次の仮説を提示する．

仮説l :環境不確実性は，主観的業績評価と組織業績との関係を正に調整する

2.3業績指標の多様性の調整効果

主観的業績評価と業績指標の多様性との関係について，その補完性を説明する理論的研究が

ある. KaplanandNorton(1996:220)によると，業績指標の多様性を1つの特徴とするBSCを利
用する状況においても，エージェントにとって管理不能な要因が業績に重大な影響をおよぼす

可能性や，経済的な価値を高めた（あるいは低めた）意思決定や行動を評価できない可能性が

ある．理想的には，エージェントは能力や努力，意思決定の質に基づき評価されるべきだが，

そうした要因の観測・評価は困難である． ここでBSCは，集約的な性質の財務指標よりもそ

うした要因を可視化し評価する機会をプリンシパルに提供することで，主観的評価の妥当性を

高める． このようにKaplanandNorton(1996)は，業績指標の多様性が，主観的業績評価の効用
を高める関係を想定している．

しかしながら，経験的研究のいくつかは，主観的業績評価と業績指標の多様性の代替関係

や，それらの併用がもたらす負の心理的影響を示している(HoppeandMoers,2011;Ittneretal.,

2003a;LipeandSalterio,2000;Luftetal.,2016;Moers,2005).HoppeandMoers(2011)は，非財務指
標を含む多様な業績指標を利用する状況よりも財務指標のみを利用する状況で，評価者が業績

評価に主観性を含めることを実証的に確認している. HoppeandMoers(2011)は， この結果に

ついてインフオーマテイブ原則(Holmstrom,1979)に基づき，業績指標の追加的設定はエージェ

ントが負担するリスクの低減に効果的だが，そうした効用が主観的業績評価の必要性を低める

と推察している. Luftetal. (2016)は，複数の業績指標を利用しながら業績評価に主観的を含め

ることで，エージェントが知覚する評価基準の不確実性が高まり，エージェントがプリンシパ

ルに評価を期待する意思決定や行動と，プリンシパルが実際に評価する意思決定や行動とが乖

離することを実験室実験で確認している. Luftetal. (2016)は， こうした分析結果から，複数の

業績指標を主観的に評価する状況で，エージェントは評価基準の不確実性を高く知覚するため

に，不完全にも関わらず単一の業績指標の利用を好む組織が存在すると推察している3．

こうした経験的研究の結果を踏まえ，業績指標の多様性の調整効果を2つの観点から予測す

る. 1つは，主観的業績評価の効用の観点である．業績指標の多様性が高まるほど，プリンシ

パルは，エージェントの行動や努力を包括的に認識できるようになる．つまり，業績指標の多

様性にも， 目標整合性の向上やリスクの低減などの効用があり， 2つのアプローチの役割は重

複している．主観的業績評価は，定量的な業績指標がエージェントの行動や努力を十分に映し
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出さない状況において効果的であるため(BaimanandRajan, 1995;Bakereta1., 1994),業績指標

の多様性が高まるほど，主観的業績評価の効用が低まる関係が想定される．

もう1つは，主観的業績評価の副作用の観点である．多様な業績指標を利用しながら業績評

価に主観性を含めることで，限定合理的なエージェントは評価基準の不確実性をより高く知覚

する． これは，エージェントにとって， 自身の行動や努力と評価との関係の正確な予測が困難

になることを意味する(BoI,2008;Lufteta1.,2016;Moers,2005;Woods,2012).結果として，業績

評価によるインセンテイブの効果は低まり，エージェントが負担するリスクも高まる．

以上の2つの観点から，業績指標の多様性が高まるほど，主観的業績評価の効用が低減する

だけでなく，その副作用が顕著になる関係が想定される．そこで，次の仮説を提示する4．

仮説2：業績指標の多様性は，主観的業績評価と組織業績との関係を負に調整する

2.4環境不確実性と業績指標の多様性の調整効果

最後に，環境不確実性と業績指標の多様性の2つの要因を考慮に入れ，主観的業績評価が組

織業績におよぼす影響に対するそれらの調整効果を予測する．

安定的な競争環境においては，重要行動・成果の事前の明確化が容易であり，定量的な業績

指標の測定値の変動は，環境変化ではなくエージェントの行動や努力による． このように，定

量的な業績指標がエージェントの行動や努力の成果を正確に写し出す状況では，客観的な業績

評価の効用が大きい(Bakereta1., 1994;MurphyandOyer,2003). ここで，業績指標の多様性を
高めることは，エージェントに対して包括的なインセンテイブを提供する点で効果的である

(Holmstrom,1979). したがって，安定的な競争環境において，業績指標の多様性が高まるほど，
主観的業績評価の効用が低まる関係を推察できる．

一方，不確実な競争環境においては，重要行動・成果の事前の明確化は容易ではない． また，

測定値の変動は，エージェントの行動や努力のみならず，競争環境の変化にも起因する． こう

した状況において，主観的業績評価は，定量的な業績指標の不完全性を補完する手段として効

果的である(BaimanandRajan, 1995;Bakereta1.,1994). ただし，業績指標の多様性もまた， 目標

整合性の向上やリスクの低減をもたらす(HoppeandMoers,2011). したがって，不確実な競争
環境において，業績指標の多様性が低まるほど，主観的業績評価の効用が高まる関係を想定で

きる．そこで，次の仮説を提示する．

仮説3：不確実な競争環境において，業績指標の多様性が低まるほど，主観的業績評価

が組織業績におよぼす正の影響は強まる．

3．研究方法

3.1データの収集

分析データは，東京証券取引所の一部上場1,822社

実施した郵送質問票調査により収集した．質問票は，

(2014年10月28日時点）を対象として

2014年11月4日に発送し， 同年ll月
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28日を回収期限とした． また， 回収率を向上するために, ll月25日時点で未回答の企業に催

促状を送付した． 回答者には，事業や個人の業績評価に精通していると想定される経営企画部

長を選定した5．そのうえで，企業内の主要な事業単位（事業部など）の状況や，その責任者

の業績評価を想定し質問に回答するよう質問票で説明した．回収期限後も含めた最終的な有効

回答社数（率）は308社(16.9%)であった．分析には，事業責任者の業績評価に予算を利用し

ていないと回答したサンプル（34社)， 回答に欠損を含むサンプル(18社),変数として利用

する組織業績のデータを入手できないサンプル（22社）を除いた234社のデータを用いる．

非回答バイアスを検討するために，いくつかの検定を行った． まず， 回答企業の業種分布に

関する適合度検定を行った結果，回答企業の業種分布が東証一部上場企業の業種分布と適合し

ていることを確認した(p>.10).次に， 回答企業と非回答企業の企業規模（連結売上高，従業

員数）の差についてt検定を行った． その結果，連結売上高，従業員数ともに顕著な差を確認

することはできなかった(p>.10).続いて，回収期限前後の企業規模の差についてt検定を行っ

た．その結果，連結売上高従業員数ともに顕著な差を確認することはできなかった(p>.05).

最後に，質問票の回収期限前後でサンプルを二分し，各質問項目の得点の差についてt検定を

行った．その結果， 2つの質問項目の平均値差に統計的な有意性を確認したものの，他の項目

に確認することはできなかった(p>.10)6.以上より，分析に用いるデータに重大な非回答バイ
アスは生じていないと考えられる．

3.2変数の測定

3.2.1主観的業績評価

主観的業績評価(SubjectivePerfonnanceEvaluation;SPE)は，公式や算式によってではなく，

評価者の主観的な判断に基づき，組織や個人の業績を評価する方法を意味する（梶原， 2005)．

主観的業績評価は特に，定量的な業績指標の不完全性を補完する手段として機能するため，本

研究では，次のように質問項目を設けた． まず, VanderStedeetal. (2006)に基づき，定量的な

業績指標を財務指標と定量的非財務指標に区分した．次に， これら2つの指標カテゴリーにつ

いての裁量的調整の実施に関する2つの質問項目をLibbyandLindsay(2010)を参考に設けた．
また， インタビユー調査から，業績の評価については裁量的な調整を行わず，定性的な非財務

指標あるいは日本企業に特徴的な能力・情意評価で業績に関する行動や努力について調整を行

う実践を確認した．そこで，そうした評価に関する2つの質問項目を設けた．

4つの質問項目についての主因子法による探索的因子分析の結果, lつの因子を抽出した

(表l).変数は, 4つの質問項目の得点を単純平均し測定する． クロンバックのαは.66であ

り，許容できる水準を満たしている(Hairetal.,1998).

3.2.2業績指標の多様性

業績指標の多様性(PerfonnanceMeasureDiversity;DIVERSITY)の測定にあたっては，先行研

究(Hoque,2004;Ittneretal.,2003b)を参考に，事業業績評価におけるカテゴリーレベルの業績指

標の重視度に関する8つの質問項目を設けた（表2)．変数は，質問項目の得点を単純平均し測

定する． ただし，その中の1項目である事業部利益指標の統計量は天井効果を示したため，変

数の測定から除外した． クロンバックのαは.80であり，十分に高い水準である．
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表l 主観的業績評価に関する記述統計・探索的因子分析の結果

平均値標準偏差最小値最大値第1因子質問項目

7 8874.08 1.31 1予算以外の定量的な非財務目標の達成度も，

状況変化や事業部門長の説明に基づき，評価

者が主観的に評価する

状況変化や事業部門長の説明に基づき，評価

者が予算目標の達成度を主観的に評価する

業績以外の人事評価（能力，職務評価）も

評価の対象とする

予算以外の定性的な非財務目標の達成度も

評価の対象とする

5763.96 1．38 7

7 ．4324.88 1．30 1

4.82 1.28 1 7 、417

注)各質問項目は「l全くそうではない」－「7全くそのとおり」の7点尺度で測定した

表2業績指標の多様性に関する記述統計

平均値標準偏差最小値最大値質問項目

売上高

事業部利益

営業キャッシュフロー

利益率（対売上高，投資，資産など）

顧客関連（市場占有率，顧客満足度，苦情件数など）

内部プロセス関連（生産性，品質，在庫，開発，納期など）

人材育成関連（教育，訓練，モチベーションなど）

企業・事業ブランドの構築・保守関連

８
８
９
４
１
５
３
８

２
８
４
Ｊ
３
２
２
２

１

●

１
１
１
１
１
Ｉ

『
〃
一
今
、
）
１
８
＆
（
ノ
ー
８
８
且
。
Ｉ
丑
３
８
１
１
０
且

７
７
７
７
７
７
７
７

5.55

6.24

4.45

5.59

4.66

4.75

4.55

4.29

注)各質問項目は「l全く重視していない」一「7極めて重視している」の7点尺度で測定した

3.2.3環境不確実性

環境不確実性(EnvironmentalUncertainty;EU)の測定にあたっては，先行研究(Ekholmand

Wallin,2011;Hoque,2004)を参考に, 3年先の事業環境の予測可能性に関する8つの質問項目

を設けた．主因子法による探索的因子分析の結果， 2つの因子を抽出した（表3)． ここで，第

2因子にも高い負荷量を示している政府の規制・政策と労使関係の項目は除外し，第1因子に

高い負荷量を示した6つの質問項目の得点を単純平均し測定する． なお，各質問項目は逆転尺

度で尋ねているため，変数の測定の際には逆転処理している． クロンバックのαは.83であり，

十分に高い水準である．

3.2.4組織業績

組織業績(O噸α"加"o"αﾉﾙﾉb'γ7，α"ce)は，先行研究(Ittneretal.,2003b;Saidetal.,2003)を参考

に，財務業績と市場業績の2つで測定する． まず財務業績は， 3年平均のROA(経常利益/総

資産）を業種平均で調整し測定する．次に市場業績は， トービンのQ(乃b加'Q)で測定する．

トービンのQは，株式時価総額と負債総額の合計を資本の再取得価格で除した値であり，企業
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表3環境不確実性に関する記述統計・探索的因子分析の結果

平均値標準偏差最小値最大値第1因子第2因子質問項目

自社の独自知識・ノウハウの

陳腐化・一般化

商品・サービス・情報に関する技

術

顧客の好みや需要

取引先・サプライヤーの行動

新たな競合の出現

競合企業の市場戦略

政府の規制・政策

労使関係

4.44 .90 1 6 .734 -．169

4.17 1.00 1 6 .717 -．219

-.242

.159

-.014

-.ll5

.499

.459

､683

.654

.641

.611

.449

.431

3.97

4.11

3.61

3.87

3.83

4.82
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６
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７
６
６
７

注)各質問項目は「l全く予測できない」－「7極めて正確に予測できる」の7点尺度で測定した

太字は， 因子を構成する質問項目を示す．

の成長性に対する投資家の期待や評価を含んだ企業価値を示す． トービンのQも，業種平均で

調整し測定する7．

3.2.5コントロール変数

コントロール変数としては, Saidetal. (2003)などを参考に，負債比率(Levemge), フリー

キャッシュフロー総資産比率(FCF),および組織規模(Size)を投入する． また， トービンのQ

を従属変数とした分析では， 当期の財務業績がトービンのQにおよぼす影響をコントロール

するために，単年度のROA(ROACo""DI)を投入する．負債比率は，負債合計を総資産で除し，

100を乗じて測定する． フリーキャッシュフロー総資産比率は，営業キャッシュフローと投資

キャッシュフローの和を総資産で除し, 100を乗じて測定する．組織規模は，期末従業員数の

対数値で測定する．

4．結果と考察

4.1記述統計と相関

表4は，分析に用いる変数の記述統計と相関を示している. PanelBは，主観的業績評価と

業績指標の多様性，および環境不確実性との相関がそれぞれ弱いことを示している． したがっ

て，説明変数間の多重共線性は重大な問題にならないと考えられる．

4.2仮説の検証

仮説を検証する方法には，重回帰分析を採用する．主観的業績評価が組織業績におよぼす影

響が，業績指標の多様性という業績評価の他の特徴に調整されるのかどうかを検証するのに，

重回帰分析は適している(GrabnerandMoers,2013).本研究では，次の回帰式を推定する．
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表4変数の記述統計と相関

最大値標準偏差 最小値平均値

PanelA記述統計

I SPE

2DﾉﾘﾉERSﾉTy

3EU

4RO"

5 7b""'g

6 Z,eveﾉ･age

7FCF

8 Size

9RO4 (tb""ノノ

PanelB相関

7.00

7.00

6.00

．93

．87

．77

4．46

．29

17.79

6．36

1．42

4．31

５
７
３

２
５
８

●
■
●

召
Ⅱ
且
へ
ノ
ー
勺
Ｈ
１

4．43

4．84

3．97

‐､39

‐､03

49.76

1．90

7．95

6．51

81 2 4 5 6 7
旬

。

１
２
３
４
５
６
７
８
９

SPE

D〃/ERSﾉTy

E(ノ

RO4

7b〃"'g

Z,eveﾉ･age

FCｿﾏ、

S吃e

RO" (tb""ﾉノ

,180**

-.166*

、043

．069

.ll7T

.001

．048

．066

-.131*

、055

－．055

．032

.115f

,211**

、052

、093

.106

-.128*

.153*

-.075

.078

､652＊＊＊

-.370*＊＊

、096

.076

.737**＊

、036

.068

.048

470*＊＊

‐､208＊＊

､250*＊＊

-.459＊＊＊

、015

326**＊ ‐､l35*

注)回答企業の特定を可能にする情報は空欄としている．

Pearsonの相関係数. Tp<.1,*p<.05,**p<.01,***p<.001 (両側）

0噸α"jZα"o"αj此げo""α"Ce＝

α＋β≧SPE+β≧DIVERSITY+β≧EU+β≧SPE*DIVERSITY+

β≧SPE素朋十β≧DIVERSITY蕊即+67sPE*DIvERsITY窯朋+Zco"""ﾉs+E (1)

以上の回帰式の推定に向け， 3つのモデルを設定する．第1モデルでは，主たる説明変数で

ある主観的業績評価(SPE),業績指標の多様性(DⅣ駅S"Y),環境不確実性(E【ﾉ)に加え， コン

トロール変数である負債比率(Levemge), フリーキャッシュフロー総資産比率(FCF),および

組織規模(S/ze)を投入する． トービンのQを従属変数とした分析では，単年度のROA(RQ4

Cb""o/)も投入する．第2モデルでは, 2要因の交互作用項を投入し，第3モデルで3要因の

交互作用項を投入する． なお，主観的業績評価，業績指標の多様性，および環境不確実性は平

均値がゼロになるよう中心化し，それらの積によって交互作用項を測定している．

表5は, ROAとトービンのQのそれぞれを従属変数とした重回帰分析の結果を示している．

まず想定通り，従属変数がいずれの場合でも，主観的業績評価の主効果に統計的な有意性
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表5重回帰分析の結果

従属変数 ROJ4 7b〃".g

Model l Model2 Model3 Model4 Model5 Model6

-.005

-.036＊

.031T

一.028十

．039*＊

-.035＊

-.027*

、005＊＊＊

‐､003

.021ナ

、043＊＊＊

-.719***

、395

.365

13.150***

、006

-.028T

.031ナ

、003

-.028十

．025

-.022

040*＊

-.037＊

.185

‐､016

．398

‐・’ 14

．270

‐､487十

一.580*＊

-.101***

‐､004

.608*＊

403

111

319

１
６
７
７
５
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４
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０
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９

『
』
１
つ
』
０
２
１

●
●
●
●
●
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亀
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》

●

』

SPE

Dﾉﾘ/ERSノ7y

EU

SPE*D〃/ERSﾉTY

SPE*EU

D/"ERSITy*E(ノ

SPE*D〃′ERSﾉTy*EU

Leveﾉ幻ge

FCF

Size

RO" (Co""℃ノノ

定数

Rz

A(M.R2

ModelF

、005＊＊＊

-.004

.018

.044*＊＊

-.701***

、332

.311

16.054***

.005***

－．004

．018

．044**＊

-.689**＊

、377

.349

13.500**＊

-.105***

‐､005

.551**

-.105***

－．007

.541**

、436

.179

.157

8.242*＊＊

－．204

.231

.196

6．691***

、524

.196

.164

6.085***

注)最小二乗法に基づく推定，係数は非標準化． ↑p<.1,*"<.05,**p<.01,***p<､001 (両側）

を確認できなかった(6=.403,p=.147,6=.006,p=.707). この結果は，主観的業績評価には

効用と副作用が伴うため，それがあらゆる状況で効果的とは言えないことを経験的に示して

いる．

次に仮説lについて,Model2とModel5における主観的業績評価と環境不確実性との交互

作用項の正の係数は, ROAを従属変数とした分析では統計的に有意ではなかったが(6=.295,

p=.224), トービンのQを従属変数とした分析では有意であった(6=.040,p=.004).そこで，

トービンのQを従属変数とした場合の交互作用の内容を解明するために単純傾斜分析を行っ

た． より具体的には,AikenandWest(1991)を参考に，環境不確実性が±1SD(標準偏差）の得

点をとった場合の主観的業績評価の単回帰直線を推定した．その結果，環境不確実性の得点が

高い場合(+1SD)に，主観的業績評価がトービンのQを高める関係が確認された(6=.056,

p=.032). したがって，仮説lは部分的に支持された．

仮説1に関する分析結果は，従属変数に関わらず，主観的業績評価と環境不確実性の交互

作用項の係数が正であることを示している． しかしながら, ROAを従属変数とした分析では，

統計的な有意性を確認できなかった．主観的業績評価は，現在というよりも将来の業績に影

響をおよぼす行動や努力を促す手段として機能するため(Bol,2008;Ederhof2010;Gibbsetal.,

2004)，効率性を示すROAとの関係に統計的な有意性を確認できなかった可能性がある．

続いて仮説2について，従属変数がいずれの場合でも,Model2とModel5における主観的

業績評価と業績指標の多様性との交互作用項の係数に統計的な有意性を確認することはできな

かった(6=.007,p=.978,6=一・022,p=.123)． したがって，仮説2は支持されなかった．

最後に仮説3について，従属変数がいずれの場合でも,Model3とModel6における主観的
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図1 主観的業績評価，業績指標の多様性，および環境不確実性の交互作用
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業績評価，業績指標の多様性，および環境不確実性の交互作用項の負の係数が統計的に有意で

あった(β=-.580,p=.002,6=-.027,p=.012).そこで，交互作用の内容を解明するために，

業績指標の多様性と環境不確実性がそれぞれ±1SDの得点をとった場合の主観的業績評価の

単回帰直線を推定した．図lはその結果を示している．分析の結果，環境不確実性の得点が高

く，業績指標の多様性の得点が低い場合に，主観的業績評価がROAとトービンのQを高める

関係が確認された(β＝､975,p=.052,6=.109,p=.001).他の単純傾斜に統計的な有意性を確

認することはできなかった(p>.10). したがって，仮説3は支持された8.

仮説2と3に関する分析結果は，主観的業績評価の純効用が高まる状況を解明するうえで，

業績指標の多様性と環境不確実性の双方を考慮に入れる重要性を示唆している． なお，分析結

果の解釈にあたり，表5のModel2とModel5における業績指標の多様性と環境不確実性の交

互作用項の係数が負である理由を解釈する必要がある．それは，実証的に確認されたこの負の

係数が，本研究の理論的想定と対立するためである． より具体的には，仮説2の構築時には，

業績指標の多様性が， 目標整合性の向上やリスクの低減などの効用をもたらす関係を想定して

いた． また仮説3の構築時には，競争環境の不確実性が高まるほど，そうした効用が高まる関

係を想定していた． しかしながら，本研究の分析結果は，環境不確実性が高まるほど，業績指

標の多様性の効用が低まる関係を示している．本研究の理論的想定と分析結果とが整合的でな

いため， まずはこの分析結果を解釈する必要がある． こうした解釈を経ることで，主観的業績

評価，業績指標の多様性，および環境不確実性の複雑な相互関係の解明が可能になる．

そこでまず，環境不確実性と業績指標の多様性の交互作用の内容を詳細に理解するために，

単純傾斜分析を行った．その結果，環境不確実性の得点が高い場合に，業績指標の多様性が

トービンのQを低める関係が確認された(β=-.058,p=.051).一方，環境不確実性の得点が

低い場合に，業績指標の多様性がROAを高める関係が確認された(6=1.040,p=.026). こう
した分析結果は，不確実（安定的）な競争環境においては，業績指標の多様性が不適合（適合）

的である可能性を示唆している．環境不確実性と業績指標の多様性のこうした相互関係につい
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ては，次の2つの観点からの解釈が可能である．

1つは，エージェントの行動や努力を誘導する方向性の観点である．先行研究のいくつか

は，不確実な競争環境における意思決定影響（業績評価） 目的での多様な業績指標の利用の問

題を示している(IttnerandLarcker, 1997;MicheliandManzoni,2010). IttnerandLal℃ker(1997)は，

米国企業を対象としたインタビュー調査から，不確実な競争環境において，非財務指標が事前

に設定・策定した目標や計画通りに行動するようエージェントを過度に制御することで，新た

な機会の発見や競争環境の変化への適応を阻害する問題を企業が認識していることを確認して

いる. BSCに関する先行研究でも, BSC自体は競合企業の行動や技術展開の継続的観察を想

定していないことや,BSCの短所が内部志向的で静態的な傾向にあることが示されている（南

雲, 2014;NO1reklit,2000). これらの先行研究を考慮に入れると，意思決定影響目的で利用する

業績指標の多様化は，マネジャーの行動や努力の方向性を過度に内向きにすることで，環境変

化への適合を阻害する可能性がある．

もう1つは，業績指標の測定値の分析・解釈に要するコストの観点である． この観点は，プ

リンシパルとエージェントの限定された情報処理能力に関連する. PDCAサイクルを円滑に進

めるには，適当な業績指標を設定し，測定値を分析し，分析結果に基づいて行動することが求

められる． しかしながら，競争環境の不確実性が高まるほど，適当な業績指標の特定・設定や，

測定値の背景にある市場の動向や競合企業の行動の把握が困難になる．業績指標の多様化は，

こうした把握を一層困難にする． また，分析や報告書の作成に要する時間を増大し，環境変化

への適応策の選択に関する議論に十分な時間を割けなくなる可能性もある9．結果として，環

境変化への適応が遅れる可能性がある．つまり，不確実な競争環境においては，業績指標の多

様化がもたらす効用を，費用を含めた副作用が上回る可能性がある．

以上を総合し，仮説2と3に関する分析結果を考察する．不確実な競争環境において，主観

的業績評価は，エージェントの評価が悪化するリスクを低減したり，環境変化への適応行動を

促したりする効用がある(Bol,2008;Gibbsetal.,2004;HoppeandMoers,2011). しかしながら，

こうした状況で，業績指標の多様性がエージェントの行動を制御することで(ImerandLarckeI;

1997;MicheliandManzoni,2010),主観的業績評価のそうした効用を低める可能性がある．その

ため，競争環境の不確実性が高く，業績指標の多様性が低い場合には，主観的業績評価が組織

業績を高める関係が確認されたのに対し，業績指標の多様性が高い場合には確認きれなかった

可能性がある．一方，安定的な競争環境においては，重要行動・成果の特定が容易であるとと

もに，測定値は，エージェントの行動や努力の成果を正確に写し出す． こうした状況では，多

様な業績指標の設定が可能であり(TYessenandWaterhouse,1983),それは目標整合性の向上やリ

スクの低減をもたらす．加えて， こうした状況では，多様な業績指標の利用による意思決定や

行動の制御が重大な問題になるとは限らない(MicheliandManzoni,2010). したがって，主観的

業績評価や業績指標の多様性，およびそれらの相互関係の効果を解明するには，競争環境の不

確実性を考慮に入れる必要があり，仮説2が支持されなかったのはそれを考慮に入れていない

ための可能性がある． また，仮説3に関する分析結果は，不確実な競争環境において，主観的

業績評価と業績指標の多様性とが補完的というよりも代替的に機能することを示している．
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5． おわりに

本研究の目的は，主観的業績評価の純効用が高まる状況を解明することであった． この目的

のために，本研究では，主観的業績評価が組織業績におよぼす影響に対する環境不確実性と業

績指標の多様性の調整効果について，経済学の理論に基づき予測し経験的に検証した．サーベ

イとアーカイバルデータに基づく分析の結果，主観的業績評価の純効用は，環境不確実性が高

く，業績指標の多様性が低い状況で高まることが明らかになった． こうした分析結果のインプ

リケーションや本研究の貢献は，次の3点にまとめられる．

第1に，本研究は，組織業績の向上に対する主観的業績評価の貢献可能性を経験的に示し

た．主観的業績評価の効果に関する先行研究は，動機づけや公平感などの尺度に対する影響の

解明には取り組んできたものの(Bellanvanceetal.,2013;ChengandCoyte,2014;Moers,2005),組

織業績に対する影響の解明には十分に取り組んでこなかった．本研究では，組織業績を財務業

績と市場業績で測定し，それらに対する影響を検証したこうした検証は，企業経営における

主観的業績評価の重要性を大局的な観点から多面的に理解することに貢献する．

第2に，主観的業績評価の純効用が高まる状況に関する理解を深めた．分析の結果として，

主観的業績評価の純効用が高まるのは，環境不確実性が高く，業績指標の多様性が低い状況で

あることを確認した．主観的業績評価と業績指標の多様性とが補完的に機能するのか，それ

とも代替的に機能するのかという点についてコンセンサスが得られていないなか(Ittneretal.,

2003a;KaplanandNorton,1996;Luftetal.,2016;Moers,2005),本研究の分析結果は，特定の状況

において両アプローチが補完的というよりも代替的に機能することを示している．

第3に，本研究の分析結果は，競争環境の不確実性によって，業績評価の適合的なアプロー

チが異なることを示している．先行研究では，主観的業績評価と業績指標の多様性の役割が，

目標整合性の向上やリスクの低減にある点で重複することが示されている(HoppeandMoers,

2011).本研究の分析結果は，そうした理解を深化する次の示唆をもたらす．不確実な競争環

境では，主観的業績評価が適合的である．一方，安定的な競争環境では，業績指標の多様性が

適合的である． こうした示唆は，両アプローチの役割の重複という理解を超えた知見をもたら

す点で意義がある． また，不確実な競争環境における業績指標の多様性の不適合性の確認とそ

の考察については，業績指標の多様性に関する研究の発展にも貢献することが期待される．

しかしながら，本研究にはいくつかの限界も残されている．第1に，本研究の着眼点に関す

る限界である．本研究では，主観的業績評価のなかでも裁量的調整に主に着眼しており，他の

種類の純効用が高まる状況を説明していない． また，業績指標の多様性についても，その意思

決定影響（業績評価） 目的での利用に着眼しており，他の目的での利用について分析結果が再

現されるかどうかは不明確である．将来は，主観的業績評価の他の種類や，業績指標の他の利

用目的に着眼することが求められる．

第2に，変数の測定に関する限界である．業績指標の多様性の測定については，財務，顧客，

業務プロセスなどのカテゴリーレベルの業績指標の重視度に関する質問項目を用いており，業

績指標の数を用いているわけではない． したがって，業績指標の多様性の測定の妥当性には懸

念が残る． また，変数の測定対象に関して，組織業績については企業全体が対象だが，郵送質

問票調査の収集データで測定した変数は企業の主要な事業単位が対象である．測定対象のこう

した相違のために，組織業績におよぼす影響に誤差が含まれている可能性を排除できない．将
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来は， アーカイバルデータの利用などにより， こうした限界を克服することが求められる．

第3に，本研究では，主観的業績評価の純効用が高まるメカニズムを厳密に検証していない．

これは，分析結果の解釈の多様性をもたらす点で問題である．将来は，主観的業績評価がどの

ようにして組織業績に影響をおよぼすのかという問いを解明すべ〈，他の理論に依拠したり，

隣接分野の知見を援用した媒介モデルを検証したりすることが求められる． また，主観的業績

評価と業績評価の他の特徴との相互関係の理解を深めるべく，評価者（上司）はマネジャーの

行動や努力に関する様々な情報を総合し，評価をどのように行っているのか，マネジャーはそ

うした評価をどう知覚しているのかという点について解明することが求められる．
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注

’本研究は，プリンシパルとエージェントの限定された情報処理（収集．分析）能力を1つ

の仮定とする新制度派経済学（菊澤, 2016)に基づ<. なお，本研究では経済学の均衡の

仮定を緩め，均衡の選択に関する企業間の差の存在を想定する． より具体的には，本研究

では，均衡を認識するタイミングや，均衡に到達するまでのタイムラグに企業間の差があ

ること，均衡には様々な程度があり，それが最適点に近づくほど業績が高まることを想定

する(Chenhall,2007;GerdinandGI℃ve,2004). こうした想定は，最適な均衡までの距離に企

業間でのばらつきが存在し，企業間に業績の差が存在することを意味する． こうした想定

はコンテインジェンシー理論に類似するが，本研究では，特定の理論的枠組みを持たない

当該理論ではなく，経済学の理論に基づき組織業績への影響を予測する．

2Govindarajan(1984)は， コンテインジェンシー理論に依拠し，業績が優れている組織では，

環境不確実性が高まるほど主観的業績評価の利用が高まる関係を想定し，その関係を実証

的に確認している．

3Luftetal. (2016)は心理学の理論に依拠した研究であるが，その理論的考察は，プリンシパ

ルとエージェントの限定された情報処理能力を仮定する新制度派経済学(菊澤, 2016)とか

け離れていないと判断し，文献レビューの対象とした．すなわち本研究は,Luftetal. (2016)

の理論的想定や研究結果が，本研究の仮説構築で参考にできると考えている．

4業績指標の多様性の主効果の予測も可能であるが行わなかった．その理由は，本研究の目

的が，業績指標の多様性の主効果ではなく，主観的業績評価が組織業績におよぼす影響に

対するその調整効果の解明にあるためである．
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5質問票は，ダイヤモンド社D-WSIONシリーズのデータベースサービスを利用し, 1社1名

制御で個人名を指定し郵送した．個人名が特定できない場合には，本社所在地の経営企画

担当部門長宛に質問票を送付した．

6平均値差に統計的な有意性を確認した質問項目は， 「予算以外の定量的な非財務目標の達成

度も，状況変化や事業部門長の説明に基づき，評価者が主観的に評価する」 (#=2.133,p=

．034)， 「状況変化や事業部門長の説明に基づき，評価者が予算目標の達成度を主観的に評価

する」(r=1.661,p=.099)である． ただし，平均値差の効果量(Hedgegg)はそれぞれ.29お

よび.23と小さいことから，平均値差は重大な問題にならないと考えられる．

7アーカイバルデータは， 日経NEEDS-FinancialQUESTから連結ベースで収集した．

8本研究の仮説構築では，主観的業績評価のなかでも裁量的調整に主に着目しているが，変

数の測定では，裁量的調整との対応がそれほど強くない質問項目も用いている．そこで，

裁量的調整に相当する2つの質問項目 （表1で因子負荷量が相対的に高かった2つの質問

項目）のみで主観的業績評価を再測定し，同様の分析を行った．その結果，表5とほとん

ど同じ分析結果が得られた． この結果は，主観的業績評価の測定に用いる質問項目の相違

が，分析結果に重大な影響をおよぼざないことを示している．

9Simons(2010)は， この考察に類似する説明をしている．具体的には，業績指標の多様性の

高まりが，分析・報告に要する時間を増大するとともに，マネジャーが業務を遂行する自

由を制約することで，革新的行動や顧客ニーズへの反応を阻害すると説明している．
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論文

取引相手の選択と探索コストとの関連性

坂口順也

＜論文要旨＞

組織間マネジメント ・コントロール研究では，組織間での協働や契約に加えて，取引相手の選択が議論

されている． しかし， その内容は，利用する選択項目に集中しており，利用に際して必要となる努力や負

担との関連性については検討の枠外にある． そこで，本研究では， 日本の加工組立型企業を対象とした質

問票データ (101社）を用いて，取引相手の選択で重視する「選択項目」と，取引相手の探索に関わる努力

や負担である「探索コスト」との関連性について検討した．検討の結果，業務レベルの項目や，製品開発

に関連する項目を重視して取引相手を選択する場合に， 多くの努力や負担を投じる必要があることを明ら

かにすることができた． また， より詳細に見ると，業務レベルの項目を重視する際には，選択対象となる

取引相手を広げる必要があることや，戦略上重要な製品開発関連の項目を重視する場合には， 多くの人材

を投入し，時間をかけて取引相手を選択する必要があることを把握することができた．
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1． はじめに

組織間マネジメント ・コントロールは，今日，管理会計の主要な研究課題の一つとして認識

され，欧米だけでなくわが国においても研究が蓄積されている(AndersonandDekkeI;2009;窪

田, 2012a;坂口ほか, 2015). ここでのいくつかの知見は，取引経済学などに依拠した一般的

なものであるとともに，管理システムに焦点を当てて組織間関係に関する隣接領域の研究にも

貢献することから，管理会計の領域だけでなく，組織間関係を取り扱う他の領域にも提供され

ている(Andersonetal.,2015).

こうした組織間マネジメント ・コントロールに関わる研究では，原価低減目標の設定， 目標

の達成状況の評価原価低減活動の支援といった原価管理活動に代表される組織間での｢協働」

や，対象とする範囲の広さ，個々の条項の詳細さ，事後的な協働や状況対応の支援などの組織

間における「契約」の諸側面に加えて，取引相手の「選択」が注目されている． ここから，組

織間マネジメント ・コントロールは，選択し，契約し，協働するという一連のプロセスとして

とらえることができる(AndersonandDekkeI;2009;坂口ほか, 2015). また， ここでの取引相手

の選択は，契約締結の前において，複数の企業から交渉相手となる企業を探索するプロセスを

経て，取引相手を決定する段階として位置付けることができる．取引相手の選択については，

組織間マネジメント・コントロール研究が進展する欧米において，取引相手の選択項目（技術，

品質，納期，組織文化の共通性，評判など）を中心に検討が進展している(Ittneretal.,1999).

しかし， これらの項目を利用した取引相手の選択が， どの程度の努力や負担を必要とするの

かについては，十分に明らかにされていない.取引相手の選択は，候補となる企業を複数探索

するプロセスを経て，選択項目に合致した取引相手を最終的に決定する． ここでの探索プロセ

スは，行動や情報に関するリスクを縮減するべく多くの人的資源を動員しながら時間をかけ

て広範に探索するといったように，企業にとっての負担を生じさせる(BaimanandRajan,2002;

Krishnanetal.,2011). しかも， ここで生じる負担は，企業が重視する選択項目に応じて異なる

ことが想定される．例えば，価格のみを重視する場合と，価格に加えて品質・納期・評判など

を重視する場合とでは，後者の方で評価基準が多様かつ複雑であることから，取引相手の探索

に多くの努力を投じることが求められるといえる．

これをふまえると，取引相手の選択については，選択項目に注目するだけでは不十分であ

り，特定の項目に伴う探索プロセスでの負担を考慮することで，単純に多くの項目を重視すべ

きであるという主張(Carrandlttnel;1992)を超えた議論が展開できるようになると思われる．

すなわち，重視する「選択項目」が，取引相手の探索で必要となる努力や負担である「探索コ

スト」に対してどのように影響するのかを検討することにより，選択項目を利用する上でどの

程度の負担や努力が必要となるのか，あるいは， どのような選択項目を実際に利用することが

できるのかを理解するための一助が提供できるようになると考えられる．

これに加えて，わが国では，取引関係の抜本的な見直しが実務で進展しているにもかかわら

ず，取引相手の選択に関わる議論が限定されている．従来， わが国企業の組織間関係（とくに

バイヤー・サプライヤー関係）は，取引相手を少数に限定した安定的なものであり，共同問

題解決を志向するものであることが強調されてきた（浅沼, 1984;Nismguchi, 1994). しかし，
2000年前後を境として，わが国の取引関係は，系列外取引の拡大と再構築など，異なる動向が

進展しているといわれている(Kawaietal.,2013;延岡, 1999). こうした動向をふまえると，組
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織間での原価管理活動といった協働の側面だけでなく， この前提となる取引相手の選択にまで

分析の視野を広げるとともに，協働の側面に関わる近年の研究動向（窪田, 2012b;坂口, 2009)

と同様に， わが国のデータを用いて取引相手の選択に関わる一般的傾向を明らかにすることが

必要である．

そこで，本研究では， 日本の製造企業を対象とした質問票データを用いて，個々の選択項目

に注目し，その利用と取引相手の探索コストとの関連性について検討する．

2．先行研究の整理と仮説の設定

2鰯1取引相手の選択

近年，企業実務における組織間関係への関心の高まりに伴い，組織間でのコントロール・シ

ステムを取り扱う組織間マネジメント ・コントロールが，管理会計の研究領域で注目されてい

る(AmdersonandDekker,2009). ここでは，組織間原価管理に見られる組織間でのコントロー

ル・システムの運用や，取引相手の選択や取引相手との契約に代表される組織間でのコント

ロール・システムの設計が，欧米を中心に議論されている．中でも，契約交渉の相手となる企

業を選別する段階である取引相手の選択は，契約を締結する前の重要な取り組みとして，欧米

の研究で議論されている．

取引相手の選択については，重視する選択条件や選択項目に関する記述がいくつかの研究で

見受けられる．例えば, CalTandlttner(1992)は，取引相手を選択するにあたり，購入価格だけ

でなく，品質不良や配送遅延の影響，管理業務の実施，取引相手の支援から生じる研究開発や

原価低減の効果などを財務的に考慮し，意思決定に役立てる必要があると主張しているl. ま

た, Ittneretal.(1999)は， カナダ， ドイツ， 日本，米国の自動車企業とコンピュータ企業のデー

タを基礎に，取引関係のタイプ（アームスレングス型，中間型，パートナーシップ型）が，取

引相手の「選択・モニタリング実務」とパフォーマンスとの関連性に影響を与えること，すな

わち，パートナーシップ型の取引関係において， 「モニタリング実務」の利用がパフォーマン

ス（総資産利益率，長期的サプライヤーの比率，製品品質）に貢献することを明らかにしてい

る． これに加えて，彼らは， 「選択・モニタリング実務」の一つとして，サプライヤーの業務に

関連する項目 （例えば，品質の重視， オンタイム配送の重視，安定供給の重視など）を利用し

た取引相手の選択を，調査上の変数に含めている． さらに，管理会計に隣接する経営学（マー

ケティング）の研究であるKatsikeasetal. (2004)は，取引相手であるサプライヤーの「選択・

評価項目」として，信頼性，価格，サービス，技術をあげている． これに加えて，彼らは，パ

フオーマンス（市場シェア成長率，収益性，売上高成長率，顧客満足度）の高いバイヤーと低

いバイヤーとを比較し，前者の方が，サプライヤーの業務に関するこれらの項目に対する評価

が高いことを明らかにしている．

最近の研究でも，取引相手の探索段階で重視する項目に関わる検討が進展している． ここで

は，業務レベルの項目に加えて，組織文化の共通性，外部による評判，新製品のタイムリーな

市場導入といった多様な項目が注目されている．例えば, Dingetal. (2013)は，取引相手の選
択項目として， 「組織文化の共通性」や外部による「評判」などをあげるとともに， これらの

項目を重視した取引相手の評価が，組織間での契約に影響を与えることを明らかにしている．
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具体的に，彼らは，外部による「評判」を利用した取引相手の選択が，取引相手との契約の一

側面である「契約に含められる事項の幅広さ（包括性)」に正の影響を与えること，すなわち，

企業を選別する段階で外部の評判を重視することが，第三者からの情報の収集を促進し，結果

として多くの事項を含めた契約の締結に結びつくことを明らかにしている． また， これに関連

して,Dekkeretal. (2016)は，取引相手を評価するための項目として，製品開発といった「イノ

ベーション」などをあげるとともに， これらの項目の利用が，取引相手との協働目的（現地市

場へのアクセス，資源の評価，学習など）に影響を受けることを指摘している2．

また，取引相手の選択に関わるもう一つの議論として，取引相手の探索段階で必要となる努

力や負担（選択対象となる取引相手の範囲の広範さや，選択に必要となる時間や人員などと

いった探索コスト）がいくつかの研究で見受けられる3．例えば, Cuganesan(2006)は，取引相

手を管理するための専門家集団の役割の重要性を示唆している． また,Dekker(2008)は，取引

相手を探索するために投じる努力や負担が大きくなると，契約の対象範囲が幅広くなることを

明らかにしている．具体的には，取引相手を探索する時間（日数）が長くなると，探索プロセ

スを通じて関連する知識を学習するため，様々な事象（価格，代金支払品質，配送など）を

包含した契約が締結できるようになると主張している． こうした探索コストに関わる議論は，

どのような選択項目を重視するのかといったものとは別に，取引相手を選択する際に， どの程

度の負担を投じる必要があるのかを検討したものであるといえる．

2.2取引相手の選択と探索コストとの関連性

取引相手の選択については，選択項目の利用を中心に議論が蓄積されてきた． これに加え

て，探索段階において必要となる努力や負担についても，欧米のいくつかの研究で検討されて

きた． しかし，個々の選択項目を利用した取引相手の選択が， どの程度の努力や負担を必要と

するのかといった両者の関連性については，十分に明らかにされていない．

選択項目を重視することは，取引相手の選択プロセスにおいて，取引相手の「隠された情

報」や「隠された行動」というリスクに対処するための負担，すなわち，情報の収集や行動の

分析に関わる努力や負担を生じさせる(BaimanandRajan,2002;Krismanetal.,2011). このこと

は，取引上のリスクが比較的高い取引（例えば，金額が大きく特殊で複雑な取引など）を実施

する企業が，構造化された管理システム（例えば，価格に加えて品質・納期・評判などを重視

する評価システムなど）を通じてこれらのリスクに対処しようとする場合に，顕著に見受けら

れると考えられる(AndersonandDekken2005;Dekken2008;Dekkeretal.,2013,2018;Krismanet

al.,2011).

この関連性については，詳細な管理システムが多くの負担をもたらすといった管理システム

とコスト （負担） との正の関連性として， とくに取引相手との契約に関する研究で検討されて

いる．例えば, AndersonandDekker(2005)は，取引相手との契約に含められる事項の幅広さが

契約コスト （交渉や契約作成にかかる日数）に正の影響を与えること，すなわち，多くの事項

を包含した契約を作成し利用しようとすると，取引相手との交渉などに関わって多くの日数が

必要になることを明らかにしている． また,Dekkeretal. (2018)は， 日本とオランダに所在する

わが国企業のデータを用いて，契約の複雑性（規定の範囲の広さや複雑さ）が契約コスト （交

渉や契約作成のプロセスに関わる負担の程度）に正の影響を与えること，すなわち，含められ

る事項が'幅広く，それぞれの事項が詳細に規定されている契約を作成し利用しようとすると，
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図l 概念モデル

探索コスト選択項目の利用
＋

取引相手との交渉プロセスや契約作成での負担が大きくなることを指摘している． ざらに， こ

こでは，契約の他の側面（期間の長さ，更新規定の明確さ，柔軟さ）が契約コストに与える影

響を同時に分析し，それぞれの影響が契約の複雑性よりも小さいことを明らかにしている．

これらをふまえると，取引相手の選択についても，取引相手の探索プロセスを通じて個々の

選択条件に合った企業を探索することが必要となることから，取引相手との契約において見ら

れるような関連性が当てはまると考えられる．そこで，本研究は，管理システムとコストとの

正の関連性に関する先行研究の知見を参考にしつつ， これを契約の前の段階にあたる取引相手

の選択に拡張することで，選択項目の利用と探索コストとの関連性の仮説として，正の関連性

を設定する(AndersonandDekkeE2005).図lは，両者の概念モデルである．

また，両者の関連性は，選択の際に企業が重視する項目に応じて，関連する取引相手の探索，

情報の収集，行動の分析に関わる努力や負担に差が生じ，個々の選択項目ごとで強弱が生じる

ことが想定される(Dekkeretal.,2018).そのため，仮説の検証に当たっては，従来から多く議

論されてきた「(a)業務」レベルの選択項目の重視だけでな<,組織文化の「(b)共通性｣，外部

による「(c)評判｣， イノベーションに関わる「(d)製品開発」の重視を含め，それぞれの項目が

探索コストに与える影響を検証し， より具体的な知見を提供できるように工夫する．

選択項目 （業務）を利用した取引相手の選択は探索コストに正の影響を与える．

選択項目 （共通性）を利用した取引相手の選択は探索コストに正の影響を与える．

選択項目 （評判）を利用した取引相手の選択は探索コストに正の影響を与える．

選択項目（製品開発）を利用した取引相手の選択は探索コストに正の影響を与える

仮説(a)

仮説(b)

仮説(c)

仮説(d)

これまで， わが国では，取引相手との情報共有やインターラクションといった組織間での協

働に関する検討が蓄積しているものの，取引相手の選択に関する議論は圧倒的に不足していた

(坂口ほか, 2015). これは，わが国企業の組織間関係が長期的で安定的であるとする隣接領域

の研究成果を反映したものであると思われる（浅沼, 1984;Nishiguchi, 1994). しかし，近年の
研究では， わが国企業の組織間関係が大きく変貌を遂げていることが指摘されている．例え

ば，延岡(1999)は, 1990年代のわが国自動車産業において，標準的な部品（多様な製品に適応

でき，他の部品との相互依存性が低い部品）の調達企業数を拡大する一方で，特殊的な部品の

調達企業数を集約していることを明らかにしている． また,Kawaietal. (2013)は, 2000年代前

半のわが国加工組立型企業において，サプライヤーとの変動的な関係を志向する企業の割合が

全体の26％（27社/105社）を占めているのに対し，安定的な関係を志向する企業の割合が全

体の13%(14社/105社）であることを示している．

こうしたわが国の動向を鑑みれば，取引相手の選択にどのような項目を利用し， どの程度の

コストを負担しているのかについて，わが国企業データを利用して一般的傾向を明らかにする

ことは， わが国の組織間マネジメント ・コントロール研究の進展だけでなく， 日本企業の実態
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の解明にとっても有益である． また， このことは，ベストプラクテイスに偏重した日本的な組

織間関係の議論とは異なる素地を提供できることから，管理会計領域だけでなく，隣接領域の

研究にも価値ある知見を提供できると考えられる．

3． データと変数

3.1データ

本研究の質問票調査は，金額が大きく特殊で複雑な取引に直面した企業が，管理システムと

して構造化された実務を構築し，取引上のリスクに対応している状況を把握するという研究上

の目的から，組織間における協働が積極的に実施されていると広く記述されるわが国の加工組

立型産業を対象に，バイヤーの視点から実施したものである(Dekkereta1.,2013,2018;窪田，

2012b;坂口, 2009). わが国の加工組立型産業を対象とした理由は，単純な市場取引ではな<,

サプライヤーに対するコントロールを伴う取引が組織間マネジメント ・コントロール研究の主

要な検討対象となることや(AndersonandDekkel;2005), こうした取引では価格以外の項目がコ

ントロール上重要になること(CalTandlttnen1992;Ittnereta1., 1999), および， これらに関連す

る実務がわが国の加工組立型企業型産業で広く見られ，本研究の対象として適していること

(Dekkereta1.,2013,2018;藤本, 2001)による．

具体的には，東京証券取引所一部上場企業の中で，機械，電気機器，輸送用機器，精密機器

の業種に属する企業387社を対象に, 2017年2月に質問票を送付し，回収している．質問票の

最終的な回収数は105社であり， 回収率は27.1%である4.利用する質問項目は一般的な購買

に関するものであり，先行研究を基礎に，対象企業の代表的な取引事例を想定して回答するよ

うに依頼している(AndersonandDekkel;2005;Dekkereta1.,2018). ただし，環境・取引関連要因

のうち， 「環境可変性」と「予測困難性」は，企業レベルの質問であったため，対象企業を取り

巻く環境を想定して回答するように依頼している(Dekkereta1.,2013,2018).最終サンプルは本

研究で利用するすべての質問項目に回答した101社である5. なお，本研究は，上述の研究上

の目的から，いわゆる大企業にサンプルを限定している(Spekl6andWidener,2018).そのため，

本研究での分析結果は，大企業での実務を反映したものであると考えられる．

それぞれの質問項目は， まず先行研究をもとに筆者が作成し， その後2名の研究者教員と1

名の実務家教員が評価し，最後に筆者が修正．決定するというプロセスを経ている．質問項目

の尺度は, ｢1 (まったく該当しない)」 「5 (まったくそのとおり)」の5点リッカート ．スケー

ルである． また， 2つ以上の項目からなる合成変数は，質問項目の平均値を利用している．

3.2変数

本研究は，取引相手の探索コストとして,AndersonandDekker(2005),CaITandlttner(1992),

Dekker(2008),Dekkeretal.(2018)を参考に，探索段階における①範囲の広さ（探索に含める対

象企業の多さ)，②時間の長さ （探索に投入する時間の長さ)，③人的資源の多さ （探索に投入

する人材の多さ）を利用する． また，本研究は，取引相手の選択において重視する項目とし

て，①技術水準，②原価見積能力，③改善能力，④品質水準，⑤タイムリー納入，⑥相互理解，
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⑦信頼，⑧組織文化の共通性，⑨経験の共通性，⑩外部の評判，⑪他社による推薦⑫開発頻

度を利用する(Dekkereta1.,2016;Dingeta1.,2013;藤本, 2001;Ittnereta1., 1999;Katsikeaseta1.,

2004)6. なお， これらの選択項目に対して因子分析（主因子法）を実施した結果, 12項目か

ら4つの因子（説明された分散の合計＝67.65％）を抽出することができた． ここで,第一因子

(固有値＝3.68）に関わる①から⑤は，おもに業務関連の項目の重視を意味し，取引相手であ

るサプライヤーの業務遂行能力を評価するためのものであることから， これらの5項目からな

る合成変数を「業務の重視」とした（藤本, 2001;Ittneretal.,1999;Katsikeasetal.,2004).第二

因子（固有値＝1.82）に関わる⑥から⑨は，取引相手との組織文化や経験の共通性の重視を意

味することから「共通性の重視」とし(Dingetal.,2013),第三因子（固有値=1.46)に関わる

⑩と⑪は，外部による評判に関連することから「評判の重視」とした(Dingeta1.,2013).最後

の第四因子（固有値=1.14)に関わる⑫は，製品開発の頻度の重視であることから， 「製品開

発の重視」とした(Dekkereta1.,2016;藤本, 2001).

次に，本研究は，取引上のリスクの代理変数である環境・取引関連要因として，先行研究で

広く利用される「取引規模」「資産特殊性」「環境可変性」「予測困難性」「モニタリング問題」

｢複雑性」「競争」「取引経験」を採用し， これらの要因が選択項目の利用に与える影響を考慮

することとした(AndersonandDekkeI;2005;Dekkeri2008;Dekkereta1.,2013;JaworskiandKohli,

1993;坂口, 2009)． ここで， 「取引規模」は，取引金額の大きさである (AndersonandDekkeI;

2005;Dekkerb2008;Dekkeretal.,2013;坂口, 2009). 「資産特殊性」は，①取引の停止による損

失の大きさ，および，②取引相手の切替の困難さについて質問している(AndersonandDekkeI;

2005;Dekker,2008;Dekkereta1.,2013;坂口, 2009).

また，本研究は，不確実性に関わって「環境可変性」「予測困難性」「モニタリング問題」を利

用している(Dekkeretal.,2013,2018;Geyskensetal.,2006). 「環境可変性」は，①顧客ニーズの

変化，②販売方法の変化，③技術変化のスピード，④技術の陳腐化⑤技術革新に伴う製品開

発アイデアである(Dekkereta1.,2013,2018;JaworskiandKohli, 1993). 「予測困難性」は，①市場

予測の困難さと，②技術予測の困難さであるのekkereta1.,2013;JaworskiandKohli,1993). 「モ

ニタリング問題」は，サプライヤーが供給する部品やサービスの①評価の困難さと，②比較の

困難さについて質問している(AndersonandDekkel;2005;Dekkereta1.,2013,2018).

その他に， 「複雑性」は，加工プロセスの複雑性について質問している(AndersonandDekker,

2005;Dekkereta1.,2018).取引相手間の「競争」は，①代替品の多さと，②類似品の多ざであ

る(AndersonandDekkeI;2005;Dekkereta1.,2013;坂口, 2009).最後の「取引経験」は，サプラ

イヤーとの取引経験の長さについて質問している(Dekker,2008;Dingeta1.,2013).

表lは，本研究で利用する変数の記述統計である．表lから， 「業務の重視」の平均値(3.85）

が最も高く， 「共通性の重視(3.33)」「評判の重視(2.77)」「製品開発の重視(2.64)」の順に低く

なっていることが分かる． これは，取引相手を選択する際に，取引相手の業務遂行能力を評価

するための基準である業務レベルの項目が，他の選択項目に比べて広く重視される傾向にある

ことを示していると考えられる．

表2は，本研究で利用する変数の相関係数行列である．表2を見ると， 「探索コスト」と「業

務の重視」の間の正の相関や， 「探索コスト」と「製品開発の重視」の間の正の相関に見られる

ように，事前に設定した仮説の一部を支持する結果が観察できる． これに加えて， 「取引経験」

が「探索コスト」と負に相関している． これは，取引経験が長くなれば，取引相手の行動など

を理解しているために，探索段階での努力や負担が少なくなるという先行研究の主張に沿った
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ものであるといえる(Dekkel;2008). さらに， 「取引経験」が「取引規模」や「資産特殊性」と
正に相関しているが， これも，取引経験のある取引相手と大規模で特殊な取引を行う傾向を示

唆する先行研究と類似しているといえる(Dekkereta1.,2018)7.

4．分析結果と検討

4.1主要分析の結果と検討

表3は，選択項目の利用と探索コストとの関連性についてのOLS(OrdinaryLeastSquare:最

小二乗回帰）による分析結果である8．モデルlは，選択項目 （業務，共通性，評判，製品開

発）の利用が探索コストに与える影響について示している．モデル2は，モデルlでの関連性

に加えて，環境・取引関連要因（取引規模，資産特殊性，環境可変性，予測困難性，モニタリ

ング問題，複雑性，競争，取引経験）が探索コストに与える影響について考慮している． まず，

モデルlを見ると， 「業務の重視」が「探索コスト」に正の影響（5％水準）を与えている． こ

れは，業務レベルの項目を利用した取引相手の選択に多くの努力を投入する傾向があることを

示し，仮説(a)を支持するものである． また， 「製品開発の重視」が「探索コスト」に対して正

の影響(1%水準）を与えている． これは，新製品の市場導入のタイミングを重視した取引相

手の選択に相当の努力が必要になることを意味し，仮説(d)を支持するものであるといえる．

なお， 「共通性の重視」や「評判の重視」が「探索コスト」に与える影響については，仮説(b)

や(c)を支持する結果が得られなかった． このことは， 「業務の重視」や「製品開発の重視」が，

調達する部品などに直接的に関連する項目であるのに対し， 「共通性の重視」や「評判の重視」

が，取引相手であるサプライヤーに関連する項目であり，調達する部品などに直接的に関連せ

ず，副次的なものであることを反映していると考えられる．

次に，モデル2を見ると，モデルlと同様に，取引相手の選択における「業務の重視」と「製

品開発の重視」が「探索コスト」に正の影響を与えている（5％水準とl%水準). これは，モ

デルlにおける選択項目の利用と探索コストとの関連性が，環境・取引関連要因の影響を含め

た場合でも見られることを示すものであるといえる9． また，環境・取引関連要因が探索コス

トに与える影響を見ると， 「取引経験」が「探索コスト」に負の影響を与えている（5％水準)．

これは，取引経験が豊富になれば，取引相手の行動などを理解していることから，選択に際し

てそれほど負担が必要にならなくなることを示していると考えられる(DekkeI;2008).

4.2追加分析の結果と検討

表3から，業務レベルの項目だけでなく，製品開発関連の項目を重視して取引相手を選択す

る場合に，企業が多くの探索コストを投じる必要があることが理解できた． しかし，特定の選

択項目を利用するにあたって， どのような負担が求められるのかをより詳細に把握するため

には，探索コストに関わる具体的な検討が不可欠である．そこで，表3の「探索コスト」を，

①範囲の広さ，②時間の長さ，③人的資源の多さに分解し，表3のモデル2と同様に環境・取

引関連要因の影響を考慮した分析をモデル3 （①から③） として追加的に実施することとし

た． ただし，①範囲の広さ，②時間の長さ，③人的資源の多さは，それぞれが相互に関連して
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表3主要分析の結果

モデル2：探索コスト

1.85**(2.17)

0.34*＊(2.33）

‐0．01 （-0.08）

0．03 （0.27）

0.25***(2.76）

0.0i (0.09)

0．04 （0.36）

().12 (0.99)

-0.16 (-l.61)

0.14 (l.08)

‐0.08 （-0.75）

0.02 (0.15)

-0.32**(-2.10)

2．97な＊＊

0．19

モデルI ：探索コスト

0．89 （1.64）

0.28*＊（2.07）

-0. ll (-0.96)

0．12 (I. I7)

0.30***(3.75）

定数

業務の重視

共通性の重視

評判の重視

製品開発の重視

取引規模

資産特殊性

環境可変性

予測困難性

モニタリング問題

複雑性

競争

取引経験

P腫

修正涛みR2%

6.26*＊＊

0． 17

***, **, *; 1%, 5%, 10%水準・両側， カッコ内はt値

いることが想定されるため， ここでは，従属変数間の相互依存性を考慮したSUR(Seenngly

UnrelatedReglession:見かけ上無関係な回帰）を採用することとしたlO.表4は，選択項目の利
用が「範囲」「時間」「人的資源」といった探索コストに与える影響を示しているll.

表4パネルAの①を見ると， 「業務の重視」は， とくに「範囲の広さ」に正の影響を与えて

いる (1%水準). これは，業務に関わる選択項目を重視する場合（例えば， 目標とする業務レ

ベルがより明確である場合）に，取引相手となり得る企業の範囲を広げる傾向があることを示

している．業務関連の基準は，他の基準（共通性，評判，製品開発） よりも企業間での比較可

能性が高いことから， さまざまな企業を対象に含めることができる．そのため， この分析結果

は，業務に関わる選択項目を利用する際に， こうした業務基準の特性を利用して多くの企業を

選択対象に含め，企業間の比較を通じて可能な限り業務遂行能力の高い取引相手を選択するよ

うな取り組みが求められていることを意味しているといえる．

これに対して，②と③から， 「製品開発の重視」は， とくに「時間の長さ」や「人的資源の多

さ」に正の影響を与えている（5％水準とl%水準). これは，製品開発に関わる項目を重視す

る場合（例えば，部品などに関連する新たな開発が必要な場合）に，時間や人的資源を多く投

入する傾向があること，すなわち，製品開発といった戦略上重要な項目については，人的資源

を集中的に動員し，時間をかけて慎重に評価する必要があることを示していると考えられる．

また，環境・取引関連要因が①から③の探索コストに与える影響を見ると， 「環境可変性」が

｢人的資源の多さ」に正の影響を与え（5％水準)， 「予測困難性」が「時間の長さ」と「人的資

源の多さ」に負の影響を与えている（それぞれ10%水準). これらは，環境変化が激しい場合

に，取引相手の選択に関して多くの人員を動員する必要があること，および，市場動向や技術

動向の予測の困難さが，取引相手の選択に関わる時間や資源の投入を妨げることを意味してい

ると考えられる(Dekkeretal.,2013). これらに加えて， 「取引経験」が探索コスト全般に与える

負の影響は， 「時間の長さ」 （10％水準） と「人的資源の多さ」 (1%水準）において顕著である

ことが，表4パネルAから読み取ることができる．
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表4追加分析の結果

モデル3 ：③人的資源の多さ

パネルA

1.54＊ （1.78）

0．17 （1.1う）

0．08 （0.68）

0．04 （0.32）

0.32***(3.46）

().18 (1.47)

0．03 （0.25）

0.30*＊(2.48）

-0. 18* (-1 .85)

0.10 (0.72)

-0.17 (-1.48）

-0.05 （-0.49）

-0.44***(-2.79）

0．70

45.84*＊＊

0．31

定数

業務の重視

共通性の重視

評判の蕊視

製品開発の重視

取引規模

資産特殊性

環境可変性

予測困難性

モニタリング問題

複雑性

競争

取引経験

RA術E

カイ2鋸

"2*

3.02***(2.“）

0.63***(3.19）

-0.24 (-1.50)

-0.13 （-0.88）

0．17 (1 .37)

-0.13 (-0.82)

0．00 （0.02）

-0.07 （-0.42）

-0. 10 (-().76)

0.23 (1.40）

-0.06 （-0.40）

0．05 （0.38）

-0.23 (-1.13)

0．98 （1.00）

0．23 （1.35）

0.13 (().93)

0.19 (1 .46)

0.27*＊（2.”）

-0.02 (-0.12)

0．09 （0.70）

0.12 (0.86)

-0.19＊ （-1 .68）

0．08 （0.56）

-0.02 （-0.18）

0．05 （0.38）

-0.30* (-l.68)

0.92

23.68卓＊

0．19

0.79

31 .94＊＊＊

0.24

パネルB

範囲の広さ

時間の長さ

人的資源の多さ

＊
＊

牢
＊

＊
＊

７
－
４
等

勺
』
今
Ｊ

旬
●

！
０
０

1

0.76*＊＊ I

***, **, *; l%, 5%, 10%水準・両側， カッコ内はz値

5．結論と今後の課題

取引相手の選択は，組織間マネジメント ・コントロール研究が進展する欧米において，組織

間での協働や契約とともに議論が進展している． ここでは，おもに選択項目の利用が注目され

ている． しかし，個々の項目を重視した取引相手の選択が，企業に対してどの程度の努力や負

担を必要とするのかといった両者の関連性については十分に明らかにされていない．そこで，

本研究では，管理システムとコストとの関連性に関する先行研究の知見を取引相手の選択にも

拡張し，重視する個々の「選択項目」と「探索コスト」との関連性に焦点を当て， 日本企業を

対象とした質問票データを基礎に検討してきた．

検討の結果，業務レベルの項目の重視や製品開発関連の項目の重視が，探索コストに正の影

響を与えていることが明らかとなった． これは，技術，原価，品質，納期といった業務に関わ

る項目や， イノベーションに関わる製品開発の項目を重視するに当たり，多くの探索コストを

投入して取引相手を選択していることを表している． さらに， これらを詳細に見ると，業務レ

ベルの項目を重視するに際しては， とくに多様な企業を選択対象に含めることや，製品開発に

関わる項目を重視するに際しては， とくに人的資源を集中的に動員し，時間をかけて評価する

ことが理解できた． これは，おもに業務や製品開発に関わる項目を重視するために多くの探索

コストを投入する必要があるものの，その具体的な取り組み方が項目に応じて異なることを意

味している． このことは，業務レベルの項目を重視し，複数企業の比較を通じて評価する姿

勢と，戦略上重要な項目に注目し，人員や時間を投入して慎重に検討する姿勢というように，
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取引相手の選択に関わる企業の目的の差を反映しているのかもしれない(Kawaietal.,2013;延

岡, 1999).

なお， これらの発見事項は，研究面だけでなく，実務面でも役立つことが期待きれる．本研

究の発見事項は，取引相手の選択と探索コストとの関連性についての一般的傾向を示すもので

ある．そのため，本研究の発見事項と個々の企業事例との比較を通じて，一般的傾向と異なる

個々の企業実務の現状（例えば，探索コストを過大あるいは過少に投入している項目の存在な

ど）が把握できると思われる(Andersonetal.,2017).そして，一般的傾向と異なる点などを中

心に企業ごとの実務を慎重に検討することで，取引相手の選択に関わる個々の企業実務の特徴

や問題点（例えば，探索コストを考慮せず，ベスト ・プラクテイスと評される実務に過度に注

目している点など）を明らかにすることができるように思われる(RusenandStouthuysen,2017).

一方で，本研究は，質問票調査を基礎とする他の実証研究と同様に，いくつかの課題を有し

ている．例えば，本研究では， おもに先行研究を基礎に質問票を開発しているため， これまで

検討されていない重要な変数を見落としているかもしれない． また，測定上工夫すべき変数が

含まれている可能性もある．加えて，データの処理についても，推定上の問題から完全に開放

されたとはいえないだろう． さらに，データを国内の比較的大規模な加工組立型企業での取引

に限定していることから，今後，範囲を拡大することも必要であろう．その他，本研究の発見

事項は，質問票調査を用いて一般的傾向を明らかにしたものであるため，ケースの蓄積などを

通じて企業実務の細部を把握し，補完していくことが必要である． また，本研究とは異なる研

究上の目的を設定することで，本研究で十分にとらえられなかった現象（例えば，多様性や複

数の項目の組み合わせ，および，その変化など）が観察できるようになる可能性もある．

しかし， これらの課題があるものの，本研究は，選択項目の利用と取引相手の探索コストと

の関連性に注目し，その特徴を明らかにした点で，組織間マネジメント ・コントロールの研究

や，隣接領域の研究の今後の進展に大きく貢献すると思われる．
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本研究の作成に際し， 2人のレフリーから親切なご指導を頂いた． ここに記して感謝申し上

げる．本研究は，科学研究費（基盤研究(C) :研究課題番号17KO4085)の成果の一部である．

注

’ これに関連して，購入価格だけでなく，品質，配送，管理業務などに関わるコストの影響

を考慮するTCO(TbtalCostofOwnership:総保有コスト）が欧米を中心に議論されている．

2 さらに，経営学（とくに生産管理）の領域では， 日本企業における取引相手の評価に関す

る実務が具体的に紹介されている．例えば，藤本(2001)は， 自動車企業におけるサプラ

イヤー選択の実務として，改善能力，品質，経営基盤などによる多面的な評価を例示して

いる．
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3 ここでのコストは，組織間マネジメント・コントロールの先行研究で述べられるように，会

計的なコストに限定されるものではない(AndersonandDekker,2005;Dekkeretal.,2018).

4回答企業105社のプロファイルは，平均の売上高が330,396百万円であり，業種別の企業数

が機械（回収41社：送付133社),電気機器（回収41社：送付162社),輸送用機器（回収

16社：送付64社)，精密機器（回収7社：送付28社） というように，特定の業種への偏り

は見られないものとなっている． また，回答者のプロファイルは， 同一企業で複数名の回

答者が5名含まれていたことから，全体で110名であり，内訳は購買担当者が96名(87%)

と最も多く，製造担当者が7名，その他および不明が7名となっている． なお， 同一企業

での複数の回答（具体的には，送付先企業の判断による同一企業における複数の回答者に

よる回答）は，分析に含めると特定企業の影響を受けることから，最終サンプルにこれを

含めないこととしている．

5前半の回答企業（分析対象企業50社） と後半の回答企業（分析対象企業51社）について売

上高対数を比較したが，有意な差は見られなかった． また，本研究で利用する質問項目全

体(31項目）を対象に因子分析を実施し, 1つの因子で説明できる可能性が低い(16.87%)

ことを確認している．

6これら以外にも， 「生産能力の重視：生産能力の高さを重視してサプライヤーを選択する」

について質問している． この変数は，事前段階において，第一因子に含まれる業務レベル

の項目として想定していた． しかし，因子分析で「業務の重視」と「製品開発の重視」の

二つにこの項目が関連したため， この項目は今回の分析に含めないこととした． ここで，

この項目が二つの因子に関連した理由としては，生産能力が日常業務の遂行という側面だ

けでなく，製品開発と連動する側面も含まれるためであると考えられる（加登， 1993)． な

お， これ以外の項目については，取引相手企業自体にかかわる項目，外部の評判にかかわ

る項目，製品開発にかかわる項目というように，事前の想定と適合するものであった．

7その他「他の部品への影響の大きさ」についても質問している． この変数と環境･取引関連

要因との相関係数を計算すると， 「取引規模」「資産特殊性」「複雑性」と正に相関(p<0.01)

し， 「競争」と負に相関(p<0.01)していた． これは，製品を構成する他の部品に大きな影

響を与える主要な部品ほど，金額が大きく特殊で複雑であり，限定されたサプライヤーか

ら調達される傾向があるという先行研究の主張に沿ったものであるといえる （藤本， 2001；

延岡, 1999).

8これら2つのモデルについては，同時にVIF(VariancelnfiationFactor:分散拡大係数） も算

定している．その結果，モデルlについては最大でl.29,モデル2については最大で2.41

であり，多重共線性の疑いを完全に取り除くことができないものの，解釈にあたって大き

な問題がないことを確認している．

9これに加えて，企業規模（売上高対数）や産業（ダミー）を考慮した分析を実施し，結果が

大きく変わらないことを確認している．

l0この分析方法は，相互に関連する複数の従属変数が，同一セットの独立変数から影響を受

けると考えられる場合に利用されるものである． これは，従属変数間の相互関連性が考慮

されることから，複数の従属変数が同一セットの独立変数から影響を受ける場合に，相互

に独立したOLSよりも適した分析方法とされている． また， ここで計算される従属変数間

の残差相関は，正の場合が補完的関係であることを，負の場合が代替的関係であることを

示すといわれている．例えば，表4パネルBを見ると，本研究で利用した探索コストの各
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項目は，補完的関係（対象とする企業の範囲を広くすると，時間が多くかかり，人員も多く

必要となるという関係）であることが理解できる． なお， この分析方法は，近年，欧米の

管理会計研究で採用されるようになっている．詳しくは,Dekkeretal. (2016,2018)を参照．

'’ これに加えて，企業規模（売上高対数）や産業（ダミー）を考慮した分析を実施し，結果が

大きく変わらないことを確認している．

付録（質問項目）

探索コスト

質問形式：代表的な事例を想定しながら該当する番号(1～5)に回答するよう各企業に依頼

・範囲の広さ：多くの企業の中から該当するサプライヤーを探索する．

・時間の長さ：サプライヤーの探索に多くの時間をかける．

・人的資源の多さ：サプライヤーの探索に多くの人員を動員する．

取引相手の選択

質問形式：代表的な事例を想定しながら該当する番号(1～5)に回答するよう各企業に依頼

・技術水準：技術水準の高さを重視してサプライヤーを選択する．

・原価見積能力：部品・資材のコスト見積りの正確性を重視してサプライヤーを選択する

・改善能力：部品・資材のコスト改善能力の高さを重視してサプライヤーを選択する．

・品質水準：部品・資材の品質水準の高さを重視してサプライヤーを選択する．

・ タイムリー納入：部品・資材の納入のタイムリーさを重視してサプライヤーを選択する

・相互理解：貴社との相互理解の程度を重視してサプライヤーを選択する．

・信頼：貴社との信頼関係を重視してサプライヤーを選択する．

・組織文化の共通性：貴社との企業文化の共通性を重視してサプライヤーを選択する．

・経験の共通性：貴社との共通経験の豊富さを重視してサプライヤーを選択する．

・外部の評判：業界の評判を重視してサプライヤーを選択する．

・他社による推薦：他社からの推薦を重視してサプライヤーを選択する．

・製品開発の重視：製品開発の頻度を重視してサプライヤーを選択する．

環境・取引関連要因（注:個々の質問項目右横の番号: (1)もしくは(2)=該当する質問形式）
(1)質問形式:代表的な事例を想定しながら該当する番号(1～5)に回答するよう各企業に依頼．

(2)質問形式:取り巻く環境を想定しながら該当する番号(1～5)に回答するよう各企業に依頼

・取引規模(1) :サプライヤーとの取引金額は多額である．

・損失の大きさ(1) :サプライヤーからの納入が停止した場合に貴社が被る損失は大きい．

．切替の困難さ(1) :サプライヤーからの納入が停止した場合に他のサプライヤーへ即座

に切り替えることは困難である．

・顧客ニーズの変化(2) ：貴社の顧客の製品やサービスに対するニーズはすぐに変化する．

・販売方法の変化(2) ：貴社の主要競合他社の売り込み方法はすぐに変化する．
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技術変化のスピード(2) ：業界内の技術はすぐに変化する．

技術の陳腐化(2) ：業界内の技術の陳腐化はすぐに進む．

製品開発アイデア(2) ：業界内の技術革新を通じて多くの新製品や新サービスのアイデ

アがもたらされる．

市場予測の困難ざ(2) ：2，3年後の市場動向を予測することは困難である．

技術予測の困難さ(2) ：2，3年後の技術動向を予測することは困難である．

評価の困難さ(1) :サプライヤーから納入される部品・資材のコストや品質を評価する

ことは困難である．

比較の困難さ(1) :サプライヤーから納入される部品・資材を他のサプライヤーのもの

と比較することは困難である．

複雑性(1) ：サプライヤーから納入される部品・資材は複雑な加工を経たものである．

代替製品の多さ(1) ： |司様（代替可能）の部品・資材を納入することができるサプライ

ヤーの数は多い．

類似製品の多さ(1) ：類似（多少の変更により代替可能）の部品・資材を納入すること

ができるサプライヤーの数は多い．

取引経験(1) :サプライヤーとの取引経験は長い．
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論文

自律的な在外子会社に対する本社による業績管理の影響

鬼塚雄大

＜論文要旨＞

本研究の目的は，本社による業績管理システム(Parent-PerfbnnanceManagementSystems;以下，本社PMS
と略）の設計面と運用面の両側面から，在外子会社における意思決定に対する本社PMSの影響メカニズ

ムを解明することである．在日子会社トップ・マネジメントを対象とした質問票調査から収集したデータ

(有効回答数， 234社, 13.3%)をもとに分析を行った． その結果，設計面の特性として「本社PMSの包括

性｣，運用面の特性として本社によるPMSの「インタラクティブな運用」が在外子会社における意思決定

に対して統計的に有意な（正の）影響を与えていることが明らかとなった． また，本社PMSの設計面と運

用面との交互作用項を検討した結果， 「本社PMSの包括性」と「診断的運用」との相互作用が在外子会社

における意思決定に対してポジティブな影響を与える一方， 「インタラクティブな運用」との相互作用ネ

ガティブな影響を与えることが示された．

＜キーワード＞

多国籍企業本社一子会社関係，在外子会社管理，業績管理システムの設計と運用
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1． はじめに

多国籍企業はグローバル市場での競争優位を獲得するために標準化と統合を進めるのみなら

ず， ローカル市場からの要求に対しても柔軟に対応する必要がある(BartlettandGhoshal, 1989).

さらに，在外子会社が進出先国（あるいは地域）から特有の情報や知識を得るためにも在外子

会社の自律的活動を促進する必要がある． こうした状況下において，在外子会社に対する権限

委譲，および在外子会社の自律的活動の促進と全社戦略への統合のバランスを取ることが今

日の多国籍企業における重要な課題となっている(QuattroneandHopper;2005;RothandKostova,

2003)． また， こうした課題は分権的な多国籍企業における課題としてのみならず，集権的な

多国籍企業における一つのデメリットとしても指摘されるため(e.g.BartlettandGhoshal, 1989;

BirkinshawandHood, 1998),多国籍企業の在外子会社管理において重要な論点となる．

在外子会社に対して権限を委讓し， 自律的活動を促進する際，本社は在外子会社の活動を全

社戦略へと統合し，両社の意思決定に対して有用な情報を提供するような経営管理システムの

採用が必要不可欠となる(DozandPrahalad, 1984;Luo,2005). この点について，近年の管理会計

研究では，本社による業績管理システム(Parent-PerfonnanceManagementSystems;以下，本社

PMSと略）が在外子会社の活動をコントロールし，全社戦略へと統合するために効果的である

と主張されている(Buscoetal.,2008;DossiandPatelli,2008,2010;Mahlendorfetal.,2012;Micheli

etal.,2011). これらの研究では，本社PMSが在外子会社における意思決定に影響することで，

在外子会社の自律的活動を全社戦略の遂行および全社目標の達成へと統合させるとしている．

しかしながら， これまでの研究では，在外子会社の意思決定へと影響を与える本社PMSの特

性についてコンセンサスが得られておらず，本社PMSの影響メカニズムについて，十分に解

明きれていない．

PMSには，設計(design)と運用(use)の二側面があるが，先行研究は主にその設計面に注目

しており，運用面を看過している傾向にある(DossiandPatelli,2008;Franco-Santosetal.,2012).

また, PMSの設計面と運用面とを明確に区別せず，両側面を混同して研究が進められている

ために研究成果にコンセンサスが得られていないとの指摘もある(Langneld-Smith, 1997;Smith

andBititci,2017). さらに，意思決定者にとってより重要な側面はPMSの運用面であるという

主張(Langneld-Smith, 1997;Simons,2000)があるものの，両側面を明示し|司時に検証し，両側面

の関係性を体系的に整理するような経験的証拠は不足している．そのため，本社PMSの設計

面と運用面，および在外子会社における意思決定との関係性について明らかとなっていない．

そこで本研究では，在外子会社における意思決定に対する本社PMSの影響メカニズムを本社

PMSの設計面と運用面の両側面を捉えることで，解明することを目的とした．

まず次節では, PMSの設計面，および運用面を本研究においてどのように捉えるのかについ

て，関連文献のレビューを行う．
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2．業績管理システムの設計と運用

2.1業績管理システムの設計

PMSの設計に関して, PMSの展開プロセスを示したWisnerandFawcett(1991)やBourneetal.

(2000)では，主に組織目標の設定とそれを測定するための指標の設計が含まれている. PMS

に関する先行研究をレビューしたFranco-Santosetal. (2012)では,WisnerandFawcett(1991)や

Boumeetal. (2000)の主張に加え，業績評価指標には財務，非財務の両指標が含まれていると

されている． また, PMSの代表的なフレームワークとして引用されることの多いKaplanと

Nortonのバランスト ・スコアカード(BalancedScorecard;BSC)においてもその設計段階では指

標の設計が主に考慮されており，特に重要なことは業績評価指標の数や性質（それぞれが測

定する対象を適切に反映しているか)， 目標の基準設定であるとしている(KaplanandNorton,

1992,1996). これらのことから, PMSの設計において特に業績評価指標の設計が考慮されてい

るといえるであろう．

本社PMSについて, Buscoetal. (2008)は, PMSによって本社一子会社間における地理的，組

織的な「溝」力埋められ，多国籍企業内に存在していた様々なコンフリクトが解消される一つ

のきっかけとなることで，各在外子会社がそれぞれ全社戦略に沿うように意思決定が行われる

ようになると主張している． このような効果をもたらす本社PMSの特性として，全社戦略と

の明確なリンクがみられること，全社戦略を反映させるように多様な側面から各在外子会社の

活動が把握できることがあげられている．業績評価指標が戦略とのリンク，多様性を持つPMS

として，包括的PMS(ComprehensivePerformanceManagementSystem)が注目されている (Hall,

2008;横田ほか,2013).そこで本研究では, PMSの設計面に着目する際には主に業績評価指標

を中心に考慮し，設計面の特性として本社PMSの包括性を検討していく．

2.2業績管理システムの運用

PMSの運用については様々な研究者によってその定義や分類が示されている．例えば

Boumeetal. (2000)は，業績管理システムの運用を大き<2つのサブフェースヘと分類し，それ

ぞれ次のように説明している． 「はじめに，組織戦略が成功裏に実行されているか（あるいは

されたか）を測定し，評価する．次に，組織戦略の実行を測定，分析，評価した結果のフィー

ドバックから得られる情報をもとに戦略そのものが適切であったかどうか査定する(Bourneet

al.,2000:758).」

このような手続き的側面に加え, Simons(2000)はPMSの運用プロセスについて， 自身の提

唱した「4つのコントロール・レバー(Simons,1995)」のうち診断的コントロール(diagnostic

control)とインタラクティブ・コントロール(interactivecontrol)を用いて説明している. Simons

によれば, PMSの運用とは，会計情報のフロー(accountinginfOrmationHow)であり，業績の測

定や評価フィードバックのプロセスや報告の際にどのようにして会計情報が用いられている

かであるという.Henli(2006a)も同様に，情報フローの側面はPMSの運用においてより重要な

側面であると指摘している．加えてFelTeiraandOtley(2009)は， 「会計情報の利用方法とそれに

よるコントロールがPMSの基盤である(p.274)」とし，会計情報の利用を通じたコントロール

実践と情報の利用方法をPMSの運用として捉えている．特に， どのような方法で業績に関す

る情報が伝達されているのか，その伝達プロセスを通じたコントロールの方法が重要であり，
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それらを捉えることが組織におけるPMSの効果を分析する際に必要であると主張している．

したがって, PMSの運用とは，単に業績測定や評価， フィードバック，報告，説明などの活

動を指すのではなく，その活動において業績に関する情報がどのように用いられているのかで

あるといえよう．本研究では， このようなPMSの運用プロセスの特性を捉えるために, Simons

によって提唱された4つのコントロール・レバー(Simons, 1995)のうち特に診断型コントロー

ルとインタラクティブ・コントロールの2つのレバーに着目し，本研究における本社PMSの

運用面の特性として検討するl'2.

3．仮説構築

3.1在外子会社における意思決定に対する本社PMSの設計面の影響

本社PMSが在外子会社に対して，全社戦略や目標を伝達し，それらが共有されることで，

本社-子会社間のコンフリクトが調整される（窪田ほか, 2014).在中子会社を対象とした定量

調査の結果からMahlendo㎡etal. (2012)は，本社が在外子会社に対して包括的PMSを用いるこ

とによって，在外子会社の意思決定に影響を与え，在外子会社の自律的活動を全社戦略に統合

し，全社戦略を成功裏に実行することができると主張している． またMichelietal. (2011)は，

ITシステムやガバナンスのメカニズムとPMSとの関係性に着目してケース・スタディを行っ

ており, PMSと、システム，ガバナンスのメカニズムとがうまく結合しないと，本社の意図

とはかけ離れた活動を子会社が行うという結果が示されている．すなわち，本社PMSが全社

戦略や目標，在外子会社にとって重要な領域など，多様な情報を含む場合，在外子会社におけ

る意思決定に影響を与え，在外子会社の全社戦略に整合的な自律的活動を促進する．

しかしながら，本社，子会社の双方にとって重要な情報が多様な指標として設定された本社

PMSと在外子会社の意思決定との間に関係性を確認することができなかった研究もある．例

えばDossiandPatelli(2008)では，本社PMSが在外子会社における意思決定に影響を与えてい

ることが示唆されているが，その特徴として捉えていた業績評価指標の多様性について有意な

影響関係は確認されていない． このように，本社による包括的PMSが在外子会社の意思決定

に影響を与えることが想定されるが，一部異なった結果も示されている．

ここで示している先行研究では，いずれも対象としている子会社の国籍が異なるため，子会

社の国籍が影響している可能性もある． こうした先行研究の限界に対応し，先行研究との比較

を通じて異なる研究結果が生じた理由の手がかりを模索するため本研究では，在中子会社を対

象としたMahlendorfetal. (2012)を中心に追試的な検証を行う．

そこで，本研究では仮説lとして以下を設定した．

仮説1 ：本社PMSの包括性の程度が高いほど，在外子会社における意思決定に対する本社

PMSの影響は高まる．
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3.2在外子会社における意思決定に対する本社PMSの運用面の影響

3.2｡1 PMSの診断的運用

Simons(1995)によると診断型コントロールとは， 「組織活動の結果をモーターし，事前に設

定した業績水準との差異を調整する(p.59)」ことである. PMSの診断的運用は， 目標を事前に
設定し，それに対する活動をモニタリングすることである．その際, PMSを運用しているマ

ネジャーは，事前に設定された目標の達成プロセスにおいて例外的な事象が起きた場合にのみ

関心を向ける．マネジャーはこの例外的な事象に対しての情報のみに注目し，その原因を分析

し，軌道修正するために部下に対してアクションを起こす(Simons,2000).

PMSの診断的運用は，組織構成員を戦略の実行へと動機づけるだけでな<,組織目標の達成

へとその活動を整合させる(WideneL2007). PMSを診断的に運用することで，組織戦略の成功

裏な実行において望ましい活動とそうでない活動が明確化されるため組織全体が戦略の実行へ

と方向付けられるのである(Bedfbrd,2015; 'nlomela,2005).

PMSの診断的運用について，多国籍企業における本社一子会社間の関係性を対象とした研究

は見受けられないが，上記の先行研究の結果から得られた知見をもとに考えると，多国籍企

業における本社-子会社間の関係性においても同様に考えられるのではないだろうか．本社が

在外子会社に対して事前に目標を設定し，それに対する在外子会社の活動をモーターするよ

うPMSを運用することで，在外子会社の活動は，本社の望んだ行動をとるように方向付けら

れると予想される． またPMSの診断的運用は，機械的コントロール(mechanisticcontI･ol)とし

ての重要な特徴を備えている(Henri,2006b)．高度に精綴化されたコミュニケーションと情報

フローという機械的コントロールにより，組織における意思決定能力は高まる(Koufterosetal.,

2014).

したがって，本研究では以下の仮説を設定する．

仮説2a:本社がPMSを診断的に運用するほど，在外子会社における意思決定に対する本社

PMSの影響は高まる．

3.2.2PMSのインタラクティブな運用

インタラクティブ・コントロールとは， 「マネジャーが定期的，個人的に部下の意思決定行

動に介入するために公式的な情報システムを運用する(Simons,1995:95)」ことである. PMSの

インタラクティブな運用は，診断的運用とは大きく異なる. PMSをインタラクティブに運用

する場合，マネジャーは自身の意向を常に部下へと伝達し， また期中における様々な戦略的不

確実性に対応するために常に部下と積極的に関わる(Simons,2000).そのため，パフォーマン

スに関するありとあらゆる情報のほとんど全てに対して日常的に関心を向けることとなる．

PMSのインタラクティブな運用の特徴の一つとして，業績に関する頻繁な会議や上司と部下

との顔を合わせた(face-to-face)議論があげられる(Bisbeetal.,2007). PMSのインタラクティブ

な運用によるこれらの重要な議論によって，現状の課題に対して全社的な視点から有効な対策

が練りあげられる．そのため,PMSのインタラクティブな運用は意思決定の際，マネジャーを

支援し，意思決定を組織全体にとって効果的なものとする(AbemethyandBrownell,1999;Bisbe

andOtleyb2004;Hem,2006b).加えて, PMSをインタラクティブに運用することで，本社は全

社の状況を把握可能となり，組織全体の意思決定能力が向上し，全社的な財務パフォーマンス
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が高まることが実証されている(Koufterosetal.,2014;丹生谷,2009).多国籍企業を対象とした

研究では，本社がPMSをインタラクティブに運用することで本社-子会社間の学習と対話が促

進され，組織の戦略的資源配分能力が高まることが示されている(DossiandPatelli,2010).

これらのことから，本社はPMSをインタラクティブに運用することで，在外子会社のパ

フォーマンスに関するあらゆる情報を得ることができ，在外子会社の活動や現地環境について

知識，理解を深め，情報の非対称性を緩和することができる．そのため，本社は組織の資源を

効果的かつ効率的に配分することができ，在外子会社も全体最適となる意思決定を行うことが

できる．

以上の知見を総合し，本研究では次の仮説を設定する．

仮説2b:本社がPMSをインタラクティブに運用するほど，在外子会社における意思決定に

対する本社PMSの影響は高まる．

3.3PMSの設計面と運用面の相互作用

PMSの設計面と運用面との関係性について，バランスト ・スコアカード(BalancedScorecald:

BSC)の提唱者であるKaplanとNortonは， たとえ同様の機能を持つよう設計されたBSCで

あっても，経営環境やBSCの利用目的など様々な要因を考慮し，臨機応変にその運用方法を変

えなければ組織において有用なシステムとならないとしている(KaplanandNorton,1992,1996).

運用方法についてより具体的には, PMSの運用プロセス，情報フローに着目し，それらを変更

する必要が主張されている(Simons,2000). また,MicheliandManzoni(2010)は,PMSの機能は

その目的やPMSの運用者の意図によって変わると主張している． これらの主張からは, PMS

の設計面の特性と運用面の特性との相互作用関係を想定することが可能であり，設計上同様の

特性を持つPMSでも，その運用方法によって組織に及ぼす影響は異なる可能性を推察できる．

この点を示唆する経験的研究として，業績管理のプロセスにおいて管理者が被管理者の活動

に過度に関与することで， タイトなコントロールとなり，被管理者のモチベーション，およ

びパフオーマンスを低めることを示唆する研究がある(e.g.JordanandMessneI;2012;Snthand

Bititci,2017).特にSnthandBititci(2017)では，精綴化されたPMSを用いる場合には，ルース

なコントロール実践へと変更し，被管理者の自律性を高めるような運用方法に変更することで

被管理者のモチベーション，およびパフォーマンスが高まることが示唆されている．上司によ

る結果への圧力が高まることにより，被管理者は短期的思考に陥り，財務指標で測られる結果

以外に関心を向けなくなってしまう可能性がある(Bankeretal.,2000;Merchant,1990).

他方，多国籍企業を対象に本社PMSの設計面に着目したMahlendorfetal. (2012)は，本社

PMSの設計面の特性として，包括性と即応性(reactivity)との相互作用を検討し，即応性が高

い場合には在外子会社の意思決定に対する包括的PMSの影響は低まることが実証されている．

この結果からは，期中における本社との対話によって示された新たな方針や情報に沿って在外

子会社が意思決定を行う状況を想定できる(GaryandWood,2011;Simons,1995,2000).すなわ

ち，社内外の環境変化へ適応するよう本社がPMSを運用する場合，意思決定の際に在外子会

社は事前に設定された不確実で複雑な包括的PMSを重視しなくなる可能性がある．

こうした先行研究は依拠する理論ベースによって結果の意味解釈こそ異なるが， これらの経

験的証拠からは，被管理者の活動に対する管理者の過度な関与による圧力や，期中でのPMS
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の即応性や環境変化への対応が，被管理者に対する包括的PMSの影響を低めるという関係性

を推察できる．そこで本研究では，以下の2つの仮説を検討する．

仮説3a:本社PMSの包括性の程度が高く，本社によるPMSの診断的運用の程度が高い場

合，在外子会社における意思決定に対する本社PMSの影響は高まる．

仮説3b:本社PMSの包括性の程度が高く，本社によるPMSのインタラクティブな運用の程

度が高い場合，在外子会社における意思決定に対する本社PMSの影響は低まる．

4．研究方法

4.1データの収集

本研究では仮説検証のために， 日本国外に籍を置く本社による100%出資の在日完全子会社

を対象に郵送質問票調査を実施した．本調査において在日完全子会社を対象とした理由は，本

社によるコントロール・システムの影響，意思決定権限委譲の程度などについては，本社-子

会社間にて認識のギャップがある可能性があり，そのため子会社から直接データを収集しなけ

れば，子会社のありのままの実態が反映されないためである（中川,2004)．

対象企業は，東洋経済新報社が2016年7月に発行した『外資系企業総覧』から抽出した．

抽出された在日完全子会社1,758社を対象に2016年9月15日に質問票を一斉に送付し, 2016

年9月30日（消印有効）までの回答を求めた．最終的な回答数は250社（回答率14.2%)であ

り，そのうちデータに重大な欠損のあるサンプルを除いた234社（回答率13.3%)を分析のた

めのサンプルとして用いる．分析に用いるサンプルについて，回答企業の親会社国籍（地域）

の内訳は北米83社(35.5％)，欧州ll2社(47.9%),アジアおよびその他地域39社(16.7%)で

あった．加えて，在日子会社に対する意思決定権限の委譲の程度（後述の「在外子会社におけ

る意思決定に対する本社PMSの影響」の項目と対応）について, 14項目ほとんどの実測平均

値が理論平均値を超えている． これらのことから，分析に用いるサンプルは本研究が対象とし

ている「自律的な」在外子会社を検討するうえで妥当といえる． なお，非回答バイアスの確認

のため，回答企業の業種分布に関する適合度検定(X2検定）を行った結果，回答企業の業種分

布は送付企業（在日完全子会社の業種分布） と適合していることを確認した(p>0.10).

4.2変数の測定

本研究では，先行研究との比較可能性を高めるため，および内的妥当性を確保するために先

行研究において開発，利用されている測定尺度を用いることとした． なお，いくつかの測定尺

度は多国籍企業に対応するように一部変更している．

「PMSの包括性(COMP)」を測定するためにHall(2008)や多国籍企業を対象に調査を実施し

たMahlendorfetal.(2012)などを参考にして，業績評価指標の多様性や戦略とのリンクの程度な

どについて計9つの質問項目を設定した．そのうち天井効果を示した1項目を除く，計8項目

によって変数が構成された．
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表l 在外子会社における意思決定への影響に関する記述統計・探索的因子分析結果3
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表2仮説検証に用いる変数の記述統計4
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本社PMSの「診断的運用(DUSE)｣,および「インタラクティブな運用(mSE)」については，

Henri(2006b)やⅧdener(2007),横田ほか(2013)などを参考にした． 「診断的運用(DUSE)」は，

天井効果を示した1項目を除く計5項目を， 「インタラクティブな運用(IUSE)」については，

計5項目によって変数が構成された．

在外子会社における意思決定に対する本社PMSの影響については, PrahaladandDoz(1987)

などを参考に在外子会社における意思決定14項目それぞれに対する本社PMSの影響の程度

を測定した．先行研究では, 14項目を一つの変数とみなし分析を行っている(e.g.Dossiand

Patelli,2008;Mahlendo㎡etal.,2012). しかしながら，それぞれが示す意思決定の局面は明らか

に異なっており， これらを一つの変数と見なした場合，分析結果の解釈が困難となる．そこで

本研究では，探索的因子分析を行った．その結果， 3つの因子が抽出きれた（表1)．

今回抽出された3つの因子それぞれが内包する項目を見てみると， まず第1因子はターゲッ

トの決定や流通チャネル，製品・サービスの価格に関する意思決定についての負荷量が高いた

め， 「販売意思決定への影響(INF-S)」とした．

次に第2因子については，研究開発や製造計画，投資決定やサプライヤーの選択など製造や

サービスの計画に関する意思決定についての負荷量が高い．そこで本研究では，第2因子を

｢製造・サービス計画に関する意思決定への影響(INF-P)」と呼ぶことにした．

最後に第3因子については，従業員報酬の決定や在日子会社内の業績評価など，主に在日子

会社内の管理についての負荷量が高いため， 「社内管理意思決定への影響 (INF-C)」とした．

以上の結果，本研究における仮説検証に用いる変数は表2のようになった． なお，分析に用
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表3重回帰分析結果5
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3.086*＊

※最小二乗法に基づく推定，係数は全て標準化

※R2 :決定係数, Adj.R2 :調整済み決定係数, F-value:F値

※*p<.05,**p<､01,***p<､001

いる変数は，多重共線性を避けるためにそれぞれの変数における各項目の合計の平均値を基準

として中心化したものを得点としている．在外子会社における意思決定に対する本社PMSの

影響については，それぞれの因子に高く負荷した項目で変数を構成している．本社PMSの設

計面，運用面に関する記述統計量については，附録を参照きれたい．

5．結果

5.1分析結果（階層的重回帰分析）

本研究では，導出された仮説を検証するために次の回帰式(1)を推定する．

〃?Me"ceq/pα彫"r-PMSo"伽c航o〃"､α""ghys"伽djα"“

＝α+61COMP+@2DUSE+63ﾉ【ﾉsE+@4coMP*DUsE+@5coMP*IUsE+zcb""/s+e (1)

以上の回帰式の推定に向け，本研究では2つのモデルを設定する．第1モデルでは，主た

る独立変数となる本社PMSの包括性(COMP),診断的運用(DUSE), インタラクティブな運用

(IUSE)に加え， コントロール変数である設立形態(ESTTYPE),設立年数(ESTYEAR),企業規

模(SIZE),本社国籍（アメリカ:HQ-US, ヨーロッパ:HQ-EU,アジアその他:HQ-A),業種

(INDUSTRY)を投入する．第2モデルでは，本社PMSの設計面と運用面との交互作用項を投

入する．

表3は重回帰分析の結果である．
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表4単純傾斜分析結果

INF－CINF－S

IUS【DUSEDUSE IUSE

－lSD ＋lSD +1sD

，167

－ISD

307*＊

－ISD

348**＊

＋ISD

461＊＊＊

､1s，

211＊

＋lSD

368**＊COMP

※最小二乗法に基づく推定，係数は全て標準化

※*p<､05,**p<.01,***p<.001

仮説lに関して,ModellにてCOMPとINF-S(.224,p=.017),およびINF-C(.249,p=.006)

との有意な正の因果関係が確認された．そのため，仮説laは部分的に支持された．次に，本社

PMSの運用面の特性と在外子会社における意思決定の影響との因果関係（仮説2)について，

mSEとINF-Cとの有意な因果関係が確認されたため(.229,p=.014),仮説2bは部分的に支持

された．一方でDUSEについては有意な因果関係は確認されず，仮説2aは支持されなかった．

最後に仮説3について,COMPとDUSEとの交互作用項について, INF-S(.206,p=.021),お

よびINF-C(.236,p=.006)との有意な正の因果関係が確認された(Model2a,c).そのため，仮説

3aは部分的に支持された他方, COMPとmSEとの交互作用項については, INF-C(-.229,

p=.006)との有意な負の因果関係が確認されたため(Model2c),仮説3bについても部分的に支
持されたといえる．

5.2補助分析（単純傾斜分析）

本研究では仮説検証（仮説3）のため，本社PMSの設計面と運用面との交互作用項を階層的

重回帰分析によって検討した．その結果，交互作用項と従属変数との統計的に有意な因果関係

が確認されたそこで，結果についての解釈を深め，仮説に対してより説明力の高い結果を提

示するために単純傾斜分析を行った．具体的には,AikenandWest(1991)に従い,mF-S,INF-C

のそれぞれを従属変数とし,DuSE,mSEがそれぞれ士lSD(標準偏差）の得点をとった場合の

COMPを独立変数とした単回帰直線を推定した（表4).

結果として， まずDUSEが高い場合(+1SD),従属変数に対するCOMPの係数は，それぞれ

6=.368(INF-S),6=.461(INF-C),低い場合(-1SD)にはβ=.211(INF-S),6=.348(INF-C)であ

り，本社によるPMSの診断的運用の程度が高い場合の方が在外子会社における意思決定に対

する本社による包括的PMSの影響が強くなる傾向が確認された．

他方,mSEについて,mSEが低い場合(-ISD)のみ従属変数INF-Cに対する独立変数COMP

の係数が有意となり，本社によるPMSのインタラクティブな運用の程度が低い場合のみ在外

子会社における意思決定に対して本社による包括的PMSが影響を与えることが示された．

6．考察

前節にて示した分析結果において， まず本社PMSの設計面の特性については，本社PMSの

包括性の程度が高いほど，在外子会社における意思決定に対してポジティブな影響を与えるこ

とが示された． この結果からは, Buscoetal. (2008)や窪田ほか(2014)などがケース・スタディ
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によって示しているように，在外子会社は全社戦略を反映した多面的指標によって自身の意思

決定や行動が測定，評価，分析されることで，全社目標に対してどのようにアプローチすれば

よいかを理解し，それに沿った行動が確保されるといえる．

次に本社によるPMSの運用について，本社によるPMSのインタラクティブな運用が在外子

会社における意思決定に対してポジテイブな影響を与えることが示された．一方で，本社によ

るPMSの診断的運用は在外子会社における意思決定に対して影響を与えるとは言えない． こ

の結果については，先行研究において示唆されているように，本社がPMSをインタラクティ

ブに運用することによって，本社一子会社間において業績に関する「高頻度の情報交換」が行

われ， 「業績に関しての情報共有」が高いレベルで実現した結果ではないかと考える(Dossiand

Patelm,2010;鬼塚,2018).すなわち，本社-子会社間における頻繁な情報交換により，理解の共

通化が促進されることで，全社の進捗状況や子会社が全社戦略上おかれている立場，本社から

の要求を在外子会社が明確に把握することができ，全体最適となる意思決定を行う可能性が示

唆きれる．

本研究において特に注目すべき結果は，本社PMSの設計面と運用面との相互作用効果につ

いての検証結果である（仮説3)．分析の結果，本社PMSの包括性の程度が高く，本社がPMS

を診断的に運用するほど，在外子会社における意思決定は本社PMSを反映し，逆にインタラ

クティブに運用する場合には，本社PMSを反映しないことが示唆された． この結果について

は，本社から在外子会社に対して多様な情報がPMS (あるいはその運用）を通じて提供され

ることで，意思決定者が複雑な情報処理を強いられ，全ての情報を十分に活用できないという

状況を想定できる(Ghosh,2005;Ittnereta1.,2003). そもそも全社，および在外子会社の戦略に

関連付けて，網羅的に財務，非財務指標を設定するような包括的PMSに加えて，本社-子会社

間のインタラクシヨンが頻繁にとなることで，情報過多となり在外子会社が意思決定の際に本

社PMSを十分に反映しなくなる傾向が推察される(Bankereta1.,2000).加えて，本社が在外子

会社に対して頻繁に進捗管理を行うことや業績に関する情報を求めることで，在外子会社は

本社から信頼されていないと捉え，モチベーションが低下する可能性も示唆されている（横

田,2015,2016).すなわち，分権的な多国籍企業においては，在外子会社が活動するうえで重

要な領域や要因を特定し，それらを本社一子会社間で共有することが重要となるが(Buscoeta1.,

2008;DossiandPatelli,2010),情報過多となってしまう場合，むしろネガティブな影響をもたら

す可能性が指摘される．

7． おわりに

本研究は，在外子会社における意思決定に対する本社PMSの影響メカニズムの解明を目的

としていた．在日子会社トップ・マネジメントを対象としたサーベイ調査の結果をもとにした

分析の結果，本社によるPMSの設計面の特性として包括的PMSとしての特性が，運用面の特

性としてはインタラクティブな運用が在外子会社における意思決定に影響を与えることが示唆

された． また，設計面と運用面との交互作用効果を検討した結果，本社PMSの包括性が高く，

本社がPMSを診断的に運用する場合，在外子会社における意思決定にポジティブな影響を与

える一方， インタラクティブに運用する場合はネガティブな影響を与えることが示された．
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本研究の貢献は以下の通りである． まず，本社PMSの在外子会社における意思決定への影

響について，探索的因子分析により3つの潜在変数を特定し，分析を行った点である．分析の

結果,mF-Pに対してはいずれの独立変数とも統計的に有意な因果関係が確認されなかった．

これは，製造・サービス計画に関する意思決定権限の委譲の程度が他に比べて相対的に低かっ

たことが一つの要因として考えられる．． このように想定する意思決定の局面によって，本社

PMSの影響が異なることを示した点は，本研究の貢献といえる．

次に，設計面と運用面とを同時に検討し，本社によるPMSの運用方法によってその影響が

異なることを示唆した点である．運用面のみにフォーカスした結果では， インタラクティブな

運用が，設計面と運用面との交互作用効果を検討した結果では診断的に運用した場合に在外子

会社における意思決定にポジティブな影響を与えることが示された． これらの結果は,PMSの

設計上の特性に適合するような運用方法が存在する可能性を示唆している． さらに, PMSの

設計面と運用面を同時に検討することで， これまでの先行研究における研究結果の対立を解消

することができる可能性を示した点は本研究の意義である．

加えて, TbssierandOtley(2012)が主張するように，既存研究が診断的運用を"負”のコント

ロールとして捉えてきたのに対し，本研究の結果は必ずしもネガティブな影響を与えるわけで

はなく，状況によってその影響は変化する可能性を示唆した点にも貢献が認められる．

しかしながら，本研究にはいくつかの限界も存在する． まず，調査対象についてである．本

研究では， 日本国外に籍を置く本社による在日完全子会社を調査対象としたため，他国に展開

する子会社に対して本研究の結果が当てはまるとは限らない． また, PMSの運用に対する本

社-子会社間の認識ギャップについて，今回得られた質問票への回答，および結果は本社が意

図していない可能性を否定できない．次いで，本研究は特に分権的な多国籍企業において顕著

となる課題を想定していた．そのため本研究の結果は，集権的と言われる日系の多国籍企業を

対象とした研究結果(e.g.松木ほか, 2014) とは整合的ではない可能性がある．

以上のような限界はあるものの，本研究の結果は多国籍企業における在外子会社管理に対し

て有用な示唆を与えるものである．将来的には，本研究の結果についてケース・スタディを中

心とし， さらなる検討を重ねることで，多国籍企業におけるPMSの有用性についての知見を

深めることができると考えている．
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附録

附録l 本社PMSの設計面および運用面に関する記述統計量

N Min Max Mcan SD

本社PMSの包括性(COMP)

活動と全社の目標とのリンク

在外子会社の業績と本社の長期戦路とのリンク

財務・非財務指標の設定

業織に関する多数の情報提供

多面的情報提供

文諜化，業績評価に関寸-る記録

幅広い業績情報の提供

本社や傘下企業の活動に対する影響の把握可能性

本社によるPMSの診断的運用（DUSE）

本社一子会社：目標に対する進捗度合いの確認

本社一子会社：活動結果のモニター

本社：業績管理システムを通じて得た情報を作成・解釈する際に専門部署に依頼

本社一子会社：例外的な事項が起こった場合のみ活動にて関心

子会社一本社：例外的な蝋項が起こった場合のみ本社PMSに関心

本社によるPMSのインタラクティブな運用(IUSE)

本社一子会社：活動に対して日常的に関心

子･会社一本社：本社PMSに対して日常的に関心

アクション・プランに縫づく継続的な挑戦や議論

会議における議論の円滑化

本社一子会社間における頻繁な公式的コミュニケーション
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I Simons(1995)以外のPMSの運用のフレームワークについて，例えばHem(2006a)のフレー

ムワークなどは, PMSの役割や目的として捉えられており(e.g.MicheliandManzoni,2010)

運用プロセスを捉えることができないと考えたため，本研究では援用しない．

2 Simons(1995)の4つのコントロール・レバーを援用する場合, 4つのレバーのすべてを対

象としなければならないという議論がしばしばなされることがあるが, Simons(2000)にお

いて，信条システムや境界システムはあくまでPMSを補完する役割を持つ別のシステムと

しての説明がされているため，本研究では2つのレバーに着目する．

3初回の因子分析の結果， 「予算作成」と「従業員の責任権限決定」について因子負荷量，お

よび共通性が低く，各因子に対する説明力が低いと判断したため分析から除外している．

4変数の信頼性(Cronbachq,CompositeReliability)について，それぞれの値は統計的に許容で

きる水準を満たしている(Hairetal.,2010).

5多重共線性を示すWF(varianceofinHation)は，一番高い値でも2.2であり，多重共線性の問
題は生じていないと考えられる．
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